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『仕事における安全と健鹿のための世界の目』記念 lLOフォーラム：

仕事における安全、健慮、扇績一国際協力が戒められる諸謀題

安全、健康、 環境に恵まれた暮ら しは、すべての人々の願いでしょう。 しか

し、国家の開発段階により、状況はかなり違うのが現実です。また、開発自体

を阻害する要因のーっとして、低生産性、低賃金、栄養不良、病気、労働能力

低下の悪循環が指摘されています。

仕事に関連する事故や病気で、世界では年間約20 0万人の人々が亡くなっ

ています。職場の危険 ・有害要因に適切に対処しなければ、地域の環境にも影

響が及びます。仕事における安全と健康は、とりもなおさず、人々が環境にや

さしい生活を送るための基本でもあるのです。

4月28日は「仕事における安全と健康のための世界の日j、今年の共通テー

マは「仕事における安全文化の推進jです。これを記念して、 ILO東京支局は、

関係機関のご協力を得て、 ILOフォーラムを開催します。

日時 ：4月21日（月）午後 1: 3 0～17:00 （受付開始13 : 0 0～） 

場所 ：UNハウス5階エリザベス ・ホーノレ

（渋谷区神宮前5-53一70 地下鉄表参道駅またはJR.地下鉄渋谷駅より徒歩約10分）

プログラム ：

安会基調講演 「仕事における安全、健康、環境と開発J

小木 和孝元ILO労働条件環境局長（現在、（財）労働科学研究所主管研究員）

安会報告 fアジア太平洋諸国の現状と ILO技術協力j

川上 剛 ILO東アジア担当労働安全衛生専門家

大台パネルディスカッション「日本の国際協力の現状と課題J

ーフォーラム終了後、 17目00～1 8 : 3 0、「ILO産業安全保健エンサイクロベディアJ

（日本語版）発刊記念レセプションを会場奥のラウワジにて開催する予定です。

フォーラムに関するお問い合わせは、Tel: 0 3 -5 4 6 7 -2 7 0 1 （寺本）までお願い

します。

お申し込み用紙：仕事における安全、健康、環境フォーラム

4月15日（火）までにお申し込みください。

返送先 ：FAX 03-5467-2700 Email forum@ilotokyo.jp 

氏名 所属 役職

住所

Tel Fax Email 

注笠録ご確認の通知は致しておりません（満席のためお席がご用意できない場合のみご連絡致

します）。



安全センタ 情報2003年4月三目次[全国労働安全衛生センタ 連絡会議通巻第296号 2003年3月15日発行]

E詰雪量t~]1喧既旬;o~;軍~tfi1JlliU~官!J)iff~~•••• 

肺がんをじん肺合併症に
有所見者に毎年肺州検量
改正じん肺法施行規則4月1日施行

全国安全センター事務局長古谷杉郎 2 

改正じん肺法施行規則等の施行通達 16 
労災補償上の取り扱いに関する留意事項 17 
健康管理手帳所持者に対する健康診断 20 

じん肺管理区分決定等事務取扱要領 26 

「肺がん検査」等に関する検討会の議論 31 

裁判所の文書提出命令等
に対する労働基準行政の対耐
改正民訴法の施行で対処通達 34 

連載20一塩沢美代子1

諮りつがねばならぬζと 43 

E 辺市ぷ悶ョ・・E・E・・E・・E・・E・-
アスベスト禁止をめぐる世界の動き
EU科学専門委員会が最新知見を再レビュー 47 
EヨJ直IJIDl'__  _ 

東京・10回目を迎えた東京労働安全衛生学校 53 
大阪・配送待機中の運転手殺害が労災に 54 

専門検討会.高次脳機能障害認定で緊急要望 日

東京.労働局が「労災かくし排除」強化旬間実施 57

JOSHRCNEωSLETTEA No.26 59 



特集/改正じん肺法施行規則等の施行

肺がんをじん肺合併症に 
有所見者(こ毎年肺がん検査

古谷杉郎
全国安全センター事務局長

じん肺法施行規則及び労働安全衛生規則の一 
部を改正する省令(平成15年労働省令第2号)の施 
行通達が出そろった(16頁以下で紹介)。今回の改 
正の内容は以下のとおりである。
① じん肺合併症に原発性肺がんを追加
② じん肺健康診断に「肺がんに関する検査(胸部

らせんCT検査、喀痰細胞診)」を追加
③ じん肺管理区分が管理2の者にも健康管理手 
帳を交付
③については改正省令が公布された本年1月 

20日をもってすでに施行され、①②は4月1日から 
の施行となるが、厚生労働省では、3種類のリーフ 
レットを作成するなどして、改正内容の周知を開始 
した。主な2種類の内容を以下に紹介しておこう。

じん肺則•安衛則の改正内容

「じん肺管理区分が管理2または 
管理3の方に対する『肺がん検査』が、 

じん肺健康診断に追加されました」

〇 平成15年4月から、じん肺健康診断の検査の

一つとしてじん肺有所見者に対する「肺がんに関 
する検査(胸部らせんCT検査、喀痰細胞診)Jの 
実施が事業者に義務づけられます。

〇健康管理手帳を交付された方は、国の費用負 
担で「肺がんに関する検査(胸部らせんCT検査、 
喀痰細胞診)」を受けることができます。なお、健 
康管理手帳の交付を受けるには、都道府県労働 
局への申請が必要です。

じん肺と肺がん
參厚生労働省の検討会の報告書によると、じん 
肺の所見がある方(じん肺管理区分が管理2以 
上)は、原発性肺がんの発生リスクが高いとされ 
ており、年1回、「肺がんに関する検査」を受ける 
ように提言されました。
肺がんに関する検査について
〇胸部らせんCT検査
參早期の肺がんを見つけることができ、早期に 
治療を始めることができます。また、これまでの 
CTに比べてエックス線の照射時間が短くてすみ 
ます。
參 なお、受診者は、エックス線による健康影響な
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どについて院制と十分に相談して検査を受けま

しよう。

00害疲細胞診
・ 1衰の中のがん細胞などの異常な細胞がないか

を調べる検査です。

［労働者の方へ］

.じん肺管理灰分が管理2または管理3の方は、

毎年、 1回、じん肺健康診断または職場の 般定

期健康診断の際に、肺がんに関する検査(胸部

らせんCT検査、 l管疾細胞診)も受けることにな

ります。

［離職者の方へ］

.じん肺管理灰分が管理2または管理3の離職

者の)jは、都道府県労働局に健炭管理子帳の

火付巾請ができます。

・健康管理手帳の交付を受けた場合は、都道府

県労働局が指定する医療機関で!附がんに閣す

る検査を|司の費用で受けることができます。

.なお、既に、健康管理手帳の交付を受けてい

る管理3の離職者の) j も子続が必要ですので、

足寄りの都道府県労働局にご相談下さい。

「たばこ」をやめよう

「たばと」は、いろいろながん、高血圧、狭心f正、

心筋便塞など、さまざまな病気の危険因ずとされて

います。

じん肺の所見がある方が、「たばこ」を吸うと、さら

に、肺がんの7音声hのリスケが高くなるとされています

ので、積極的に禁煙を心がけましょう。

「じん肺有所見の方に発生した肺がんの

労災補償上の取扱いが変りました」

じん肺の所見がある方に充干した原発刊の肺が

んについて、平成 14年 11刀 11円以降、労災補償の

対象が以i'のように変更になりました。

［改正前］

じん!附管理区分が管理3又は管理4と決定された

方(管開3ムくは管理4に楠3すると認められる方を

台む)

［改正後］

じん肺管理灰分が管理2、管理3又は管理4と決

定された) j (管理2、管理3又は管理4に相当すると

認められる方を含む)

厚中労働省では、「じん肺と肺がんは際学的関連

性をイlしている」とする専 I"J家による検討会報白書

を踏まえ、じん肺の所見がある方に発生した肺がん

の労災補償|の~x扱いを、|λ成14年11月 lHJに改

正し、都道府県労働局に対して通達しました。また、

平成 15年4月1日以師、原発性の肺がluは、じん肺

の法定合併f主として取り扱われます。

職業病リスト上の区分の変更

ことにもあるように、じん肺肺がんの労災補償上

のl的被しは閲しては、改正省令の公布・施行を待

たす守ご、すでに昨年 11月 11 F 1均ら改正され、通達も

示されていたが (200 2年 12月号 20-21員参照) 、改

正省令の施行に向けてまたも改廃されている。以下

のように、わず、か2年あまりの問に、 4回も取り扱い

が変更されたととになる。

公じん肺管理K分が管理4(相当)の者に発府し

た原発性肺がんのみが労災補償の対象 昭和1

53年 11月2口付け法発第 608号・補償課長事務

連絡第42 号

②管理3ロで 定の要件を満たす者にも拡大

平成 13年5月 29口付け法労柿発第 14号・桁償

課職業病認定対策窒認定業務班長事務連絡

［2001年 10月月 7-R頁参照］

ミき管瑚 3(楠3)以上の者に拡大 平成 14年3月

27 tJ付け基発第03 2700 5号・基労補発第 0327

∞1~. ［2002年5月片 31-32頁参照］

ミ主管問 2(キW'j)以上の者二じん肺有所見者全

体に拡大 平成 14年 11月 ll tJイ、 jけ基発第 11

11∞1~・基労補発第1111001片［2002年12月

号 20-21員参照］

@ 職業病リスト|の灰分を変更 、ド成 15年1月

却円付け基発第0120003 月(r第 3J閣係)・基労

柿発第 0120001 号［本号 16-18頁参照］

改正じん肺法施行規則第I条では、第6号として

「原発性!怖がん」が追加された。
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特集/改正じん肺法施行規則等の施行 目

表1包括的救済規定(労基則別表第1の2第9号)に係る業務上疾病の労災補償状況

9 

過重負荷に j過重負荷に

よる脳血管疾iよる虚血性心;精神障害等 j左記以外
患 j 疾患等

1 

1 

43 

513 苅5 451 1 

請求、支給、不支給件数は、当該年度に行われたものなので、請求件数は支給、不支給件数の和に一致ぱよし、。
清報公開等に基づき入手した厚生労働省資料により全国労働安全衛生センタ一連絡会議が作成。

表2rその他のがん」の労災補償状況

情報公開等に基づき入手した厚生労働省資料により全国労働安全衛生センタ一連絡会議が作成。

今回の通達改正の「職業病リスト上の区分を変

更Jとは、わが国の職業病リストである労働基準法

施行規則別表第1の2の第9号「その他業務に起

因することの明らかな疾病」に分類されていたもの

を、改正じん肺法施行規則が施行される本年4月

1日以降は、第5号「粉じんを飛散する場所におけ

る業務によるじん肺症又はじん肺法に規定するじ

ん肺と合併したじん肺法施行規則第1条各号に掲

げる疾病(じん肺合併症)Jに分類するように変更す

るというものである。

じん肺労災補償の実態

これまでの実績をみておくと、表1のとおりである。

これは、2002年12月17日に開催された「労働基

準法施行規則第35条専門検討会」の平成14年度

第2回会合に提出された、「労働基準法施行規則

別表第1の2の各号の『その他に包括される疾病』

における労災補償状況調査結果」の平成13年度分

[http://www.mhlw.只o.ip/shin只i/2002/l2/
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s1217-4c.htmlJと、以前に情報公開により入手し

ていた同じ調査結果の平成11年度分[2002年1・

2月号46頁参照]等により作成したものである。

第9号「その他業務に起因することの明らかな疾

病」として労災補償を受けているのが、①じん肺合

併肺がん、②過重労働による脳血管疾患及び虚血

性心疾患等、③精神障害等で、大部分を占めてい

ることがわかる。

これらはいずれも労災補償をめくる争点の上位

を占めてきたものであって、③については、 1999年

に初めて判断指針が示され、②についても、 2001

年末に認定基準の改正が行われ、相当程度の認

定件数の増加が示されてきた。今回さらに、①がそ

れに続くことになるが、統計区分上は、2003年度以

降は第9号から第5号に移行されるわけである。な

お、①~③合わせてかなりの保険給付額の増加に

なることが予測されるが、認定基準等の改正に当た

り、保険財政上の検討がなされているのかどうかは、

まったく明らかにされていない。

また、経緯が明らかではないのだが、じん肺合併

肺がんは、1992(平成4)年以前は、第7号131その



表3じん肺症等の労災補償状況

当該年度中に新規に支給決定を行った件数。

平成4年度以前はじん肺管理区分別、合併症引の統計は行っていないという ことである。

厚生労働省資料により全国労働安全衛生センタ一連絡会議が作成。

他(1~12に掲げる以外)の職業がん」に区分され

ていたとのことであり、この数字は情報公開等によ

り入手した資料によると、表2のとおりである。これに

よると、 1978~1992年度の「その他の職業がんjの

合計件数は288件であり、表1の同期間の「じん肺

合併肺がん」の数字279件が、そのほとんどを占め

ていることがわかる。

ちなみに第5号「じん肺とその合併症」として労

災補償を受けたもののうちの、合併症の有無・種

類別の認定件数もこれまで明らかにされてこなっ

た。情報公開によって初めて 1992~2000年度分

のデータを入手していたが、 2001年度分は、前述

のi35条専門検討会」に平成13年度「業務上疾病

労災補償状況調査結果」として提出されている

[http://www.mhlw.只o.;p/shin只i/2002/12/dl/

s1217-4b.pdfJ。それらを表3にまとめた。嘘か真か、

1991年度以前は、じん肺管理区分別、合併症別の

統計はとっていないということである。

認定件数のうち、合併症によるものの割合が増

大してきでいて、1993年度の68.7%から2001年度

には77.9%を占めるまでになり、なかでも続発性気

管支炎の占める割合が急増しており、 1973年度の

49.3%から2001年度には認定件数全体の69.3%

を占めるに至っていることがわかる。

過去に泣き寝入りさせられた人々

表4(7頁)は、過去3年度にわたり、労働基準監

督署別のじん肺合併肺がんの労災請求・認定・不

支給件数のデータ提供を厚生労働省に求め、(開

示請求手続によらずに)情報提供されてきたもので

ある。これはルーティンでまとめられているデータで

はなく、職業病認定対策室の手作業による集計だ

とのことである(前号19-20頁で紹介した「石綿によ

る肺がん・中皮腫」のデータも同じ)。

1999~2001 年度の3年度で、支給件数92件に

対して、不支給件数が45件もある(不支給率32.8%)

安全センタ情報2003年4月号 5 



|特集～蕊じん締漉施行規則等の腸行 E

ことがわかるが、じん肺有所見者に発痕した!虫充 fl
j怖がんはすべて労災補償の対象とすξこととした、

2002年 11月改止認定jjJ巨σ:モとでなら認定された

事例が多いのではないかと想像している。

厚生労働省は2002年3月の通達を発出したと

きに、その時点で、④請求中、②過去不支給処分

となり審杏請求中、③過去者杏請求でも棄却とな

り労働保健審査会に対して再審金請求 '1' 、④再審

査でも棄却となり行政訴訟係争中、の各事案のう

ち、新たな認定基準に該当する 管理3 (相当)以
上のじん ilI市に合併した原発性 11市がんについては、

原処分を変更して支給決疋を行った(行政訴訟は取

り下げた)という。

①、②については件数がわかっていないが、新

聞知道等によると、③再審査請求中事案は 14件あ

り、福品、 J奇而、需 111 、広局、熊本、宮崎、和歌山、

徳島、福井、山口の各l件、岡山、長崎の各2件が

すべて管理3の事例、管理2だったが審査段階で管

理3と判断されてLミるものが1 f1あった。④訴訟事

案は、新潟地裁、徳島地裁、福岡高裁、長崎地裁

で各1j牛あった。

一方、管理2であったため、この2002年3月の|時

点でも段斉されなかったものが、 ③再審金請求'1'が、

新潟、栃木、千葉、神公川|各1件の芹14件。④訴訟

事案が福附高裁でli'1あった。これ己の事例も、 2002

年 11月の新通達によって、原処分変更支給決定、

訴訟取り rげが行われたはずである。

行政訴訟に悶しでは、こうして係争中であった5

件が、 速の認定基準改iTによって救済されたわ

けだが、それ以前に確定してしまった事件が7件あっ

た。このうち救済されたのは 2{'［だけ (1991年1月

25円松山地裁判決の八幡浜労働基準監官署長

事件(管理3イ)、 2001年4月 26口広島高裁判決

の広島中央署長事f ' ! ' (管理3ロ) )で、原告(遺族)

慣uo ;敗訴が確定してしまった5件は、管理3ロがl件、

管理3イが2件、管開lがl件、管理区分未決定が

1 f1という内訳であった。

福岡高裁の管理3イと管理2の2件の行政訴訟

は、関西労働青安全センターが支擬してきた。同セ

ンターでは、過去のじん肺合併肺がんに関連した

再審金請求事案についてわかる資料の開示請求

を行い、黒塗り部分が多かったものの、該当事案

の裁決書を開示させた。開示資料以外て吐血刊に把

搾した情報・事案も含めて、 1992年度以慨に棄却

の裁決がなされたものを 39 'f 1、碓認することがで

きた(上述の認定基準改在によって原処分変更・

支給決定されたと思われる 14件+4件=18件は

台めていなし功。このうち行政訴訟まで争ったのは

7件だけで、 2件は原告敗訴判決が確定してしまっ

て、結果的に救済されたのは5件だけである。救済

されなかったもののうち6 '1 1は管理K分を碓認でき

ていないが、おそらくは、すべてが新認定基準のも

とでなら労災認定された事例であろう。

さらに、旧労働省作成の『労働保険審査会裁決

総索引(労災保険)(自昭和 31年8月至平成元

年4月) J( 平成2年4月)により、棄却I処分を受けた

じん肺合併肺がんとj心われる事例をさらに 15 {'［を

確認することができている。

原発性肺がんがじん肺の台併起になったととの

恩恵は、現在と将来の被災者にだけでなく、 j且i、の

被災者にも及ぼされてこそ、「買の全面救済」で反る。

そのためにもとれまでに泣き寝入りさせられてきた

人々の実態を明らかにする必'～があろう。

肺がん検査の実施

じん肺健康診断に「肺がんに関する検査」が追

J刑されたとはいえ、その内容は、改正省令自体に

示されているものではない。(本稿執筆時点では今

回の省令改正はまだ反映されていないが、じん肺

i:i;・施行規則、労働安全衛l'法令は、 http://www

iaish.g r. ipjanzenjhtmlj日 lectjanhrOO.htmでも入

手できる。)

事業者は、じん肺法施行規則別表(第2条閃係)

に列挙される「粉じん作業」に、「市時」、従事してい

る労働者または従事させたことのある労働者に対し

て、じん肺健康診断を実施しなければならないこと

とされている(費用も事業者の負担である)。

じん肺健康診断には、就業時健康診断、定期健

康診断、定期外健康診断、離職11寺健康診断、さら

に、じん肺管理区分決定の「随時申請」に際して行
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表4 労働基準監督署別・じん肺症に合併した肺がんの労災補償状況く平成11・12・13年度)

平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度

請求 支給 請求 支給 請求 支給 請求 支給 請求 支給 請求 支給

56 63 2 88 21

2 1 2
釧 路111東大阪

1 1 1

1 1 1 2

1 1 1 1
1

1 1
2 1 1 1

1
浜 田1

2
4 2

6 3 3 5 2 3 2 1
日 立 1 和 気332211

1
1 1 1 1

1 1
1

1 1 1 1 1

2 1 1
2 1

2
1

1 42 11 11
1

1
3 2 1 1 1 1

1 3 9 8 2
2 1
魚 津 11

1 2 1
4

1 1
2 7

2

1 2 2 1
1 1 2

1
2 1 4 1

伊 勢 1 合 計372515 452417 554313
請求、支給、不支給件数は、当該年度に行われたも のなので、請求件数は支給、不支給件数の和に一致しない。

秋 田2221111
大 館2211加古川

不支

給

不支

給

不支

給

不支

給

不支

給

不支

給

1
1

1
1

1
1

1
1

1
1

1
1

1
1

1
1

1
1

2
2

1
1

2
2

1
1

2
2

1
1

2
1

4
4

1
2 7

1

3
3

3
2

1

1
1

1
1

1
1

2
2

1

1
1

1
1

1
1

6
3

2
2

1
1

1
1

1
1

1

2
3

2
2

2
1
1

1
1

神戸東

会 津1
1

5
1

1
1

1
1

1
1

1
1

1
1

1
1

1
6

1
1

3
2
1

北海道

岩見沢

滝 川

茨 木

大阪西

兵 庫

相 生

西 脇

和歌山

和歌山

島 根

鳥 取

米 子

岡 山

長 崎

熊 本

本 渡

大 分

佐 伯

日 田

三 重

宮 崎

都 城

延 岡

鹿児島

志布志

滋 賀

長 浜

大 阪

岩 手

盛 岡

釜 石

山 形

山 形

米 沢

福 島

冨 岡

いわき

茨 城

水 戸

下 館

群 馬

沼 田

栃 木

今 市

埼 玉

川 口

千 葉

東 金

東 京

足 立

神奈川

藤 沢

小田原

新 潟

高 田

柏 崎

糸魚川

富 山

静 岡

清 水

福 井

敦 賀

岐 阜

高 山

愛 知

半 田

名古屋東

豊 橋

三 重

熊 野

玉 野

広 島

広島北

尾 道

廿日市

山 口

萩

小野田

徳 島

池 田

徳 島

愛 媛

伊予三島

八幡浜

福 岡

大牟田

福岡東

長 崎

佐世保1
1江 迎123

平成11年度 平成12年度 平成13年度

請求 支給
不支

給
請求 支給

不支

給
請求 支給

不支

給

北海道 5 6 6 3 2 8 8
岩見沢 5 1 1
滝 川 1 1 2 6

釧 路1 1 1
岩 手 1 1 1

盛 岡 1
釜 石 1
秋 田2 2 2 1 1 1 1

大 館2 2 1 1
山 形 1 1 1 1

山 形 1
米 沢 1

福 島 2 1 1 1 1
冨 岡 1

会 津1
いわき 1

茨 城 4 2 1
水 戸 1

日 立 1
下 館 1

群 馬 1 1
沼 田 1

栃 木 1 1
今 市 1

埼 玉 1 1 1
川 口 1

千 葉 2 1 1
東 金 1

東 京 2 1
足 立 1

神奈川 1 4 2
藤 沢 1
小田原 1

新 潟 3 2 1 1 1 1
高 田 1
柏 崎 1
糸魚川 1 1

富 山 2 2 1 1
魚 津2 1

静 岡 1 1
清 水 1

福 井 1 1 1
敦 賀 1

岐 阜 2 2
高 山 2

愛 知 1 2 2 1
半 田 1

名古屋東 1
豊 橋 1

三 重 2 1 4 2 2
熊 野 2 2
伊 勢 1

平成11年度 平成12年度 平成13年度

請求 支給
不支

給
請求 支給

不支

給
請求 支給

不支

給

滋 賀 2 1
長 浜 1

大 阪 1 2 3
東大阪 2
茨 木 1
大阪西 1

兵 庫 1 1 1 2 2
神戸東 1
加古川 1
相 生 1
西 脇 1

和歌山 1 1
和歌山 1

島 根 1
浜 田1

鳥 取 2 2
米 子 2

岡 山 6 3 3 5 2 3 2 1 1
和 気3 3 2 2 1 1

玉 野 1
広 島 1 1 1 1 1
広島北 1
尾 道 1
廿日市 1

山 口 1 1 1 1
萩 1

小野田 1
徳 島 2 1 1

池 田 1
徳 島 1
愛 媛 1 1 1 1
伊予三島 1
八幡浜 1

福 岡 1 1
大牟田 1
福岡東 1

長 崎 3 2 2 9 7 1 8 6 2
佐世保 1 1 1 3

江 迎1 2 3 1 1
長 崎 3 2 1

熊 本 4 3 1
本 渡 3 1

大 分 2 4 7 2 3 2 1
佐 伯 4 1 2 2 1
日 田 1
三 重 1

宮 崎 1 1 2 1
都 城 1
延 岡 1

鹿児島 1 1
志布志 1
合 計37 25 15 45 24 17 55 43 13

厚生労働省より情報提供された資料により全国労働安全衛生センター連絡会議が作成。



特集/改正じん肺法施行規則等の施行 目

表5ー1じん肺健康管理区分の決定状況(じん肺健康診断(随時申請を除く))

Z 

随時申請によるものは含まれていなし、。

1978年にじん肺管理区分が改正されており、改玉前の管理4には肺結核合併者が含まれる。

厚生労働省資料により全国労働安全衛生センタ一連絡会議が作成。

うものがあるが、いずれもその内容は同じである。

まず、「粉じん作業についての職歴の調査及び

エックス線写真(直接撮影による胸部全域のエッ

クス線写真をいう)による検査」を行い、その結果、

「じん肺の所見がないと診断された者以外の者(じ

ん肺所見(+)(疑)) Jについて、「胸部臨床検査」

を行う。ここで、「じん肺の所見があると診断された

者のうち肺結核以外の合併症にかかっている疑

いがあると診断された者(肺結核以外の合併症(+)

(疑)) Jについて、「次に掲げる検査のうち医師が必

要であると認めるものjを行うとされる(じん肺法第3

条・じん肺法施行規則第7条)。

①結核菌検査

②たんに関する検査

③エックス線特殊撮影による検査

今回、改正省令の施行通達で、この「肺結核以

8 安全センター情報2003年4月号

外の合併症に関する検査」のうち、「肺がんに関す

る検査」は、②たんに関する検査においては「暗疾

細胞診」、③エックス線特殊撮影による検査にお

いては「胸部らせんCT検査」をいうものとされたも

のである。

「定期」のじん肺健康診断については、「常時粉じ

ん作業に従事する労働者で、じん肺管理区分が管

理2または管理3であるもの」及び「過去に常時粉じ

ん作業に従事したことのある労働者で、今は粉じん

作業以外の作業に従事しているもののうち、じん肺

管理区分が管理3で、ある労働者jには、事業者が、

11年以内ごとに1回」行わなければならない(じん肺

法施行規則第8条)。これらの者については、今回

の改正省令によっても、じん肺健康診断の頻度に

変わりはないが、「肺がんに関する検査(胸部らせ

んCT検査及び暗疾細胞診)Jが追加された。



表5-2じん肺健康管理区分の決定状況(随時申請)

随時申請によるもののみの集計である。

厚生労働省資料により全国労働安全衛生センタ一連絡会議が作成。

「過去に常時粉じん作業に従事したことのある

労働者で、今は粉じん作業以外の作業に従事して

いるもののうち、じん肺管理区分が管理2である労

働者」は、「定期jのじん肺健康診断は13年以内ご

とに1回」であるが、改正じん肺法施行規則第11

条第2号により、「定期」じん肺健康診断を行わな

い年の定期の一般健康診断において、「肺がんに

かかっている疑いがないと診断されたとき以外の

とき」は、「定期外」じん肺健康診断を行わなければ

ならないことになった。ただし、事業者は、上記の

②、③以外の検査は省略することができるとされて

いる(改正じん肺法施行規則第10条第2項)ので

あるが、「定期外」じん肺健康診断として「肺がんに

関する検査(胸部らせんcr検査及び、暗疲細胞診)J 
のみが行われることになると解説されている。

今回の省令改正のもととなった「肺がんを併発す

るじん肺の健康管理等に閲する検討会」において

は、①じん肺有所見者に対する「肺がん検査」の内

容、及び、②管理2の者へじん肺健康診断を拡大

するにあたって「肺がん検査」以外の検査の内容、

等について十分に検討されたとは到底言い難い状

況にある。

これらの問題が議論されたのは、2002年8月8日

の第4回 最終会合のみであり、詳しくは議事録(31-

33頁に関連部分を掲載)をご覧いただきたいが、①

については、じん肺有所見者全員に一律に胸部ら

せんCT検査及び曙疾細胞診を実施することの有

効性や、前提となるじん肺有所見の判定にCTが導

入されていないことの問題点を指摘する意見が出

されたものの、十分に検討されないまま「強引」に幕

ひきがされてしまったとし叩印象がある。

②の論点については、議論すらされていない。改

正省令自体でもその部分は不明で、今回、施行通

達によって初めて全容が明らかにされたわけであ

安全センタ情報2003年4月号 9 



|特集～蕊じん締漉施行規則等の腸行 E

る。しかし、せっかくじん肺有所見者全体に毎年の

じん!附健炭診断を拡大しなカ旬、そ1のじん11市健成診

断の内容が、管瑚 2の非粉じん作業従事斉につい

ては「肺がんに閲する検査(胸百「沿せん CT検杏及

び鴨疾細胞診)Jのみでよいとする積極的な,首義つ

けはあるだろうか。

改正じん肺法施行規則第 10条第2羽の規定自体

は、他の検査を「省略することができる」という文百

ではあるが、乙の文草の主請は「事業者は」であり、

基安労充第012 0001号の解釈は、「原則として、肺

がんに関する検査のみを実施することになる」と明

記されているのである。ことで省略される他の検査

としては、粉しん作業の職歴調査、エッケス線写真(直

接撮影による胸部全域)(以上2つは 般定期健炭

診断切則として実泊されるとtlう理解のようである) 、

胸部臨床検査、肺機能検杏、結核精密検査、肺結

核以外の合併症に閣すξ検金¢うちの結核菌検査、

略放細胞診以外のがしに関する検査、胸部らせん

CT検杏以外のエッケス線特殊撮影検否、がある。

少なくとも、事業主の判断で省略可能とするのでは

なく、医師が必要性を判断するようにすべきであっ

たと以われる。

逆に、じん!附イj所比(管理 2以上)の「現役」労働

者はすべて、現存常時粉じん作業に従事している

か斉かにかかわらず、毎年、「肺がんに関する検杏

(胸部らせん CT検査及び鴨疲細胞診)Jが義務づ

けられるとととなったわけであるが、乙れらの検査は、

「院自 iが必叫でまとと認め」なければ、実施しなくて

もよいとされていることにも、留惹する必要がある。

「現役」労働者のじん肺健康診断の実施にあたっ

ては、これらの迫 JJU.省略等について、阪削との意

志疎通を十分確保したうえで、労働者の意向が比映

されるルール作りをして臨むことが望ましい。

表 5- l(SI［)に「じん肺管理灰分の決定状況(随

時申請以外)Jを示す。受診労働者数は、「過去に

粉じん作業に常時従事し、今は粉じん作業以外の

作業に従事している管理 2の労働者」のじん肺健康

診断カ ¥3年に l回かう毎年(ただし、 2年は rll市がん

に関する検査げ旬部らせん CT検査及び略侠細胞

診 )Jのみ)に培えた分だけ、増加することが見込ま

れる。厚生労働省では、在職 '1'のじん肺イl所見労

働者数を約 15.000人と見積もっているようである。

随時申請への影響

しかし、とれまでこの部分から発見される要僚益

者「管理 4+合併痕」はわずかであった。 l立療養者

「管理4+合併症」のほとノしどは、「随時申請」によっ

て発見されている(前良表 5-2参照) 。

随時にじん肺健康診断をえけでじん肺管理灰分

決定の「随時申請J(じ川|市法第14条及び第 15条)

を行う場台も、じん肺健康診断の内容に変わりはな

いので、「肺結核以外の合併府(十)(疑) Jの者には、

原則として rlli市がんに関する検査(胸副院せん CT検

査及び略淡古川ι診)Jも行われるととになるというの

が、今|門|の改正省令・施行通述の¥ r .場である。

「じん11市健康診断結以証明書J(じ!UII市法施行規

則様式第3号)も、定期等のじん肺健康診断の場台

と随時中請に際してのじん肺健康診断の場合と変

わるものではなく、今回、「院疲細胞診」の欄が追加

され、「エックス線特殊撮影」の問に「撮影法(らせん

CT・その他( )) Jと明記された。

こうしたことから、肺がん以外の合併症や管理

4の診断でじん肺管理区分決定の「随時巾話」をし

ようとする場合に、「肺がんに閲する検杏(胸部ら

せん CT検査及び晴液細胞診)Jも必ずしなけれは守

ならないのかというととが問題になる場台が生じて

くるかもしれない。

前述のとおり、「医師が必要であると認める」検

査を実施すればよいというととであるが(じん肺法

第 3条・じん肺法施行規則第 7条)、問題が中じる

ようであれば、整理させていく必要があろう。

じん肺管理区分決定と労災補償

l立療養者「管理 4十合併症」の労災認定を行うの

は所轄労働基準監醤署長で",,10,じん肺管理区分

の決定を行うのは所轄都道府県労働局長でdちると

いう灰別が、行政の当事者においても適正に理解

されていないことがしばしばある。
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情報公闘により入手した、「じん肺管理灰分の決

定等に関する事務取扱要領J(円付等不詳)を 26頁

以卜に紹介しておく(今回の省令等改止は反映され

ていない) , rじん肺管理灰分決定通知書において

『かかっている合併症の名称』を詔載するのは、都

道附県労働局長が行政処分として合併症のずI称を

記載することを意味するものではなく、じん肺診杏の

際に判明した事実をじん!附に係る健康管理に資す

るために通知するものである」とされている。

われわれは、「かかっている合併痕の名称」欄と

さらに「療養の要否」欄をじんiII市管理区分決定通知

占から削除するよう求めているが、合併 liEの有無

やその療養の弘～～号を、本来の行政処分権者である

所轄労基署長が判断せずに、処分権者でもない都

道府県労働局やじん肺診査医まかせにしようとする

傾向が全国的に見受けられるのである。

原発性11市カ ¥iし¢症状確認円(医師による診断確

定日 胸部らせん C T検査又は略淡細胞診若しく

はその他肺がんの診断の基礎となった検査の実施

円とされている)以前に、じ! UI附イl月i U (管理2以上)
の決定を受けている者に発生した原発性肺がんの

労災認定は、新たにじん肺管理灰分決定の「随時
申請」をfTわせることなしに、所轄労基署長におい

て行うのが原則であるととは青うまでもない。

今|門|、基発第0120003 号通達では、管理 1と決

定された者またはじん11市管理区分決定を受けてい

ない者から労災話求があった場台には、原発性肺

がんの布状碓~;g~以前の工、ソケス線写真をJ /Jlミて、

じん11市管理区分決定の「随時申請」を行うよう指導

し、管問区分決定を待って事務処聞を行う。なお、

労働者が死亡し、または重篤な疾病にかかってい

る等のため、随時申請を行うことが不可能または困

難と認められるときは、可能な範凶で資料等の収集

を図り、地方じん肺診杏医に対し、じん肺の進展度

等に関する総合的な判断を求め、その結県に基づ

き原発性肺がんの出状催認日以前のじん肺管問

K分が管理2以|に相当すとと認め巳オ Lるかどうか、

労基署長が判断する毛のとされている。

一方で、暴労柿発第 012ω01 号では、 「随時巾詰」

は現時点のじん肺管理灰分の状況を決定するもの

であり、 rl附がん発症から相当期間が経過した者」か

ら労災請求があった場合には、随時申請の結果に

より認定することは適当でないこと均ら、なお書きの

方の取り扱いによるととと指示している。

わかりにくい指不であり、いたずらに「随時中請」

を行わせられることがないよう、監視して t¥<必要が

あろう。

もっと元をただせば、肺がんあるL斗ま JAi刊腫療全

般を診断する臨床医に対して、職業がん及ひ全労災

桁償システムに対する教育を徹底させる必要があ

る。前号 31T Iで紹介したが、例えば71':'-ランドでは、

「疫学的分析の結米は、労働との関連性に帰する

ととのできる割台は、悪性疾忠全体に対して 8%、肺

がんに対して 2 5 %と結論づけられ」ているのでまる。

少なくとも、 l Ii市がんの診断に際しては、じん!附所見の

有無反ぴ石綿H暴露の有力l~を確認することが、常識

となってほしいものである。

健康管理手帳交付は申請主義

健康管理手帳は、労働安全衛生法第 67条で、が

んそ江他重度の健康降下守を中ずるおそれのあるた

務で、同法施行令第 23条で定ぜる毛ののうち、労働

安全衛生規則第53 条第 l項で定める要件に該3
する者に対し、離脱の際にまたは離臓の後に交付

するものとされている。

1978年に、労働安全衛生法施行令第 23条第3

号に、じん肺法に規定する粉じん作業に係る業務

が規定されたが、今回の改iT省令によって、労働安

全衛生規則第 53 条第 l頃に定反る要件が、じん肺

法の規定により決定されたじん肺管理 K分が管理

2または管理 3であることに拡大された(以前は管理

3のみであった)。

労働安全街中規則弟53条第1J良は、労働基準法

施行R(1947年 9月 l円)以降に才乳、て当該業務に

従事し、離職の際または離職の後に要件に該 3す

る者と規定されているので、労災認定基準のように

過去を切り捨てるのではなく、この条件に該当する

者は誰で弘改止安全衛生士見l!ljoコ施行口である2003

年 1月 20 tJ以降、健康管理手帳の交付対象者とな

る。

安全センタ情報2003年 4月号 11
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ただし、対象者に自動的に手帳が交付されるの

ではなく、該当者が所轄都道府県労働局長(離職の

後に要件に該ヨする者にあっては、その件所を管

車書する都道府県労働局長)に対して、様式第7号「健

成管理子l帳交付申請書」に、要件に該当する事実

を証する占類(J}:類がない場合は~該事実につい

ての中¥r:書)を添えて提出しなければならないことと

されている(労働安全衛生規則l第53条第2、3項)。

粉じん業務に係る添付占類は、「運常通達」の別

添3により、「じん肺法第 14条第1J~の決定通知書

(じん!附管理区分決定通知書)の写し」、とされてい

る(な才L巾請に関しては、「事業者が申請業務を代

行するよう指導すること」とされてもいる)。

厚生労働省では、在職じん!附イl所比労働者約

15サ000人以外に、離職有所見者が民大で約50,

000人し通ると見積もっているようである。表6(14 ID
にみるように、引に療養 '1'のじん肺被災者が約 18,

0 0 0人であるので、仮にこれらがすべて離職斉であ

ξと仮定すると、伐る約32 ,000人の離脱有所見者

は、事業主をi困じても、また、療養もしていないわけ

で主るから、医療機関を通じても、今回の省令改正

健康管理手帳の交利を受けられること を周知

できない人々と想定される。

県安労発第012C日02号では、事業主、健康診断

機関の凶体、院療s'J係団体、事業者出体、労働組

合をはじめとする関係諸問休の協力を得て周知す

るとととされ、われわれもそ乙に含まれているようで、

盛んに協 )Jを求められている。

「既に離職している者」については、「随時申請」

時等を活用して川知するとしている広みで、乙れでは

まったく「待f 5の姿勢」と言わざるを得ない。 J巴握でき

る対象者に通知を山すことなども検討はされたもの

の、プライバシーの問題や突然「肺がん」云々とい

う知らせが届くのはどうかということなどもあって見

送巳れたようだが、再度買員 11に直接対象にアプロー

チする千l段も追求されるべきであろう。

検査項目は「肺がん検査」だけ

都道府県労働局長は、回数、 )j法そに他必要な

事r~を通知して、健康診断を乏けることを勧告する

も¢とされている(労働安全衛生規則第缶、 5 6 条)。

との健康診断を|玉|の費用負但で受けられるという

ことが、健康管理手帳制度の内実である。

より只体的なことは、「健康管理子帳に対する健

康診断実施要綱J(昭和4 7年9月況)口付けぷ発第

653号)及びその「運営通i土J(昭和4 7年 11月29 tI
付け基発第7 6 2月)によって定められ、今回、それ

らの一部改止も行われている。

前者の「実施叫綱」は安全衛乍情報センターの

ホムページ(http://www.jaish.gr. jp/hor s
shsi/650)等にも掲載されているが、後斉の「運常

J l ! j )土」は、 |司ホームページにも市販の出版物等に

も掲載されていないので、今回改了Eされた内脊も以

映させたものの粉じん業務に関連した部分をお頁

以下で紹介した3これまで内容が公表されてこなかっ

たことも含めて、改善が必要と考えられる),～も多い。

「実施要綱」の内容は、以卜の2項Uが本文のす

べて(表は省略)で、今|門| 、表部分に20-21 TIのよう

な改正が加えられた。

l 健康管理手帳の所持斉に対する健康診断

は、次の表のた欄にjtJげる業務のK分に応

じ、同表の '1'欄に掲げる期間ごとに定期に、同

哀の: t i l聞に掲げる頃Uについて行う。

2 前記1の健康診断は、都道府県労働局長が

当該健炭診断業務を委託した医療機関におい

て行う。

今|門|の改正によって、管理3の者に、「肺がんに

闘すξ検査(胸部らせんCT検査及び鴨疾細胞診)J

が追加され、また、新たに管瑚2の斉も対象に追加

されたわけである。

しかし、管理2の者と管理3の者とで健康診断の

項Uが異なっており、管理2の斉については、粉じ

ん作業の職歴調査及びエッケス線写真(直綾撮影

による胸部全域)は含まれているモのの、他の検査

については、「過去常時粉じん作業に従事したとと

のある労働者で、今は粉じん作業以外の作業に従

事しているモののうち、じん11 ,市管理区分が管理2で

主る労働斉」についてのじん肺健康診断の場台と同

様、「肺がんに関する検査(胸部らせんCT検杏及

び昭疲細胞診)Jのみということである。

12 安全センタ情報2Cコ3年4月号
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在脱者のじん肺健康診断に閲して述べたのと同

様に、ここで管理 2の者について、胸部臨床検査、

肺機能検査、結校粘街検査、肺結核以外の台併症

に悶する検査のうちの結核繭検杏、 l熔疲細胞診以

外のたんに閣する検金、胸部らせん CT検査以外

の工、ソクス線特殊撮影検査、を結械的に除外する

意味があるだろうか(管理 3の者は、従来からこれ

ーの検査が受けられる)。 般定期健成診断の機

会も修保されていない離職者であるカもとそ、有職

者の場合以|に、少なくとも院自 IIJが必必と認める場

合には、健康診断項目に 1［怖がんに関する検金」以

外の頃Uを含めるととができるようにすべきであっ

たと考える。

がん等の重度の疾病に擢患していることが疑わ

れ、定められた健康診断の検査項Uの範凶を超え

た精密検査を行う必l立が認められた場合にあって

も、健炭管理子l慢による健康診断の範囲外の検査

項Uの費用は同は、負 J口しない(［運常通達」の別

添 2参照 本人のf解を得たうえで俣療保険等に

より精密検金を実施する等と指示されている)。

もちろん、白覚症状等から肺がんその他の職業

病を疑って検査を行い、結果的に羅患が確認され

ればその検査費用に対しても労災保険から文給さ

れる道が聞ける三とになるが、結果的に催思してい

なかった場合には、現状では、他のI'A療保険または

本人の負担ということにならざるを符ない。

健康管開千帳所持者の問題に限定せずに、検

杏結果の如何にかかわらず、(合理的に)職業病を

是正って行われた検金の費用を労災保険が支給する

システムを整備するととを含めて、是非とも改善が

必弘!な問題である。

委託医療機関の整備

健康管理手帳制度をより実効主るものにするた

めには、健康診断を受けξことのできる委託医療機

関を、受診者の利用しやすいかたちに整備する必

要がある。

基安労発第。 1 2 0 0 0 2号では、「健康管理手帳の

交付要件に管理2の者が追加されることに伴い、中日

当な健康診断受診者数のi自加が予恕されるので、

必要に応じて、新たに適切な委託医療機関を選定

するとと」を指示しているが、これまでに聞こえてき

た都道府県労働局の反応をみる限り、現場の切迫

感は薄いと感じざるを得ない。

粉じん業務の健康管理手帳に係る健康診断を委

託する医療機関が満たすべき山f'1は、「運岳通i土」

で示されており、専門知識・経験をイlする医師、検

査要は(正肺労災病院の「じん肺診断技術等制修」

を受講したエックス線技自IIJ及び肺機能検杏技自 IIJを有

することが望ましいとされる)及び以下の設備が整

備され、また、粘度管理に努めているとととされてい

る。(委託医療機関に支払われξ検杏唄円ごとの健

康診断の単価も示されている (26 頁参照)。)

① 工、ソケス紋直接撮影装置及び、工、ソケヌ線特殊撮

影装肖

②スパイロメーター及びフローボリューム曲線語

録装置

③動脈血ガス分析装肯

④顕微銑及び細菌培養出只

⑤標本染色用器具

この'～1'1 自体は今 Inlの省令改正によって変更さ

れてはいないが、基宏労発第 0120002 月により、

「肺がんに関する検査ゆ旬部らせん CT検査汝ぴ略

疾細胞診)Jを実施できξ ことが必l止とされ、既に委

託している医療機閣であっても五施できない場合に

は委託契約を解除することとされている。一部にし

ろ検査を外注して対応する場合も認めない方針だ

ということである。

「地方じん肺診査医等のEL見を参考にしてJ(同前

通達)と仇「都道府t~$lllj会の意見を十分聞くJ (運

営通達)等とも記されている毛のの、健康管理子帳

所持者が「日帰りで健康診断が受診する三とができ

るよう配意J1(寸前)しつつ、受診談しやすい委託俣

療機閣を、充分な数、整備すべきである。

「運常通達」を読むとわかるのだが、従来、都道附

lR労働局が、委託俣療機関ごとに副り振って健康

管理子帳所持者名簿を渡し、委託医療機閣かう名

簿記載の千帳所持者に健康診断受診の案内を送

るというかたちがとられていたようである。

案内には、最寄りの委託医療機閣の 覧が記載
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表6じん肺症等に係る労災保険受給者の推移(試算)

注) 厚生労働省資料により古谷が試算

され、手帳所持者自らが受診する医療機関を選択

できるようにした方がよいのは言うまでもないだろう。

この際、委託医療機関の選定に関して、都道府県

労働局は、じん肺有所見者をはじめ、関係団体等

の要望・意見を積極的に取り入れるべきであり、ま

た、委託医療機関の選定や健康診断の案内の仕

方等々について、大いに注文をつけていきたいも

のである。

じん肺被災者の死亡・死因

今回の省令改正、労災認定基準の改正によって、

どれくらいのじん肺有所見者の肺がんが発見され、

労災補償を受ける者がどれくらいになるかを予測す

るには、公表されているデータが限られすぎている

(厚生労働省がそのような予測を行っているのかど

うかも明らかにされてはいなし'¥)。最後に、関連した

若干のデータをみておくことにしたい。

傷病補償年金受給者に関しては、『労災保険事

業年報』により、毎年の受給者数の推移が把握で

きる。表6の、Al(前年度末受給者数)、D(死亡数)、

14 安全センタ情報2003年4月号

E(治ゆ者数)、F(新規年金移行者数)、A2(当該

年度末受給者数)、がそれである。死亡率(=D/

(A1十F))を求めると、 5.87%~9.34%の範囲内

であるが、明らかな上昇傾向がみられる。

一方、情報公開法施行を踏まえて、各年度末の

傷病補償年金受給者以外の療養継続者数のデー

タを入手することができている(表6のBl、B2)。こ

れらのデータを使って、傷病補償年金受給者以外

の療養継続者の各年度における「死亡+治ゆ」の

合計数を、G=A1+Bl+C(新規療養者数)-D

E-Fで試算することが可能と考えられた。
Gの数字が全数「死亡」だと仮定して、傷病補償

年金受給者も含めた全療養継続者の死亡率二(D

+G)/(Al +B1 +C)を求めると、傷病補償年金

受給者のみの場合よりもゆるやかだがやはり上昇

傾向が認められ、 5.22%~7.50%となる。

これらの死亡者の死因別内訳や労災認定の有

無に関するデータはまったく明らかにされていない。

全療養継続者数は約18，000人で、これは、厚生労

働省が想定しているじん肺有所見者数、在職者約

15，000人、離職者最大50，000人、合わせて65，000

人の約28%に相当する(もちろん最重症の部分で



表7 じん肺患者の死亡原因

中災防「じん肺り患者の病後の経過に関する調査研究結果報告書J(平成5年)

はある)。

一方、死因に閲する調査としては、旧労働省が中

央労働災害防止協会に委託して実施した『じん肺り

患者の病後の経過に関する調査研究結果報告書」

(平成5年)がある。

ここでは、ふたつの調査が行われているが、ひと

つは「傷病補償年金受給者の死亡率調査jで、1987

年1月1日から1989年12月31日までの3年間に死

亡した2，997人の原死因別内訳を示している(表7の

左側)。調査対象者数は17，471人であった。肺がん

による死亡は186人で、総死亡2，997人に対する割

合は6.2%、調査対象者17，471人に対する割合は

1.06%で、あった。

もうひとつは、「健康管理手帳所持者の死因調査」

で、44都道府県労働基準局で管理する健康管理手

帳台帳上に死亡の記載のある者(男子)528人の原

死因別内訳が示されている(表7の右側)。死亡期

間は、 1973~1991年の19年間であった。肺がんは

54件で、総死亡に対する割合は10.2%で、あった。報

告書では、「年金受給者と較べじん肺、肺結核など

の臨床症状は相対的に経度のものであると

考えられる。調査対象の総死亡に対するじ

ん肺、肺結核死亡率の比率(22.0%)は年金

受給者における比率(63.7%)と較べかなり

低く、予想、どおりの結果となっている」と述べ

ている。

今回の改正省令施行を契機に、じん肺被災

者の健康管理・補償に一層資することができ

るような、データの収集・公表・分析が図られ

ることを期待してやまない。

フォローアッフ。が不可欠

今回の省令改正については、原発性肺が

んのじん肺合併症への追加については全面

的に歓迎できるし、健康管理手帳の交付対象

の拡大や肺がん検査の機会の拡大も、肺が

んリスクの高いじん肺有所見者の健康管理に

資するものになることを期待したい。

しかしすでにふれたように、「肺がん検査」の

あり方や管理2の健康診断を充実するにあたって

「肺がん検査」以外の検査のあり方等について、十

分に検討されないままにここまで来てしまってし渇と

いう面があることは否めない。

厚生労働省のリーフレットで、は、「肺がん検査jに

閲して、「受診者は、工、ソクス線による健康影響など

について医師と十分に相談して検査を受けましょうj

と呼びかけているが、まさに医師との意志疎通を担

保していく必要があると考えている。委託医療機関

の側が、肺がんリスクの高いじん肺有所見者に対

する「肺がん検査jをめぐる諸側面に充分な理解を

持ち、かつ、受診者との聞にインフォームド・コンセ

ントが十分に確立される必要がある。そのためにも、

受診者の要望を踏まえた委託医療機関の整備が図

られなければならない。

また、いずれにしろ、一定期間経過後に、今回の

省令改正のフォローアップ。を実施して、必要な見直

しを行うことが不可欠である。

厚生労働省では、「肺がんを併発するじん肺有所

見者のCT写真の症例を収載するとともに、肺がん
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特集/改正じん肺法施行規則等の施行
に関する検査を行うに当たって参考となる資料等を 
とりまとめた『じん肺に併発する肺がんに関する症 
例資料集』」を数千部印刷中で、関係各方面に配布 
する予定とのことである。

この内容も充分にチェックしてみる必要があるが、 
このような資料集を作成•配布するのと同様の配慮 
を、フォローアップに当てることを期待したい。

さらに、今回は、じん肺健康診断の「肺がんに関 
する検査」にのみ、C T検査が導入されたわけであ 
るが、じん肺所見の有無の判断にCT検査を活用 
すること、また、粉じん業務以外の業務に係る健康 
管理手帳所持者に対する健康診断にもCT検査等 
の導入が検討される必要があると考える。後者では、

少なくとも「石綿業務」に対しても、CT検査を導入す
べきであることは、誰も否定できないであろう。厚生
労働省は、これらの検討をすべて先送りして、今回 
の省令改正を先行させた観があるが、早急に検討• 
整備すべき課題である。

すでに関西労働者安全センターが、主に改正省
令及び労災認定基準の改正内容の関係者の周知
に関連した要請を、昨年12月23日に厚生労働省に
提出しているが、全国安全センターとしても今年度の
厚生労働省交渉において、今回の改正省令の施 
行に関連した問題その他を取り上げていぐもりで
いるので、ご意見•ご提案をお願いしたい。

基発第0120003号 
平成15年1月20日 

都道府県労働局長殿
厚生労働省労働基準局長

じん肺法施行規則及び労働 安全衛生規則の一部を改正 する省令の施行について
じん肺法施行規則及び労働安全衛生規則の一 

部を改正する省令(平成15年厚生労働省令第2号) 
が平成15年1月20日に公布され、じん肺法施行規 
貝IJの一部改正関係については平成15年4月1日か 
ら施行、労働安全衛生規則の一部改正関係につ 
いては公布日から施行されることとなったところであ 
る。

ついては、下記の事項に留意の上、その運用に 
遣漏のないよう期されたい。

記
第1改正の概要
1改正じん肺法施行規則の概要について
(1)じん肺の合併症への原発性肺がんの追加

じん肺の合併症に「原発性肺がん」を追加したこ 
と。
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(2)じん肺有所見の労働者に対する肺がんに関 
する検査の実施
じん肺管理区分が管理2又は管理3の労働者に 

対する年1回の肺がんに関する検査(胸部らせん 
CT検査及び喀痰細胞診)の実施を事業者に義務 
付けたこと。
2改正労働安全衛生規則の概要について
(1)じん肺有所見の離職者に対する健康管理手 
帳の交付
粉じん作業に係る健康管理手帳の交付対象をじ 

ん肺管理区分が管理3の者から管理2又は管理3 
の者に拡大したこと。
第2改正の内容
1じん肺法施行規則(昭和35年労働省令第
6号)の一部改正

(1) 第1条［合併症］関係
じん肺法(昭和35年法律第30号)第2条第1項第 

2号の合併症として、「原発性肺がん」を追加したこと。
(2) 第7条［肺結核以外の合併症に関する検査］
関係
「原発性肺がん」に開する検査として実施する検 

査(以下「肺がんに関する検査」という。)は、第2号 
の「たんに関する検査」においては「喀痰細胞診」、 
第3号の「エックス線特殊撮影による検査」において 
は「胸部らせんCT検査」をいうものであること。
(3) 第8条［肺機能検査の免除］関係



原発刊肺がんにかかっていると診断された者に

ついては、じん肺法施行規則l第l条第l円から

第5号の合併症にかかっていると診断された者と同

様、肺機能検査を免除することとしたこと。

(4) 第 10 条［じん肺健康診断の 部省略］及び

第 11条［定期外健康診断の実施1関係
常 11寺粉じん作業に従事させたことのある労働者

で、引に粉じん作業以外の作業に常時従事してい

るもののうなじん肺管理区分が管理2である労働

者について、事業者が労働安全衛恒規則(昭和

4 7年労働省令第3 2月)第44条又は第45条の規定

に長づき、 l年以内ごとに1回行う一般健康診断に

おいて、肺がんにかかっている疑いがないと診断

されたとき以外のときは、事業者はじん11市法施行規

則第11条第2号の規定に県づき定期外のじん肺健

康診断として、肺がんに悶すξ検査を実施すξこと

としたこと。

との場合、事業者は、じん肺法第3条第1項汝び

第2唄の検杏を実施する義務を負わないこと均、ら、

じん11市法第 12条に基づ、く工yクス線写貢等の都道

府県労働局長への提州は不要であること。

(5)様式第3号関係
様式～3 片(じん!附健康診断結以証明書)に「昭

淡古川d診」の欄を追加するとともに、工、ソクス線特殊

撮影の欄を整備したこと。

また、備考として、たんに関する検査及びエyケス

線特殊撮影による検査以外の検査を省略したとき

は、当政省略した検杏に係る欄の記入をl止しないこ

とを欄外に明話したこと。

(6) 様式第日号(表面)関係

様式第8号(じん肺建康管理実施状況報告)(表

面)について、「定期外健炭診断」の欄にr(ハ)のう

ち肺がんに関する検査の実施」の項Uを迫力止また、

「じん肺管理灰分が管理2又は管理3である労働者

で、じん11市法施行規則第1条各片に掲げる合併症

により、本年中に療養を晴始したものの数」の欄に

r6号」のr~ Fìを追加する等様式を変更したこと。

(7) その他

肺結筏以外の台併症が原発性肺がんの場台に

は、じん肺法第3条第3司自中「肺結核以外の合併昨今

にかかっている疑いがあると診断された者」とは、ICt

発刊肺がんにかかっている疑いがないと診断され

た者以外の者を指すものとすること。

2 労働安全衛生規則の一部改正

(1 ) 第53条第1項関係
健 hk管理子l恨の交付要件のうち粉じん作業に係

るものとして、じん肺管問区分が管問 2でa る者を追

)刑したこと。

(2)様式第日号 (2)関係
健康管問手帳の火付要件として、じん肺管開区

分が管理2である者を迫J刑したことに伴い、様式第

自片(2) (健康管理子l帳(じん!附) )の 4頁の「じん!怖の

経過」に備考欄を設けるとともに、 5頁以降の員(足

後の頁を除く。)に「らせん CTJ 及びlr麿疲細胞診」

の欄を追加したこと。

(3)様式第9号 (2)関係
健康管理手帳の交付'~｛,I として、じん肺管理灰

分が管理2である者を追加したことに伴い、様式i+i
9号 (2) (健康管用手帳による健康診断実施初告占

(じん肺) )に「じん肺管理灰分」及びlr惇疲細胞診」の

欄を追加するとともに、エックス線特殊船影の欄を

2!t更したこと。

(4) その他

じんj怖に係る健康管理子帳所持者に対する健康

診断の実施項U等については、別途通達［ 1 ; 1 ;発第
0 1 2 0 0 0 5号］により不すこととしていること。

3 その他

上記1及び2については、その内容の円滑な施

行を図るため、管内の事業場等に対し、様々な機会

をとらえて周知徹底を図ること。

第3 労災補償関係

1 業務上疾病の範囲

じん肺管理区分が管理2、管理3えは管瑚4と決

定された者(ィコ綿肺の所見が変る者を除く。以下|可

じ。)に発生した原発性11市かんは、平成 15年4月l円

以降、労働法準法施行規則別表第lの2第5号に

拘げる業務|の疾病として取り扱うこと。

2 認定の手続

( 1 )じん肺管開区分が管問2ムくは管問3と決定さ

れた者から原発刊肺がんに係る労災保険給付

の請求があった場合には、昭和 53 年4月 28 円付
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特集/改正じん肺法施行規則等の施行
け基発第250号の記の第4の2の(2)と同様に、 
じん肺管理区分決定通知書又はその写し、粉じ 
ん職歴、じん肺管理区分決定の根拠となったじん 
肺健康診断結果等を確認の上、合併症に係る審 
査を行い、じん肺に合併した疾病が原発性肺が 
んと認められる場合は、その症状確認日(医師に 
よる診断確認日)に発症したものとして所定の事 
務処理を行うこと。

⑵ じん肺管理区分が管理1と決定された者又は 
じん肺管理区分の決定を受けていない者から原 
発性肺がんに係る労災保険給付の請求があっ 
た場合は、原発性肺がんの症状確認日以前の 
エックス線写真を用いて、じん肺法第15条第1項 
の規定によるじん肺管理区分決定申請(以下「随 
時申請」という。)を行うよう指導し、当該随時申請 
による管理区分の決定を待って事務処理を行う

こと。
なお、この場合において、労働者が死亡し、又 

は重篤な疾病にかかっている等のため、随時申 
請を行うことが不可能又は困難であると認められ 
るときは、可能な範囲で資料等の収集を図り、地 
方じん肺診査医に対し、当該労働者のじん肺の 
進展度等に関する総合的な判断を求め、その結 
果に基づき原発性肺がんの症状確認日以前の 
じん肺管理区分が管理2、管理3又は管理4に相 
当すると認められる者については上記2の(1)と 
同様に取り扱って差し支えないこと。
3その他
平成14年11月11日付け基発第1111001号 

［2002年12月号20頁参照］は、平成15年3月31日 
をもって廃止する。

基労補発第0120001号 
平成15年1月20日 

都道府県労働局労働基準部長殿厚生労働省労働基準局労災補償部補償課長
じん肺法施行規則の改正に伴う 労災補償上の取扱いに関する 留意事項等について
平成15年1月20日付け基発第0120003号(以下 

「施行通達」という。)の第3において、標記につい 
て示されたところであるが、この取扱いに当たっては、 
下記の事項に留意の上、その円滑な運用を図るよ 
う配意されたい。

なお、平成14年11月11日付け基労補発第11 
11001号［2002年12月号21頁参照］は、平成15年 
3月31日をもって廃止する。

記
1 平成15年3月31日までの間に業務上外の決 
定を行うじん肺有所見者(石綿肺の所見がある 
者を除く。)に発生した原発性肺がん似下「肺が
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という。)については、平成14年11月11日付 
け基発第1111001号に基づき、事務処理を行う 
こと。

2 施行通達の記の第3の2における「症状確認 
日(医師による診断確認日)」とは、じん肺法 
第3条に基づく胸部らせんCT検査又は喀痰細胞 
診若しくはその他肺がんの診断の基礎となった検 
査の実施日であること。

3 肺がん発症から相当期間が経過した者から労 
災保険給付の請求があった場合には、業務上外 
の判断に当たっては肺がんの症状確認日以前 
のじん肺管理区分の状況を認定要件としている 
が、じん肺法第15条第1項によるじん肺管理区 
分の決定の申請(以下「随時申請」という。)は現 
時点のじん肺管理区分の状況を決定するもので 
あることから、随時申請の結果により業務上外を 
決定することは適当でないことから施行通達の記 
の第3の2の(2)なお書きにより取り扱うこと。
4エックス線写真、肺機能検査結果、胸部臨床 
所見等から、じん肺の進展度等を総合的に半撕 
しても、なお、肺がんの症状確認日以前のじん肺 
管理区分の判断が著しく困難な事案については、 
本省補償課と協議すること。

5 施行通達の記の第3において石綿肺の所見が



ある者を除くとしているのは、石綿肺の所見があ 
る者に発生した肺がんについては、従来から労 
働基準法施行規則別表第1の2第7号7に該当

する業務上疾病として取り扱っているところであり、
その取扱いに変更はないものであること。

基安労発第0120001号 
平成15年1月20日 

都道府県労働局労働基準部長殿
厚生労働省労働基準局
安全衛生部労働衛生課長 

じん肺法施行規則及び労働安全 
衛生規則の一部を改正する省令 

の施行に係る運用について

標記省令の施行については、平成15年1月20日 
付け基発第0120003号により指示されたところであ 
るが、その運用に当たっては、下記の事項に留意 
されたい。

記
1 現に非粉じん作業に従事している管理2の 
労働者について

⑴ 平成15年1月20日付け基発第0120003号「じ 
ん肺法施行規則及び労働安全衛生規則の一部 
を改正する省令の施行にっいて」の第2の1の「⑷ 
第10条及び第11条関係」で記述したことは、次に 
示す流れ図に沿って実施されるものであること。 

⑵事業者が上記の定期外のじん肺健康診断を 
実施する場合には、原貝I］として、肺がんに関する 
検査のみを実施することになるため、じん肺健康 
診断結果証明書(じん肺法施行規則(昭和35年 
労働省令第6号)様式第3号)のうち、該当箇所以 
外の箇所については、別紙のように、斜線を引 
くか又は検査を実施しなかった旨を明記すること。 
2じん肺有所見者に対する健康管理教育の推 
進等について
先般送付した「肺がんを併発するじん肺有所見者 

の健康管理等に関する報告書(平成14年10月1日)」 
において、じん肺有所見者に肺がんリスクの上昇 
が認められ、また、喫煙が加わるとそのリスクはさら

労働安全衛生法に基づく
一般定期健康診断(年1回)
•既往歴及び業務歴の調査
•自覚症状及び他覚症状の有
無の検査
•胸部エックス線検査

-胸部らせんCT検査 
•喀痰細胞診

肺がんの疑い(一) 肺がんの疑い(+)
〇胸部らせんCT検査及び喀疲細胞診については、医 
師が必要であると認めた場合、実施することとなること。 

に高くなるという見解が示されたことから、じん肺有 
所見者の肺がんの併発の防止を図るため、平成 
9年2月3日付け基発第70号により示された「じん肺 
有所見者に対する健康管理教育のためのガイドラ 
イン」に基づき、事業者等に対する健康管理教育の 
推進を図るよう指導するとともに、別途送付するリー 
フレット等を活用し、じん肺有所見者に対する肺が 
んに関する検査(胸部らせんCT検査及び喀痰細 
胞診をいう。以下同じ。)の受診及び禁煙の必要性 
について十分周知すること。
3その他
(1)じん肺法施行規則第37条に基づくじん肺健 
康管理実施状況報告(じん肺法施行規則様式 
第8号)については、事業者は、平成15年12月

安全センター情報2003年4月号 19



特集/改正じん肺法施行規則等の施行
31日現在におけるじん肺に関する健康管理の 
実施状況を平成16年2月末日までに報告しなけ 
ればならないが、この報告以降については、改 
正後の様式により報告すること。

(2)肺がんを併発するじん肺有所見者のCT写真

の症例を収載するとともに、肺がんに関する検査
を行うに当たって参考となる資料等をとりまとめた
「じん肺に併発する肺がんに関する症例資料集」
を別途送付することにしているので、業務の参考
とするとともに、関係者に周知されたい。

基発第0120004号 
平成15年1月20日 

都道府県労働局長殿
厚生労働省労働基準局長

健康管理手帳所持者(じん肺) 
に対する健康診断(追加)の

実施について

じん肺法施行規則及び労働安全衛生規則の一 
部を改正する省令(平成15年厚生労働省令第2号) 
の一部施行に伴い、昭和47年9月30日付け基発 
第653号「健康管理手帳所持者に対する健康診断 
の実施について」の別添「健康管理手帳に対する 
健康診断実施要綱」(以下「要綱」という。)及び昭和 

47年11月29日付け基発第762号「健康管理手帳 
所持者に対する健康診断の実施の運営について」 
似下「運営通達」という。)の一部を下記のとおり改 
めるので、当該健康診断の実施に遺漏のないよう 
期されたい。

記
1要綱関係
要綱1の表中労働安全衛生法施行令第23条第 

3号の業務の項を次のように改める。［表参照］
2運営通達関係
運営通達の別添2「契約書第3条の規定に基づ 

き都道府県労働局長の定めるべき事項」の9の「(2) 
粉じん業務関係」の④中「、蛍光抗体法による細菌 
顕微鏡検査を行った場合は600円を」の次に、「、喀 
痰細胞診を行った場合は、4,000円を」を加える。

業務の区分等 回数 項目
労働安全衛生 
法施行令第 
23条第3号の 
業務(じん肺
管理区分が管 
理2の者)

年に1回 1粉じん作業についての職歴の調査及びエックス線写真(直接撮影 
による胸部全域のエックス線写真をいう。以下同じ。)による検査

2 エックス線写真による検査の結果、じん肺の所見があると診断され 
た者のうち、原発性肺がんにかかっている疑いがないと診断された 
者以外の者については、医師が必要と認める場合、胸部らせんC 
T検査及び喀痰細胞診

労働安全衛生 
法施行令第 
23条第3号の 
業務(じん肺
管理区分が管 
理3の者)

年に1回 1粉じん作業についての職歴の調査及びエックス線写真(直接撮影 
による胸部全域のエックス線写真をいう。以下同じ。)による検査

2 胸部に関する臨床検査及び肺機能検査。
ただし、肺機能検査については、エックス線写真による検査の結果、 

一側の肺野の三分の一を超える大きさの大陰影(じん肺によるもの 
に限る。)があると認められる者、結核精密検査の結果、肺結核に 
かかっていると診断された者並びにエックス線写真による検査、胸部 
に関する臨床検査及び肺結核以外の合併症に関する検査の結果、
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業務の区分等 回数 項目
じん肺の所見があり、かつ、肺結核以外の合併症にかかっていると 
診断された者を除く。

3 エックス線写真による検査及び胸部に関する臨床検査の結果、じ 
ん肺の所見があると診断された者のうち、肺結核にかかっており、又 
はかかっている疑いのある者については結核精密検査

エックス線写真による検査及び胸部に関する臨床検査の結果、じ 
ん肺の所見があると診断された者のうち、原発性肺がんにかかって 
いる疑いがないと診断された者以外の者については、医師が必要と 
認める場合、胸部らせんCT検査及び喀痰細胞診

エックス線写真による検査及び胸部に関する臨床検査の結果、じ 
ん肺の所見があると診断された者のうち肺結核及び原発性肺がん 
以外の合併症にかかっている疑いがあると診断された者(肺結核及 
び原発性肺がん以外の合併症に関する検査を受けることが医師に 
より必要であると認められた者に限る。)については、肺結核及び原 
発性肺がん以外の合併症に関する検査。

ただし、エックス線写真に一側の肺野の三分の一を超える大きさの 
大陰影(じん肺によるものに限る。)があると認められる者を除く。

基安労発第0120002号 
平成15年1月20日 

都道府県労働局長殿厚生労働省労働基準局 安全衛生部労働衛生課長
健康管理手帳(じん肺)所持者 
に対する健康診断(追加)に当

たっての留意事項について

じん肺法施行規則及び労働安全衛生規則の一 
部を改正する省令(平成15年厚生労働省令第2号) 
の一部施行に伴う健康管理手帳(じん肺)(以下「健 
康管理手帳」という。)所持者に対する健康診断の 
追加及び健康管理手帳の様式改正については、 
平成15年1月20日付け基発第0120003号及び第 
0120004号により指示されたところであるが、この事 
務処理に当たっては、下記事項に留意し、万全を期

されたい。 記1健康管理手帳交付申請手続等に係る周知 について⑴事業者及び健康診断機関の団体等に対する 周知についてイ事業者に対する周知
事業者に対しては、離職が予定されている管 
理2又は管理3の労働者に、健康管理手帳の交 
付申請方法等を説明するよう指導すること。

また、事業者からじん肺法第12条又は第16条 
に基づきじん肺管理区分決定に係る手続があり、 
審査の結果、じん肺有所見者が認められた事業 
場の事業者に対しては、じん肺管理区分決定通 
知書を送付する際に、別途送付する2種類のリー 
フレットを同封する等により、今般の改正内容の 
周知に努めること。

ロ健康診断機関の団体等に対する周知
健康診断機関の団体、医療関係団体、事業者 

団体、労働組合を始めとする関係諸団体の協力
安全センター情報2003年4月号21



|特集～蕊じん締漉施行規則等の腸行 E

を得つつ、 ～rJ注送付する2 碕績のリーフレ、ソ卜を

活用し、健康管理子l恨の交付要件に管理2が追

加されたとと等今般の改止内容及び健康管t里子

帳の交付中諸方法に関する周知に努めること。

また、健炭診断機関の岡休及び医療閣係岡休

に対しては、事業青からじん肺健康診断の依頼

があった場合には、傘下会員を通じて、じん肺健

炭診断を依頼した事業者及びしん肺健団長診断受

診者に、健康管理手帳の交付要件に管理2が追

加されたこと等今般の改正内d容及び健康管理手

帳の交付申請)j誌について説明するよう協力を

求めること。

(2) 既に離職している者に対する周知について

健司毛管理子帳の交付要件を満たす管理2又は

管理3の者であって、既に離職している斉に対し

ては、じん肺法第 15条に基づくじん肺管理灰分

決定の随時申請時を活用し、健康管理子帳の交

付申請方法等について川知すること。

また、都道府県及び市町村の広報紙の活JIJに
ついても配意すること。

(3) その他

中央労働災需防止協会安全街中情報センター

においては、法令i且達等の安全衛生情報をイン

ターネット(ホームページ h壮p://www.iaish.gr. ip)
|でアケセスできる体制をとっていξので、その活

用についても幅広く周知すること。

2 委託医療機関の選定等について

(1) 既に委託契約を締結している俣療機関につい

て
粉じん作業に係る健康管問千帳所持者に刻

する健康診断の実施を既に委託している院療機

閣(以下「委託医療機閣」という。)については、「胸

部らせん C T検査」及び、「略挟細胞診J(以下「肺

がんに閲する検査」という。)が迫加されたことを

説明するとともに、 l怖がんに関する検金の実施

が可能である三と等を修認し、肺がんに関する検

査を実施することができない委託俣療機関につ

いては、昭和 47年 11月29円付け基発第 762片

の契約』の第4条に某づき、委託契約を解除す

ること。また、肺がんに悶する検査を実施するこ

とができる委託医療機関については、平成 15年

1月 20 t!付け基発第 0120l日4号により指不した

健康診断五施項目及び当該健康診断費の単価

を説明するとと。

(2) 新たな委託I'k療機関の選定について

今般、健 hk管理子l帳の交付要件に管理2の者

が追加されるととに作い、キ~L~な健康診断受診

者数のJ!l JJUが予想されるので、必l止に応じて、新

たに適切な委託医療機閣を選定するよう勿Eとる

こと。

なお、新たに適切な委託医療機関を選定する

に当たっては、地点じんj怖診査医等の意見を参

考にして、肺がんに関する検査を実施するd意思

と能力を有すξこと等を碓認するのはも"Eろんの

こと、平成8年7月 23 F1付けで改疋された昭和1
47年 11月29日付け法発第 762号(以卜 r762号

通達」という。)の記の2についても留意すること。

(3) 健成診断の実施時期等について

健康診断の実施時期については、 762号通達

の記の1の(1)のなお書きに基づき、各局におい

て、委託医療機閣と協議の上、適切な時期に定

めるとと。

また、健康診断を実施する際には、「肺がんを

併発するじんlIi市に関する症例資料集」を参考に

するよう指導すること。

3 既に健康管理手帳を交付している管理3の

者に係る手続について

( 1 )新しい健康管理手帳の父付について

λ、|成 15年1月ヨJt !前に管理3の者に対して交

付された健康管理子l帳(以下 rl日子帳」とL汚。 )に

ついては、今後、使用はできないとと。

したがって、これらの者に対し、改正｛去の新た

な健炭管理子帳(以下「新子l帳」という。 )を交付

する必要があるが、新手帳を父付する際には、

旧手帳のE己表紙と新手帳の表表紙を凶定し、合

本すること。

なお、 I庁千帳は、管理2ムくは管問3の者の双

方が使川できる様式となっていることに留意する

こと。

(2) 合ノトの際の記入について

|記(1)の合本の際には、|日手帳の 5TI以降

の健康診断を実施していない部分の欄について、
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斜線を引くとともに、新手帳の1頁の「氏名」、「性 
別」、「生年月日」及び「住所」並びに4頁の「じん 
肺の経過」欄に所定の事項を記入すること。
4新手帳への記入について
新手帳への記入方法については、基本的には、 

旧手帳への記入方法と同様であるが、次の事項に 
留意すること。
⑴4頁の「じん肺の経過」の「備考」欄の記入につ 

いて
新手帳については、じん肺管理区分ごとに健 

康診断実施項目が異なることから、当該健康管 
理手帳所持者のじん肺管理区分を明砌こしてお 
く必要がある。

このため、じん肺管理区分が低位に変更され 
た場合には、「じん肺の経過」の「備考」欄に、変 
更後のじん肺管理区分の決定年及び当該じん肺 
管理区分を記入すること。

(2) 5頁以降の記入について
新手帳については、当該健康管理手帳所持 

者のじん肺管理区分ごとに、健康診断実施項目

が異なることから、委託医療機関に対しては、管 
理3の者については、従来どおり、実施した健康 
診断項目の結果を記入するよう指導すること。 
一方、管理2の者については、健康診断を実 

施した「年月日」、「らせんCT」、「喀痰細胞診」、 
「かかっている合併症の名称」(この欄は必要に 
応じ記入)及び「医療機関の名称及び医師氏名」 
の欄のみを記入するよう指導すること。
5健康管理手帳による健康診断実施報告書 
(じん肺)の記入について
労働安全衛生規則(昭和47年労働省令第32号) 

第57条に基づき、委託医療機関から都道府県労 
働局長に提出しなければならない改正後の様式第 
9号(健康管理手懐による健康診断実施報告書(じ 
ん肺))の用紙については、別途、各都道府県労働 
局へ送付することとしているが、別紙のとおり、「管 
理2の受診者用」のものと「管理3の受診者用」のも 
のがあるので、委託医療機関に対して、当該用紙 
をじん肺管理区分に応じて使い分け、実施した健康 
診断項目の結果を記入するように指導すること。

基発第762号 
昭和47年11月29日 

改正昭和50年2月10日 
改正昭和51年2月17日 
改正昭和53年3月22日 
改正 昭和53年5月19日 
改正昭和55年6月26日 
改正昭和56年6月18日 
改正平成8年7月23日 
改正平成15年1月20日 

都道府県労働局長殿
厚生労働省労働基準局長

健康管理手帳所持者に 対する健康診断の実施の 運営について(抜粋)
健康管理手帳所持者に対する健康診断につい 

ては、昭和47年9月30日付け基発第653号をもっ

て「健康管理手帳所持者に対する健康診断実施要 
綱」(以下「要綱」という。)を定め通達したところであ 
るが、その運用については、下記事項に留意の上、 
遺憾なきを期されたい。

記
1要綱1関係

(1)健康診断の実施回数は、労働安全衛生法施 
行令第23条第1号、第2号又は第12号の業務(以 
下「ベンジジン等業務」という。)、同条第4号の業 
務(以下「ク□ム酸等業務」という。)、同条第5号 
の業務(以下「三酸化砒素業務」という。)、同条 
第6号の業務(以下「コールタール業務」という。)、 
同条第7号の業務似下「ビス(クロロ メチル)エー 
テル業務」という。)、同条第8号の業務(以下「ベ 
リリウム業務」という。)、同条第9号の業務(以下 
「ベンゾトリクロリド業務」という。)、同条第10号の 
業務(以下「塩化ビニル業務」という。)及び同条 
第11号の業務(以下「石綿業務」という。)につい 
ては、半年に1度、同条第3号の業務(以下「粉じ
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ん業務」としり。 )については、 1年にI同化されて

いること。

なお、医僚機関が健康診断を実地する時期i本
名肘において、I'k療機関との話合いにより適切

な時期に定めることとするが、再度検金を行う必

要がある場台、検査の結果が判明するまでに相

当のH数を必立与とする場合、追加検査を行う場

合等には、決められたけの翌月にわたって健成

診断が行われることモ考えられるので、実施期日

については弾 )J的に運 JIJすること。

2 要綱2関係

(1) 都道府県労働局長がl止綱1の健康診断を委託

する医療機閣(以下「委託医療機関」とL行。 )は、

次の要件を満たすものでなければならないとと。

イ 当校健康診断に関し専門的知識及び経験を

のする医師が充員されており、当該医師がその

健康診断の実施に出たるとと。

ロ 臨床検査技師、衛中検査技自 111等当該健康診

断に係ξ検企業務をH滑に遊行するために必要

な者が充Hされていること。

なお、粉じん業務に係る健康診断を実施する

委託医療機関にあっては、珪IJ市労災病院の実施

する「じん肺診断技術等削|修」を受講した工、ソクス

線技師及び肺機能検査技削を有すξことが望ま

しいこと。

ハ委託する健康診断の種類に止、じ、次に掲げる

業務に係る健康診断の実施に必必な設備が整

備されていること。

(イ)及び(ハ)～ (ヌ)は省略

(ロ)粉じん業務関係

a工、ソケス線直接撮影装置及びエックス線特殊振

影装置

bスパイロメーター及びフローボリューム曲線記

録装置

c動脈血ガス分析装置

d顕微鏡及び細雨培養器具

e標本染色用出只

二 (社)全|玉|労働衛生団体連合会の行う総合粘

度管理事業に参加している等、精度管理に努め

ていること。

(2) 都道府県労働局長は、前(1)の'~{,I を満たす

医療機関のうちか与すくれた診断機能をイlし、

かつ、従来の活動や実績からみて管内における

労働衛平行政の抑進に十分な理解を有し、健康

診断の実施に積極的な協力が得られる機関を委

託医療機関として選定するものとするとと。

(3) 委託する俣療機関の数は、健康管理手帳を所

持する者の住所、利用できる交通機閣等を考慮

し、その者が日帰りで健康診断を受診することが

できるように配意して、必必な数とすることを原則

とすること。

な宇: : . : ; ,健康管用手帳父付対象業務に従事した 

者又は従事している労働者に対すξ健康診断を

行っている事業場附設の医療機関についても、

委託医療機関として選定して差し支えないモので

あること。

(4) 都道府県労働局長と医療機関とZ委託契~~{']~立、

別添lの契約』により行うものとするとと。

(5) 別添1の契約書第3条の規定に基づ、き都道府

県労働局長の定めるべき事項は、別添2のとお

りとすること。

(6) 前記(1)の必i'Iを満たすか百かの判定等をは

じめ、委託医療機関の選定に当たっては、都道

附県医H市会の志見を|分に聞くものとするとと。

3 健康管理手帳所持者に対する健康診断の実

施区分は、次のとおりとする。

(1)健康管理手帳め交付を受けた者が、次の各号

に掲げる期間に該当する場合は、健康管理子帳

の交付を受けた者を現に雇用している事業者が

行うべき健康診断を受けるものとすξこと。

イ 当該健炭管理子l恨の発給に係る事業者に雇

用され、 tf職している間

口及びニ~Aは省略

ハ粉じん業務に係る健康管理子l帳を所持する者

が、前イの事業場以外の事業者に雇用され、粉

じん業務に従事している IUJ及び作業転換により

他の業務に転挟し、在職している問

(2) ~íj (1)以外の場合は、 3該健康診断は都道附

lR労働局長の委託する俣療機関において実施

するものとする。
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(3) なお、前 (2)の場合のほかは、事業者が(1)の

イないしルによる健康診断を委託医療機関に委
託して実施すξとしても、その費用は同が負仰す

るものではないこと。

4 健康管理手帳に係る健康診断費の支払事
務

委託医療機関に対する健炭管理子帳所持者の
健康診断に要した費用(以 -r r健康診断費」という。 )

の支払事務は、当校俣療機関の所在地を管轄す

る都道府県労働局において次によりfTう毛 σとする。

(1)健康診断費の話求に使用する健康診断費請
求書(以下「請求書」むの。)及び健康診断費請

求内訳書(以下「 j青求内訳書」という。 )の書式は、
別紙様式第 1号及びがく式第 2号とするとと。

(2) 請求書の受｛ 、 jけ、同請求書の内容者育及び

健康管理子帳台帳の位成診断実施状況の話人
等については、労働衛生課において行うこと。

(3) 健康診断費の支払事務については、労災保

険指定医療機関に対する診療費の局払いに準

じて庶務課において行うごと。

5 健康管理手帳の交付、書梓え及び再交付の
F続きについては、別添 3［省略］によりfJうこと。

別添 1

契約書

(都道府県)労働局長(局長氏名)(以下「巾」とい
う。 )と(医原機関? ,及び代友者氏ず, ) (以下「乙」とい

う。)は、労働安全衛十it;(昭和47年法律第57 号)

第67条第l項江健炭管理子帳(以下「子l帳」という。 )
を所持する者に対する健康診断の実施に関し、次

のとおり契約する。

第 1条町及び乙は、ともに信義を重んじ、誠廷に本

契約を履行するものとする。

第2条乙は、手帳を所持する者に対し、健康管理

子帳に係、る健炭診断を実施し、巾は、乙が当

設健康診断切実施に要した費用を乙の話求に
基づき支払う。

第3条前条の健康診断の五施)j誌、費用の傾及

び請求方法その他健康診断の実施に団し必

要な事項は市が定める。
第4条との契約の3事者は2か月前までに子持す

れば、これを解約することができる。

第5条この契約のイl効期間は、平成年月 円

から平成年月 日までとする。ただし、有効

期|山満fの2か月前までにj j方からなんらか

の慈思表示をしない場合には、この契約の効

力を更に 1j均年間口動的に更新し、以後も同
様とする。

第6条この契約に定めるもののほか必要な事項に

ついては、随時甲及び乙が協議して定める。

|記の契約の証として、契約書2通を作成し、

巾及び乙がそれぞれ 1通ずつ所持するものと
する。

年月 H
町(都道府県)労働局長(局長氏名)

乙 (医僚機関名及び代表者氏名)

別添2

契約書第3条の規定に基づき都道府県

労働基準局長の定めるべき事項

I 労働安全衛乍法施行fT第23条に係る健康診

断は、都道府県労働局長と医療機閣との話合い
により泊切な時期を定め、実施するものとすると

と。

2 受託医療機閣は、当該医療機閣に所属する
医師のうちから～該健康診断の実施にヨたる医

自IIJを指名するものとすること。この場合において、

委託医療機関は、指名しよさとする医師について、
都道府県労働局長に通知するものとするとと。

3 委託医療機団は、都道府県労働局長から道
付される健康管理子帳所持者名簿により、子帳

所持者に対して健康診断の受診の案内を行うも

のとすること。

4 委託医療機関は、子帳所持者の健成診断に
より、再検査ムくは追加検査を行う必要が認めら

れた者に対しては、当該健康診断の実施に当た
る医師により、所 IJの説明等の必要事項の説明
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を行うものとすること。
5 委託医療機関は、手帳所持者ががん等の重 
度の疾病に罹患している可能性があり、次の9に 
定める手帳の種類ごとの健康診断の検査項目の 
範囲を超えた精密検査を行う必要が認められた 
場合には、その精密検査の必要性及び当該精 
密検査は健康管理手帳による健康診断の範囲 
外であることを手帳所持者に説明の上、本人の 
了解を得た上での医療保険等による精密検査の 
実施又は他の医療機関の紹介等適切な措置を 
講ずること。

6 委託医療機関は、手帳所持者の行う受診旅費 
の都道府県労働局長への請求又は粉じんに係 
る健康管理手帳の健康診断の場合における手 
帳所持者の行う都道府県労働局長へのじん肺管 
理区分決定申請について、手帳所持者に対し必 
要な指導を行うこと。
7委託医療機関が健康診断に要した費用の請 
求を行う場合は、当該健康診断を実施した月の 
翌月の15日までに健康管理手帳所持者に係る 
健康診断費請求書(様式第1号)及び健康管理 
手帳所持者に係る健康診断費内訳書(様式 
第2号)を都道府県労働局長に提出して行うもの 
とすること。

8 健康診断費の支払は、請求のあった日から30 
日以内に行うものとすること。

9 健康診断費の単価は、次のとおりであること。 
(1)及び(3)〜(10)は省略

(2)粉じん業務関係
① 胸部臨床検査まで行ったもの7,400円
② 肺機能検査でスパイロメトリー及びフロー 

ボリューム曲線による検査を行った場合は
3,200円を、動脈血ガス分析検査を行った場 
合は4,500円を加算する。

③ 結核精密検査で結核菌検査を行った場合 
は4,400円を、蛍光抗体法による細菌顕微鏡 
検査を行った場合は600円を、特殊撮影によ 
るエックス線検査のうちで側面像の単純撮影 
を行った場合は2,000円を、コンピュータ断層 
撮影を行った場合は19,200円を若しくはそれ 
以外の断層撮影を行った場合は5,700円を、 
赤血球沈降速度検査を行った場合は1,500円 
を又はツベルクリン反応検査を行った場合は 
900円を加算する。

④ 肺結核以外の合併症の検査で、結核菌検 
査を行った場合は4,400円を、蛍光抗体法に 
よる細菌顕微鏡監査を行った場合は600円を、 
喀痰細胞診を行った場合は4,000円を、特殊 
撮影によるエックス線検査のうちで側面像の 
単純撮影を行った場合は2,00〇円を、斜位像 
の単純撮影を行った場合は2,000円を、コン 
ピュータ断層撮影を行った場合は19,2◦〇円を、 
それ以外の断層撮影を行った場合は5,700円 
を又は気管支造影を行った場合は9,500円を

ft

じん肺管理区分の決定等に関する事務取扱要領

1.受理
(1)じん肺管理区分決定のために提出されたエッ 

クス線写真、じん肺健康診断結果証明書(じん

肺法施行規則(以下「規則」という)様式第3号) 
等の資料を点検して次に掲げる措置を講じた上 
で受理すること。
イ 各検査項目がじん肺法(以下「法」という。)
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に定めξ ところにより実施されているかを点検

し、検査項目が不足しているときは直ちに追加

検査を指示するとと。

口 添イ、 J物｛'［が満たされているかどうかを確認

すること。

ハ 各資料に前記イ及び口以外の記載もれ等

があるときには訂正又は追加記入等をさせる

こと。

ニ特に、じん肺健康診断結果証明占の「じん

肺の経過」及び「粉じん作業職歴」の欄が正

確に記入されているかどうかを点検すること。

(刀法第 1S条第 1項に艮づく巾請については、じ

ん肺管理灰分決定中請書(規則様式第 6号)中

の事業者(常時粉じん作業に従事する労働者で

あった者の場合は、常時粉じん作業に従事した

最終の事業場(以下「最終事業場」という。)の事

業者の粉じん作業従事証明のイl無を確認するこ

と。

じん管理灰分決定中請書の備考 1及び2は中

請zに対し申請書記載上の留意事項を述べたも

のであるとと。したがって、事業者はこけ雲市両者

が常時粉じん作業に従事する労働者又は労働

者であったことのみを証明するものであり、当該

事業場が申請斉が常時粉じん作業に従事した事

業場のうち最終の事業場であることについては

申請者が責任をイjするものであること。なお、じ

ん肺法は粉じん作業従事労働斉に係る事業者

の健康管理義務を規定したものであり、ここでい

う最終事業場が市に労働者災当柏、償保険法の

規定による保険袷村の支給事由が発生した事

業場となるとは限らないものであること。

また、市時粉じん作業に従事する労働者であっ

た青からの市話を受用する場合には、本証明を

行った事業者あてにじん肺管理灰分決定結果を

通知してモさしっかえないかどうかを、申請者に対

して確認するとと。

(3) 事業者の粉じん作業従事証明がない場合に

は、次に掲げる措置を謎ずること。

イ 申請を~lb、受理して差し支えないカL 巾両

者に対し事業者の証明がなければ法に基つ

(じん肺管理区分の決定ができない日教示し、

事業者証明を得てくるよう求めること。

口 事業坊の廃止、事業者の死亡、行 )j不明、

その他やむを得ない開由により事業者の証

明を得ることができない場合は、当時の|司

又は同僚であった者の証明等その者が常時

粉じん作業に従事していた事実について存観

的に確認しうる資料によって事業者証明にか

えて差し文えないこと。特に、労働基準法(昭和 1

22 年法律第 49 号)の施行の日以前に粉じん

作業に従事じていた者からの中請においては、

これを積極的に活用されたい。

ハ 申請者が、事業斉証明を得る三とができず、

かつ、口に記載した資料も得ることが凶難であ

ると認められる場合は、行政庁において当該

巾両者の粉じん作業従事の有無を調査し、こ

れを確認の|入じん肺管理灰分の決定を行う

こと。

との場台、～該申請斉の艮終粉じん事業場

が他の都道府県労働基準局の管内にある場

合には、当該都道府県労働基準局長に粉じん

作業従事の有J!l~に関する調査を依頼するとと。

なお、当該中請者について過ぷに法第 12条

に基づ、くエックス線写実等の提山がなされえこ

と、えは、過去にj去第 IS条第 l頃に某づく申請

がなされ、その際に事業者証明を得ていたこと

が確認できれば粉じん作業従事を確認できた

ものとしてよい。

ニ イ力、らハに拘げる拍肯を講じても中読者が

粉じん作業に従事したことを明らかにし得ない

場台は、次の (S)に掲げる処聞に準じた措置

を行うこと。

(4) 次に掲げるときにおいては、新たに事業者の

粉じん作業従事証明を得させる必要はない三と。

ただし、この場合には前|門|のじん肺管理灰分決

定年月円、決定局名及び決定内存を明記させ、

必要に比、じ～該局に対して照会し確認すること。

イ 過去にuおいて常時粉じん作業に従事した経

験があ〕、すでに粉じん作業かさ離オた者で法

第 IS条第1 J頁にぶつ、く市話を行ったととの主る

者が、ー|門|円以降の中請を行う場合に才ヨいて、

前回の申請以降新たに粉じん作業に従事して
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いないとき。

ロ 粉じん作業に係る健康管理子l阪の所持者

が、市話を行う場台において、千帳父付後新

たに粉じん作業に従事していないとき。

(5) 労働者又は労働者であった者以外の1人親 )j

等カもなされたじん肺管瑚区分決定巾詰止はす

でに死亡している者を中請者とする中請は、法の

対象ではないので適法な申請としては受理できな

い旨説明するとと。

なお、このような者についても事情により地方

じんiJI市診金医の診査を行い、その結以を通知し

て差し支えない由工この場台じん肺管理区分決定

通知書(規則様式第4号)ではなく、別途の" '紙を
用いてfTうこと。

(6) 提附された資料が相～の期間経過したモので

ある場合には、提出又は中請の趣旨が、労働

者又は労働者であった者の健成管理に資する

ものであるととを修認できるもののみ受用すると

と。

(7) 治時粉じん作業に従事する労働者であった

斉('日空事業場で作業転換した斉を除く。)のj去
第 15条第1羽による中請は、その者の住所を管

轄する都道府県労働基準局長に対して行われる

べきこととなっているので、ぷって他の都道府県

労働基準局長へ中請がなされたときは、その者の

住所を管轄する都道府県労働基準局長へ申請

するよう指導すること。

(8) I言4こより受理したときは、じん肺診査経過処

理簿(別紙様式 1-1 )又はじん肺診査状況(月JI紙

様式 1-2)に所要事項を記入し、提 Hiされた工、ソ

ケス線写真その他の物f'1を整理しておくこと。

Z 診査

(1) 地方じん肺診査院が2名以|いる都道府県労

働基準局にあっては、複数の診査医による診金

を1 fうごとカミ雫ましいとと。

(2) 診査に際しては、じん肺診杏状況又はじん肺

診金報告書(別紙様式 2)により対象者ごとの診

査結果を記録し診査終了後地方じん肺診査医の

署名又は記名押印を受けること。

(3) 診金にあたっては、地点じん肺診金じ互に前回

のじん肺管理灰分等を知らせ、診杏の参考とす

ること。

(4) 提出された資料だ九?では、じん肺管理区分の

決定ができないため再・迫 JJU検杏又は物刊の提

出を必要とする場合は、再・追加検全実施、物

件提問命令 J H別紙様式 3)を関係者に災付す

ること。特に1の (7)に示すように、相当の期 IUJ

経過した資料が提山された場合には、地 )jじん

肺診査医の,ê~見に法っさとれを活用すること。

なお、この場合、既に提出されている資料は

保管しておくこととするが、官促にもかかわらず、

上記命令』に示した提出期限の口から6ヵ月を

経過しても指定した資料の提出がないときは、日正

提出資料を提出者に返還し、決定不能として取

り扱って差し支えないとと。

3 じん肺管理区分の決定

( 1 )じん肺管理区分は、粉じん作業従事労働者

の健康管理を行うための基礎となるものである

均渇、 lにより受理したときはできる限り速やかに

決定を行うこと。ただし、じん肺管理区分の決定

に当たって疑義がある場合にはど、 l止に応じ、法

第 13条第3項に基づく再・追加検全実施又は物

件提問命令を活用して、慎重に決疋すること。

(2) じん肺管理灰分の決定にあたって疑義がある

場合は、本省に対して照会をfTうことができる。日l
紙様式4はとの照会文占の例示であるので、照

会の内d容に応じてこれを参考とし照会え書を作成

すること。

(3) じん肺管瑚区分決定通知占を次により作成す

ること。

イ 様式 '1'の該当する事項をO印で囲むこと。

口 診査の結束、台併症にかかっているとされ

た者については、合併痕の欄にかかっている

疾病名を記人し、かつ、療養の要否の欄の「要」

をO向Jで凶むとと。

(4) じん肺管理灰分決定通知書において「かかっ

ている合併症の名祢」を記載するのは、都道府

県労働県準局長が行政処分として合併症の名

称を決定することを意味するものではなく、じん

!附診金の際に判明した事実をじんl怖に係る健康
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管理に資するために通知するものであること0

(5) じ川|市健成管理台帳に所要事項を記入するこ

と。

(6) じん肺管理灰分が管理4と決定された者につ

いては、そのじん11市健炭診断結以証明書の写し

を作成し、その当Lの余 1'1に卜記事項を記入した

|、都道府県労働基準局に保管しておくこと。

① 地点じん肺診金医の氏名

② エッケス線与兵像の区分

③ じん肺管理灰分決定通知年月H
④症状確認円

なお、 li E状修認日は、 3該決定の根拠となっ 

た資料が工、ソケア級写真でまるときはその撮影の

円、 11市機能検金の結県であるときはその検全実

施口、工、ソクヌ線»兵と肺機能検査の両方で管理

4であることが確認できる場合には、そのうちいず

れか前の円を記人すること。

〔症状倖認口とは、じん肺健康診断の結果

提出された資料で確認し得る最初のHのことで

あり、必ずしも発症Hとは同 の毛のではない

とと。〕

(7) じん肺管理K分の決定は、労使の権利、義務

等に日える影響が大きく、ともすれば労使聞の紛

争のモととなる場台もあるので、各地方じん肺診

査院の診査結果について部外への直接の意見

表明、資料発表等については、十分慎重を期す

とと。

4 作業転換

じん肺管理区分が管問3で去る労働者。:作業転

換を併進するため、 Jくの品開を講ずるものとするこ

じただし、当該労働者が高年令、定年直前等作業

転換の効果が期待できない場台には、乙の限りで

はない。

なお、者細企業の鋳物業、採石業等のように適

3な転換先の職場が見ヨらず、作業転換の実施

が凶難である場合であっても、作業環境改害指特

等により極力当該労働者の粉じんはく霧を低減す

るよう指導するとと。メ、作業転換の実施に際し労

働者に対する教育訓練を必必とする場合には、じ

ん!附作業転換教育訓練援護措置(昭和53年 11月

8tJ基充第6 2 0号参照)の活 JIJを図ること。

(1 )作業転挟勧奨書の交付

現に常時粉じん作業に従事している労働者で、

じん肺管理灰分が管理3イと決定されたもののう

ち、じん11市による肺機能の陪'占がまると認められ

る者 (F (十)の者。以ド同じ。 )については、 3該
労働者を使JIJする事業者に対し、じん肺管理K
分決定通知書の交付と併わせ、作業転換勧奨書

(別紙株式 5)を交付するとと。

また、作業転換勧焚書の交付に基づき作業転

換した場合に事業者が都道府県労働基準局長

に提問すべき』而は、作業転換実施通知占(別

紙様式6) によるよう指導すること。

(2) 作業転換促進書(乙)の交付

現に常時粉じん作業に従事している労働者

でじん肺管理灰分が管理3ロと決定されたをの

のうち、 (3 )の作業転換促進書(市)の交付の対

象とならない者については、 3該労働者を使用

する事業者によfし、じん肺管理灰分決定通知書

の交付と併わせ、作業転換促進書(乙)(別紙様

式7(1))を交付するとと。また、作業転換促進』

(乙)の交付に基づき作業転換した場合に事業

者が都道府県労働基準局長に提山すべき書面

は作業転換実施通知占(別紙様式 7(2) )による

よう指i拝すること。

(3) 作業転換促進書(市)の交付

現に常時粉じん作業に従事している労働者で

じん肺管理灰分が管理3口と決定されたもののう

ち、下記の医学的要件に該当するものについて、

地方じん肺診査医により早泊、に作業転換を行う

必公があξと判定されたモのについて当該労働

者を使用する事業者に対し、じん肺管理区分決

定通知』の交付と併わせ、作業転換促進占(甲)

(別紙様式 8)を交付すること。

(作業転換促進書(市)を交付すべき般的医学

些fn
イ 去ソクス線写! " ; o :像が第3型又は第4型 (A)

(大陰影の大きさが1センチメートルを超え、 5セ

ンチメートルを超えないものをいう。)でじん肺

による相当程度の肺機能の障告が~ξ と認め
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ら才lるもの

ロ 工、ソクス線写買の像が第4型 (B ) (大陰影
の大きさが 5センチメートルを超え、一側の肺

野の 3分の Iの大きさを超えないものをいう。)

であると認められるもの

(4) 作業転換指示』の交付

(3)の作業転換促進書(甲)を交付した事業者

から作業転換の実施について閣係労使が台;震

に達した旨の連絡を受けたときは、～～君事業者

に対し、作業転換指不書(りJI紙様式9)を交付す

ること。

(5) 作業転換記録簿

|記作業転換の事務処理に団し、作業転換

記録簿(日JI紙様式 10)を作成し、保存しておくこ

と。

5 通知

(1)じん肺管理区分の決定を行ったときは、速や

かに、提出又は中請を行った提出者又は中請

者にじん肺管理区分決定通知書を交付すると

ともに、提刑された工、ソケス線»兵等の資料を返

還すること。

(2) じん肺管理区分決定通知書の写しを所轄労働

1;1; 1"転督署長あて (j去第 15条第 p買による巾詰

で中請者の最終事業場カ可也の都道府県労働基

準局の管内にある場合には当該都道府県労働

長準局長あて)送付するとと。

(3) じん肺管理 K分決定通知書には、所l止事項以

外のものを記入しないこと。

な才j管瑚4と決定された者投び台併症にか

かっていると認められた者については、 (2)に

より所轄労働基準監督署長に送付する写しに、

その症状催認口等を記入するとととするが、:口

政提出者又は中読者あてj孟｛、 jする通知書には

記入しないこと。この症状確認円の詔載は、労

災保険給付手続きの便宵を「之|るためのもので

あることを中し添える。この場合、合併昨今の布状

確認円は、昭和 53年 4月 28円付け基発第250

号通達記の第4の2(2)によるモのとする。

(4) 常時粉じん作業に従事する労働者であった

tiからの法第 15条第l項の申請によりじん11市管

理灰分を決定した場合には、法第 15条第3唄に

基づくi且知のほか、本人の同意を得たうえで、じ

ん肺管用区分決定巾詰占の粉じん作業従事証

明を行った事業者あて通知すること。

6目不服申立て

( 1 )法第18条の不服中¥r.ての醤査請求における

審査請求書の様式は、別紙様式 11によるよう

指導すること。この際、不服申立ては、法第 13
条第2 J良(第15条第3項、第 16条第2以及び第

16条の 2巨, 2Jftにおいて準用する場合を含む)

に艮づき、決定されたじん肺管理区分の決定に

対するものであるという趣旨を踏まえて、「審査

請求の趣日」欄の記載について十分説明するこ

と。父、審査請求は、処分庁 um道府県労働法準

局長)を経山して行うことが望ましいので、極 )J都
道府県労働基準局長を経向して行うよう指導す

るとと。

(2) じん肺管理 K分を決定された者がすでに死亡

している場合に、労災保険給付を目的として、そ

の遺族から不服巾し立てがなさ才Lょうとしている場

合には、審杏請求事案として受理することなく、災

当補償関係の請求を特導すること。

(3) 郁治!付県労働1;1; 1"局長を経由して審査請求が

行われた場合は、当政審査請求が適法になされ

ているか否かを確認し、子続きに欠けた毛のがあ

るときはとれを補止させた後、速やカヰこ～該審査

請求書の正本及び法第 18条第2 J自の物1 '1を本
省へ送付すること。この場合、次に掲げる書面又

は物件を添付するとと。

なお、審杏請求書が郵便で提出された場合に

は、行政不服審金法第 14条第4項の規定に基

っき、その発送の口が審査請求の提起口となる

ので、 7官i孟のtlHが確認できるような物f ' Iを添十J
すること。

イ 審査請求に係るじん肺管開区分決定通知

書の写し

口 地点じん!附診査医の;蛍此書

ハその他参考となると思われる占而汝び物件

国
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第4回肺がんを併発するじん肺の健康管理等に関する検討会議事録(抜粋)
2002イ18JJ8R (出rt1!: hllp:!!仇市明mhlw.go.jpfshin凹/京102!0 8!tx L/ s0808-1. txtl

0 和田［攻埼玉医科大学教授］座長
では［検討会平日常書 200 2年t1月号3 8 R以卜

参照 rnじん肺と肺がλの関係について」の部

分につP T J了承しミただいたも『とさせて( lただき

ます。どうもありがとうございましたU 自白阿の検討会

ではワーキングゲル -;i'-Cの結果を報告し、今凶は

その方 In)で、じん肺と肺が/しに閲しての見解が、

止、まとまったというようにちえております。

健康管理をどうする均亡し行のは、非常に重要な

問題です。前回の検討会以米、臨床の工藤［河一

日本医科大学教授］委員と土足［ r介1' ,1立がんセ

ンター中九病院副院長］委員にいろいろご相談して、

こうい»た健康倍程をやってはどうかという提- ; ' lを、

k~3 人でまとめさせていただき、先ほど事務局に

おJ直ししてあります。

(負宇用品J［検討会報告書「じん肺有所見昔の健康

管坤の布り占について(提日lJの部分の原案］)

O 和田座長
では、この健康情理の在り方について、説明させ

ていただきますU 事務局の右、読んでいただけます

か。 ［i士制主任じん肺診斉医による朗読部分省略］

O 和田座長
以|のような提言をまとめさせていただきましたD

すなわち業務上1(/1したものと認陀るべきで庇ξと

いうこと、じん肺全体として取り扱コたほうがいしミだ

ろうということ、単期発見という0)1立、了'後を改告す

る上で非常に重要でまξということ、したがって健康

情理には、胸部らせん仁Tの検企と塔疾検企で咋

l同ずつやってはどうかということ、検査を受ける対

象はじん肺有所見者のすべて、つまり管理ユ以上

のすべてについてやってはどうかとL行こと、健康情

時二子帳も、管坤2以 1'0)芹について渡してはどうか

ということ、そして合併艇にかかコている者は、療養

を要するとしてよろしいだろ党L追うこと、粉じん対取

は是非徹底的に苧ってほしいということ、働く人々

に対しては、やはり喫煙は非常に大きなウエー!モ

占めますかろ、是非きちんと喫煙対策を立てて、自

主的な規制もしてほしい、というこュアシスで書いて

いるわけです。そして周知徹低して教育を受けて、

しかも随時申請なども周知してほしいと。全体とし

てはこういう流れですが、これに対して何かご意見

などはございますか。

0 祖父江［友孝・国立がんセンヲー研究所がん情報

研究部長］委員

l点 確認します。現在、肺がん検診は、胸部エッ

クス線と暗疾細胞診とを組み台わせてやすJておりま

すが、略決細胞診のほうは喫出青のみに行うとL
うの均¥一般の方では耳目1/10ょのです。しかし、この場

台は喫煙者に限らず、全体の方に昭疾細胞診を行

うわけですか。

0 和田座長
提案としては全はにというようにしてヰ却ますが、

どうでしょうかD

O土屋委員

確かに通常の検診の場台には、喫席者に限って

やるのが一般的だと忠います。この場合にはじん

肺があξといさことで、エックス線での花見が大変難

しいことからいコて、 般的には通常よりも進行し

た状態で見つかる μl能性が高いわけです。これが

通常の写買では大変見にくいのは、エッケス線上、

じん肺そのもO力引肺野をAくしますので、その中で

白く附てくる肺がλを探すとL叩叫主、まさに北側で

北極グマを探すようなことになります均ら、それを補

冗する意味で、通常の非喫照者であっても、日害疾を

加味したほうがよろしいのではなLゆと考えたわけ

です。 1惇疾細胞診で見つかるのは、 J臣官は中十三の

届平上皮がんを甲則に見つけることを目的にいた

しますが、進行した場合には末梢にできる腺がん、

大細胞がんでモ書疫にがん細胞が山てきますので、

この場台には両者を併用したほうが、確実に診断

できるだろうと考えておりますD

。和田座長

喫煙者にやξといそのは、費用効果も含めてハイ

リスケ者に対してやるということですね。

0 祖父江委員
非喫何者から肺門剖の屑平上皮がんは、ほとん

ど見つからないからということだと忠います。

0 土屋委員
この場台、肺門部の屑平上皮がんに|坂コて狙う

のではなくて、ぞれ以外の組織系でも、あξ3程度逆

行したも似てついては有効ではないかということで、

加味しております。

0 祖父江委員
胸部らせんC Tとし め毛のが、最近の新しいモダ
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りティ(方法)として、スクゆーニングに｛史われるよう

になりましたが、その有効性と芹いますか、確実に

肺がん死亡を減らすという"止拠は、世界的にはまだ

認め巳れていない状況です。それ均リうもう 1つ、世界

的には検診を単にやれはやいいのか、とl¥う点につ

いて反省がかなりありますD 半く見つけることが、そ

のこノド人のためになるのかということに閲して、か

なり疑問と芹いますか、反論も出ています。夏する

に臨床的に非常に進行の遅いがんも見つけてしま

うがために、その人の予後に影響を与えないような、

寿命に影響を与えないようなが/しを、不必夏に治療

してしまう叶能性宅ないのかとL、うことです。ですか

ら確有したスクリーン技法さはなく、ひ仁っとすξと

そういう不必夏な検査を招くような行為になるかもし

れないということを、若干なりとも受診?干のノむに説

明することは、いまの段階自立必要ではなしりJと思

います。

0 和田座長
工ビデンスに基つ ft ' 1た健診とL追うことですオL矢野

委貝はいろいろまとめておられますが、どうですか。

O 矢野［畿二帝京大学医学部教授］委員
いくつ由、あるのですが、特にいまの件では、有効

性がまだ確定されていないことを導入するので、や

りなが3有効性が評価できるシステムを、最初に組

み込まないで- i i始めてしまうと、もさどこまでも打っ

てということになってしまって、いままでめ失敗を繰り

返すことになるかと思います。そういう意味では、先

ほどの議論の日I'な方向カものむし返Uこなーコてはい

けませんが、いちばんハfリスケ江ものだけをやるの

ではなぐて、シI)t)ば守言干干のうちじん肺, 91見のなL￥宵

とi I i ;る者の刊方やって比較して¥ ¥くとカ¥理想竹目立

全くのコントロー)vと3群で見ておくとか、員削Jから地

域の集団のデータを集めることに|可意を得ておい

て比較してし泊、何年かf去に見直すぷ行ことを最

初Hこ考えておかないと、 ,I始 めてしまうと、収拾が

つかなくなるのではないかという気がします。ですか

ら是非、後で評価するメカニスムがほしいのです。

もうlつは先ほどの議論で、シリカばく露が発がん

を起こすか斉かというのは、我々も結論を持ってい

ないね7です。もっと研究しなければ川7ないと言っ

ているので、これが始まってきちんとやれば、すごく

重要な情報になると思切りです。ですから、そういう

こと均もも考えなくてはいけません。また健康管理

というのは、ハイリスクを見つけるスクリーニングだ

けではなくて、集団のサーベイランスとLの｛日川市があ

ると思います。そういうことカももやはり私は、じん

肺管理2以上というだけでいいのかなとL追うのが、

ちょっと%になりますD むしろかなり反論の多い略

疫細胞診をやるより、対象をJムげるような格好でい

ろいろと。企業の負担などもすごく変ることですから、

やるとすればそういうほうに、もうちょっと台珂的な

判断がi I i ;るのではないかとしの気がするのさす。

O 和田座長
行政の1 : S -ぇlゴはあるだろうと思いますが、私なり 

に考えてみますと、費用効果とL追う面が、ヵマより重

:2Iになってくると思います。それと検診などの予防

的な処置において、緋究帽を入れていいかという、

非常に大きな問題が反ると思います。すなわち働く

人々を研究の材料として使えるかとLゆ議論になっ

てしまfと、非常に休|ってしまうオ二付です。そのような

ことも含めて、もちろん有効作がうまく調子号できるよ

うなことを、｛可か考えていただければと思三のですが、

大々的にそれを入れて健康診断をやξという州立、

ちょっと行きすぎかなという感じもすξのです。

0 土屋委員
確カヰこ詳1111iというのは、非常に大事だと思いま

す。ぞすか r; ,この方々をこうしの形で検脅した以上 

は、｛去のデータ情理は非常に火事になると思いま

す。計I lillを何をもってするかですU 生存三々というの

は、最終日除l'はあるわけです均九むしろいま覗実

にじん肺の方が肺がんになコたとき、単純写真では

診断できないというのが、いちばんの問題だと忠う

のです。つまり仁寸を撮れば、小 ''l'［で毛ここに結節

がaることがわかるのが、単純午真ではどんなで干門

家が見てモわからなL己Lのことが、現実にたくさん

あるわけです。それを解決する子段というのが、ま

ず第 ではなし功、と思います。ですから発見が容易

になξとLゆところに、まずこの論点を絞るべきでは

ないでしょうか。その後で死亡がどうのといさことに

なる。まずいまの段階では、単純午真では見つかっ

ていない右がたくさんいらっしゃるということのほう

が、大事ではないかと思います。

0 佐々木［孝夫珪肺労災病院長］委員

いま土問委員が百われたことの 4そくの繰り返し

ですが、さらに強調しておきたいと思います。肺が

んを見つける方法として、いまの費用その他か γ考

えて、私はこれがベストだと思っています。問題はこ

の中に、じん肺有所児者にやξとなっているところ

です。じん肺有所見者とし追うのは、守どういうように

決められているかと巾し|げますと、もちろん職陪
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はありますが、アナロ グの単純直面写買で診断

しているのです。そオがじん肺有所見者です。その

表現の壮ノむとして、 l型から 4型といきますのは、粒

の大きさや陰影の質ではなく、)ムがりの程度によっ

て決めているのです。つまりん陰影までになります

と、 ¥JIJO)カテコリーに入ってしまいますが、小さいも

のでも、而肺にいっぱいあれば 3型になります。た

だ実際的な組み合わせは、粒状影の大きさを 3種

類に分けてね7ますが、現実的には粒状影。〕小さ

いものが主なときには、)ムがりもも、ないというのが

ほとんどです。

そういう分布などは、 C Tを撮ると宅のすこくよく分

かりますoところが現在は、仁Tを参考にはするかも

しれませんが、 C Tでこうだカらと ( lうことで、有所見

芹で l型、 2型、 3型とは付けません。そこがいちば 

んの同組です。それでlムがりということになります

と、ある人は),' "ij巾全部ある、いや、そこまでいかな

いむのことで、 16段階に分けますが、それには標

準の7 { )レムというものがあり、それで決めるわけ

です。今度は多分、 C Tを入れることになると思いま

すが、 CTの標準化とL、うのは|ポ|際的にも日本でも、

まだ検討されているところなのです。やはりそこの

ほうが先に進まないと、ものすごい混乱が起こって

くると思います。

肺がんを検診するために、例えば粉じ/しを吸入

して、疑わしいなということで日!IぐらLばものが、み

んな l型になξことが, ' P rてくることなどが、 j耳実に起 

こってきます。結論から言いますと、肺がんを見つ

ける方法としては、今のとこ弓これでベストですが、

対象を簡単に「じん肺有, 91見青」と日うけれど、じん

肺有所見昔の判定が今のままでいいかどう均、とい

う問題が、 C Tを導入することによって確実に起こ»

てくるだろうと考えて手三山ます。

0 和田座長
今回出しているのは提-;'lむのことで、主主本的な

考えノむを示しているわけですが、実際的なことに関

しては、実際にやる場合に、皆様のご志見も含めて

またいろL♂メ考えていただくといそことでどうでしょう

かU大筋でこの提日を1認めさせてよろしゅうこずざL、ま

すか。

(異議なし)

O 和田座長
どうもありがとうございました。 ; l ' ;とはこの出言を 

別に出すかとい5ことですが、私の考えとしてはこ

の提日と、先ほどの「じん肺と肺がんの関係につい

ての児解」とを一緒にして、報告書として叫したほう

がいいのではないかと思います。その詳細につい

ては、私に一任させていただければと思いますが、

よろしゅうございますか。

(異議なし)

0 和田座長
この報告書ができますと、ノド検討会の役割は一

応終オコることになります。そしてこの報告書を行政

のノむにお渡しして、この報告書の趣旨に基づき、行

政のほうで対応していただければと考えますので、

本検討会は本日で終了させていただきたいと思い

ますU 委員の先生ノ在、よろしゅうございますか。

(異議なし)

0 和田座長
では最後に、この「じん肺と肺がんの関係につい

ての見解」、および「健康管理正在り方の促言」に閲

して、もし厚生労働者の考え方が何かございました

ら、お聞きかせいただければとJ思います。

0 播安全衛生部長
先生方におかれましてはこの 1年間、太変ご多亡

の中、才う時間やご努力をさいてこず検討いただき、こ

のように報告書をお取りまとめいただきまして、誠

にありがとうございました。先生方的検討会から、

肺がんによる死亡の|昇は、じん肺有, 91見者に明

確に認められるというご見解をおぶしいただきまし

た。そしてこ江ご見解に某っき、じん肺有所見者の

占々の健康管珂等を充実する対策のノ白向性を、提

言していただきました。私ども厚 1'労働台といたし

ましては、ご提- ; ' lの内容を踏まえ、できるだけ町急に

必要な対策・措置を取ることとしたいと考えておりま

す。先 1'方、本当にありがとうごさいました。

0 和田座長
どうもありがとうございました。議事には r2 その

他」と書いてまますが、委員の先1'方、 MiJ亡允言

なとlまございますヵ、事務局カ叫土何かございますか。

O 辻村主任じん肺診査医

特段ごさいません。

0 和田座長
特段何もなければ、先ほどご f承いただきました

ように、ノド検討会は今凶で、とりあえず終了させて

いただきますo査はの先生方におかれましては、同

年 7月 3日か3約 l年問、活発なご議論をいただき

まして、感占J申し上げます。以上をもちまして本けの

会議を終了させていただきます。どうもあり町市

がとうこざいました。 比比星
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裁判所等の文書提出命令等に対する労働基準行政の対応

裁利所の文書提出命令等 に対する労働基準行政の対応 
改正民訴法の施行で対処通達

改正民事訴訟法の施行に伴い、裁判所等からの文書提出命令等に対する対応を指示した厚生 
労働省の通達が情報公開により開示された(榊原悟志氏提供)〇情報公開法では、本人の開示請求 
による場合も含めた個人情報や法人情報等は非開示とされたままであるが、これらの情報の開示に 
突破口が開かれたとも言える。同時に、「『部内限』通達等については、文書の存在そのものについ 
ても開示すべきではない」と指示した、悪名高い1982年の「第三者からの文書の開示等の要請に対 
する取扱い」も、ようやく廃止されることになった。関係文書を紹介する。

基発第0313008号 
平成14年3月13日 

都道府県労働局長殿
厚生労働省労働基準局長

裁判所等からの文書提出命令
等に対する取扱いについて

平成13年12月1日から、公務員又は公務員であっ 
た者がその職務に関し、保管し、又は所持する文書 
(以下「公務文書」という。)については、公務員の職 
務上の秘密に関する文書で、その提出により、公共 
の利益を害し、又は公務の遂行に著しい支障を生 
ずるおそれのあるものを除き、原則として裁判所へ 
提出する義務を負うものとすること等を内容とする 
「民事訴訟法の一部を改正する法律」(平成13年法 
律第96号。以下「改正法」という。)が施行されたこ 
とに伴い、今後、業務上災害に係る損害賠償請求 
訴訟等に関連して、労働基準行政機関の保有する 
文書について、これまで以上に文書提出命令等が
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なされる場合が多くなるものと考えられる。
ついては、今後、裁判所等からの文書提出命令 

等に対する取扱いに関しては、下記によることとし 
たので、了知の上、その取扱いに遺憾なきを期され 
たい。

なお、昭和57年2月22日付け基発第128号につ 
いては、本通達をもって廃止する。

記
第1裁判所から文書の提出等が求められたと ぎの具体的対応
1 民事訴訟法(平成13年法律第96号。以下 「民訴法」という。)に基づき裁判所から文書の 提出等を求められる手続きの種類①文書提出命令(民訴法第223条)
訴訟当事者からの申立てに基づき、裁判所が 

これを認容したときに、文書の所持者に対してそ 
の提出を命ずる手続。

なお、文書提出命令は、文書の所持者に対し 
ては、その提出を命ずる決定を行うことができる 
が(民訴法第223条第1項)、文書の所持者が第 
三者である場合には、当該第三者を審尋しなけ



ればならなL刈民訴法第223条第2項)こととさ才l

ている。

②調査の嘱託(民訴法第 186 条)

訴訟当事者の山花て又は裁判所の職権によ

り、官公署等に対して、必要な調会fを嘱託する子

続。

③文書送付の嘱託(民訴法第2 2 6 条)

訴訟当事者か巳の申立てに基づき、裁判所が

とれを認容したときに、文』の所持斉に対して文

書送付をl属託する手続。

2 改正民訴法の主な改正点

今回の改止法は、民事訴訟における証拠収集

手続のー屑の充実を図るため、改正前の民訴法

では文書提出義務がないとして除外されていた公

務文占について、その提出により公共の利主主を害

し、又は公務の遂行に若しい支障を桁ずるおそれ

があるもの(以下「公務秘密文書」という。)、刑事事

件に係る訴訟に関する占類等を除いて、一般的に

え書提出義務を負うとする(民訴法第 220条第4号)

とともに、 J f i J $ $件に係る訴訟に閣する書類を除き、

3該文占が、公務秘情文』等の文』提,'1"1義務が

除外される立;書に設当するかどうかを裁判所が判

断をするため必要があると認めるときは、当該文書

を何人にも不開示とする条件 -rで、文占の所持者

にその提示をさせることがでさることとする(民訴法

第 223条第 6項。し寸コゆる「インカメラ子続」という。 )

等、文』提問命令制度の充実をい1(るものである。

具体的には、これまで、公務文書については、利

益文書(申立人の利益のために作成された文書。例

えば同,吉占等を指す。)ムくは法律関係文占(巾立人

とえ書所持者との法律関係について作成された文

書。例えば、契約書等を指す。)に該当するもの以

外については文占提 Hi義務を負わないものとされ

ていたが(改正前の民訴訟第 220条第3号) 、改正

法により、公務秘密文書等を除き全て文書提出義

務を負うとととなったものである。

3 文書提出命令の申立後の対応

裁判所カら文書提出命令の決定に先立ち審尋

があった場台には、命令の対象となる文』が公務

秘密文書等に該当するか斉かを検討し、公務秘密

文書等に該当すると判断される場合を除き文書提

出に応じ、公務拠密立;書等に設当すると考える場

合には当該文書を提山することによって、公共の利

訴を害し、ムくは公務の遂行に著しい支障が生ずる

おそれがまること等を具体的に説明し、裁判所の理

解を得るよう努力すること。

なお、裁判所に志見を述べるlこ出たっては、事 ~íj

に本省担当課と十分協議すること。

4 調査の嘱託及び文書送付嘱託への対応

裁判所かう上記 lの②えは③の調査iT.嘱託及び

立;書送利のl属託が行われた場合においても、関係

者の同;芭を得るなど職務上知り得た私人の秘密に

関する情報の保護及び公務の遂行に著しい支障

を桁ずるおそれがあるか斉か等に十分配慮しつつ、

適宜、本省担当課と協議しながら、a:r川これに応じ

る立場で適切に対比、すること。

第 2 弁護士法(昭和 24年法律第205号)に基

づく弁護士会からの照会に対する対応

弁護- t :は、弁護一行法第23条の 2により、その受

任している事件について、所属弁護上会に公務所

えは公私の団体に照会して必要な事項の切符を求

めξことを中し出ることができ、所属弁護寸て会は、弁

護上かうの申山が適当でないと認める場合を除き、

公務所ムくは公私の団体に照会して必要な事項の報

告を求めることができるとされている。

このため、弁護上会からの照会に対しては、この

ような制度が法律上認められている趣旨をも踏まえ

つつ適切に対応すること。

また、この場合、弁護上法に基づく弁護上会から

の照会は、訴訟 3事者の一方の弁護士が、その受

任事f '1を契機として、当事者のな場からなさオ Lるも

のであり、訴訟当事者の )jの利益のためになさ

れると, lう側而があることから、その対比、に 3たっ

ては、職務|知り得た私人の収、密に悶する情報の

保護及び公疋11 1立な立場を損なう等公務の遂行に

菩しい支障を生ずるおそれがあるか合か等の観点

から、十分な検討を行うこと。

なお、弁護上はその受任事件が裁判所に係争し

た時点で、民訴j去に長づき、裁判所に文占送付の

l属託の中 ¥r:又は文書提出命令の中¥r:かで町内

きるものであることに留惹すること。 臥よ』
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裁判所等の文書提出命令等に対する労働基準行政の対応

基総発第0313001号 
平成14年3月13B 

都道府県労働局長殿
厚生労働省労働基準局総務課長

裁判所等からの文書提出 命令等に対する具体的な 対応について
労働基準行政機関の保有する文書については、 

業務上災害に係る損害賠償請求訴訟等に関連し、 
裁判所等からこれらの文書の開示を求められる 
ことが多くなるものと考えられることから、その対応 
については、平成14年3月13日付け基発第0313 
008号「裁判所等からの文書提出命令等に対する 
取扱いについて」の記の第1の4により、調査の嘱 
託及び文書送付の嘱託がなされた場合には、原則 
これに応じる立場から適切に対応することとされた 
ところである。しかしながら、強制手続きである文書 
提出命令と異なり、調査の嘱託及び文書送付の嘱 
託に係る対応については、職務上知り得た私人の 
秘密に関する情報の保護及び公務の遂行に著し 
い支障を生ずるおそれ等に十分配慮を要すること 
から、具体的には下記により対応することとするの 
で、その取扱いに遺憾なきを期されたい。

記
1調査の嘱託について
調査の嘱託は、文書送付嘱託が書証として労働 

基準行政機関が保有する文書そのものの送付を求 
めるものであるのに対し、書証としてではなく、調査 
事項について文書による報告を求める点で異なる 
が、職務上知り得た私人の秘密に関する情報の保 
護及び公務の遂行に著しい支障を生ずるおそれ等 
に十分配慮した上で、客観的事実について報告す 
ること。
2文書送付の嘱託について
(1)対象となる文書
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裁判所から、労働基準行政機関が保有する労働 
災害の発生状況等客観的事実を把握できる文書や 
関係者からの証言等の文書について提出を求め 
られた場合には、職務上知り得た私人の秘密に関 
する情報の保護及び公務の遂行に著しい支障を生 
ずるおそれがあるか否か等に十分配慮し、適切な 
対応を行うべきものである。

これを踏まえ、文書送付の嘱託に応じて提出す 
る主な文書は次のとおりとすること。

なお、刑事事件に係る訴訟に関する書類につい 
ては、民事訴訟法(平成13年法律第96号)第220条 
第4号ホの規定により提出除外文書とされているこ 
と、また、労働基準行政機関の職員が作成した復命 
書、災害調査復命書等の文書については、私人の 
秘密に関する情報等が渾然一体となって作成され 
ていることから、対象となる文書から除外すること。 
ただし、災害の発生状況等の客観的事実について 
回答を求められた場合には、記の1に準じて対応す 
ること。
ア関係者からの提出文書
(ア)事業主から届出のあった各種報告書、就業規 
則届又は労使協定届

(イ)事業主が作成した出勤簿、賃金台帳、勤務時 
間表、超過勤務証明書、業務日誌等業務内容報 
告書、人事経歴簿、人員組織構成表、配置表又 
は作業手順表

(ウ)事業主からの回答書(業務内容、勤務実態等 
に関するもの)

(エ)定期健康診断実施結果(被災者のもの) 
(才)事故に関係した機器類の機能等(寸法、規格 
等を含む)の説明書

(力)被災者又は当該被災者の親族、上司、同僚そ 
の他の関係者(以下「親族等」という。)が作成し
た手帳、日記、メモ等

(キ)労災保険の支給請求書
(ク)各種許認可申請書
イ関係者からの聴取書等

被災者本人又は当該被災者の親族等の聴取 
書、陳述書等

ウ労働基準行政機関が発出した文書
(ア)労災保険支給(不支給)決定通知書等(控)



(イ)足正勧告書(堕)

(ウ)指導票(作)

(工)主治医に対するJ吉、見照会J H控)

(オ)各種許認可書(控)

エ 医師の作成した文書等

(ア)主治医作成の診断占、診療録、レントゲン»

真、検杏結果又は死亡診断書

(イ)主治医又は専 I"J医作成の;意比書又は鋸定書

(ウ)公的機関からの回答占

(気象台かうの|門|答書、検死調書等～祭から

の回答書)

オ他のA自公岩かうの各種証明』等(上記エ(ウ)

に嗣げるものを除く。以下|司じ。)

(2)具体的手続について

強制千続である文』提出命令とは異なり、文占

送付の嘱託に対して労働基準行政機関が保有す

る上記(1)の文書を裁判所に提出するに当たって

は、次により対比、するとと。

なお、下記ア～オに係る対応に当たっては、共通

して次の｝.～に特に注意すること。

CD 文」J 提問者等が～該文占の一部分について

闘示を望まない場合には、当技部分を墨塗りして

提出すること。

C:D同患の確認に関する経過については記録す

ること。

ア関係者均もの提山文書

文』送付¢嘱託市立人(以ト「申立人」という。)

から提出された丈書については、点書送付の嘱

託を申し出た時点で裁判所への提山に悶着して

いるものと考えられるととから、その»しを提 l引す

ること。

申立人以外の者から提出された文書について

は、 3該者の利害に配志する必要があるととか

ら、裁判所からの点書送付の嘱託に応じてよい

かどうか、当該者に対し同;首確認をfTった上で、

同志が得られた場台にのみ、その当しを提刑す

ること。

また、同意が得られなかった場合には、当該文

』の標題のみを回答するとと。

なお、当該文書に、中¥r:人以外の者に係る情

報が記載されている場合には、当該部分を墨主主

りしてもE出すξ こと。

イ 関係者からの聴取書等

巾立人の聴取』等については、文占送付の

l嘱託を中し出た|時点で裁判所への提出に|可意し

ている毛のと考えられることから、その写しを提山

するとと。

中¥r:人以外の者の舵収書等については、当

該者の秘密に閣する情報の保護に十分配;意す

る必要があることかみ次の手順により処理する

こと。

げ)聴取した者に対し、裁判所からの文書送付

の日属託に応じてよいかどうかの同志催認を行

うこと。

(イ)同意が得られた場合には聴取書等の写しを

裁判所に提f十!する三ととするが、同dEが得られ

ない場合にはその旨、 :!J:..の例を参考に文書に

より裁判所に回答すること。

ro 月O口、文占送付の嘱託のあった件に

つき、 00ほかO名の聴取書(写)を別添のと

お〕送付します。なお、 0名については本人の

同志が得られなかったため提出は差し控えま

す。」

※同惹の符られなかった者についてはその人数

のみを回答するとと。ただし、同窓しない者が

訴訟の相手方当事者で庇るときは、|可1ましない

者の氏名を秘匿する必要かないので、この場

合は楠二子方3事者の氏名を回答して差し支え

ないこと。

ウ 労働基準行政機関が発山した文書

労働長準行政機関が、市立人に発問した文占

については、立;書送｛ 、 jのl属託を中し出た11寺点で 

裁判所への提山に同意している毛のと考えられ

るととから、その»しを提, ' 1iするとと。なお、 3該
点書に、中¥r:人以外の者に係る情報が記載され

ている場合には、当該部分を墨主主りして提山する

こと。

中¥ r :人以外の者に7百出した文書については、

当該者の秘密に関する情報の保護に十分配意

する必要があξ 三とから、上記イの千順に準じて

処理すること。

エ医師の作成した文書等

安全センタ情報2003年 4月号 37



裁判所等の文書提出命令等に対する労働基準行政の対応
医師の意見書等の文書については、医師等 

が職務上知り得た事実で秘密にすべき事項が含 
まれている場合があるため、当該医師等に対し、 
裁判所からの文書送付の嘱託に応じてよいかど 
うかの同意確認を行った上で、同意が得られた場 
合にのみ、その写しを提出すること。

なお、同意が得られなかった場合には、上記 
イの(イ)の手順に準じて処理すること。
才他の官公署からの各種証明書等
基本的には他の官公署において提出を判断 

すべきことであるが、災害発生後相当期間経過 
し、当該証明書等を保有していないなど、当時の 
証明等を改めて当該官公署から求めることが困 
難な場合に限り、労働基準行政機関が文書提出 
に協力すること。

(3)担当裁判所書記官等への説明
上記(2)の結果、文書を提出することができない 

場合には、担当裁判所書記官等に対してその理由 
を詳しく説明し、理解を得るベく努めることが肝要で 
あること。
3本省との協議について
調査の嘱託又は文書送付の嘱託がなされた場合 

に、本省と協議を行うときの本省労働基準局担当課 
は、以下のと右りとすること。

労災補償業務に関する案件…本省労働基準 
局労災補償部補償課
労働保険適用徴収業務に関する案件…本省 
労働基準局労働保険徴収課
その他の案件…本省労働基準局監督課

なお、都道府県労働局労働基準部所管課及び 
総務部労働保険徴収主務課(東京労働局にあっ 
ては労働保険徴収部所管課)が本省労働基準局 
担当課と協議する場合は、都道府県労働局労働 
基準部監督課を窓口とし、本省労働基準局総務課 
を経由して行うこと。

また、裁判所が文書提出命令の決定に先立って 
行う審尋において意見を述べるに当たって事前に 
協議する場合の担当課も同様とすること。

基総発第0313002号 
平成14年3月13日 

都道府県労働局長殿
厚生労働省労働基準局総務裸長

第三者からの文書の開示等の 要請に対する取扱処理要領の 廃止について
裁判所又は弁護士会から行政機関が保有する

文書の提出等を求める要請等がなされた場合の 
対応については、平成14年3月13日付け基発第 
0313008号「裁判所等からの文書提出命令等に対 
する取扱いについて」が発出され、また、同日付け 
基総発第0313001号「裁判所等からの文書提出命
令等に対する具体的な対応について」を発出したと
ころであるので、昭和57年2月「第三者からの文書
の開示等の要請に対する取扱要領」につい 
ては、これを廃止することとする。

［部内限］ 昭和57年2月22日
都道府県労働基準局長殿

労働省労働基準局長

第三者からの文書の開示等の 要請に対する取扱いについて

近時、業務上災害の損害賠償請求訴訟等に関 
連して、裁判所、弁護士会等から災害調査復命書 
その他労働基準行政機関の所持する文書の開示 
等を要請される事例が多くみられる。

これが取扱いについては、昭和45年6月17日 
付け基発第452号「業務上災害の損害賠償請求 
等に伴う第三者の関係書類閲覧等要請について」 
をもって指示したところであるが、今般、これが取 
扱いを下記のとおり改めることとしたので了知の上、 
遺憾なきを期されたい。
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なお、|記通i土は、本通達をもって廃止する。

記

1 開示に当たっての基本的考え方

労働基準行政機閣の所持する文書について、裁

判所から文占送付の嘱託(民事訴訟法第 319条)ムく

は調杏のl属託 (1司法第 2 6 2条)カVよされ、また、弁護

上会から照会(弁護上法第 23 条¢の 2)カTなされる 

こと等があるが、労働法準行政機関としては、裁判l
等がもっ公益' 1 '1にかんがみ、これらのl止請に対し

て可能な限り協力すべきモのであることはいうまで

もないととろである。

しかしながら、労働基準行政機関の所持する文

書のなカヰさは、行政目的のみに使用されξことを前

提として任彦に提, ' 1 " ,されたモの、行政内部の千続の

ために作成されたもの等、行政の適正な執行を確

保する観点から当該文書を第三者に開示するのが

i単3でないものが少なくない。

特に、労働基準監督官等の職員が、事業場等に

立ち入り、関係者に質問し、帳簿、書類等の提山を

求め、あるいは各種の報告を求める等、その職権

の行使によって得た情報のなかには、企業の秘密

に属する事項、個人の名誉、プライバシー等に属

する事頃等が含まれているととにも開忘する必要

がある。

このため、これら行政目的のために提出され、又

は作成された文占あるいはそのために収集、担保

した情報等を第三宅者に闘示すξ二とは、行政の適正

な執行を確保する上で問題であるばかりでなく、労

働l;!;準行政機関に対する労使その他の ILI民の信

頼をJ員ない、常に公正中\r.を'~請されている労働

基準行政機関の存立基盤そのものを揺るがすこと

にもなる。とれは、今後の行政運常に重大な支障

を来すおそれがあり、さらには峨務|一知り得た事項

についての守秘義務に触れる場合もあって、許さ

れないものである。

したがって、これらのl止請に対する点書の取扱い

については、上記の｝\～に十分留意して対応する必

要がある。

2 回答して差し支えない事項

|記Iの基本的考え方カら、|門|答して示し支えな

い事項は、①労働基準行政機関として調全検討が

|分に尽くされ、かつ、何らの彦見、判断等を含ま

ない客観的事実であって、③企業の秘密あるいは

個人の名谷、プライバシー等に属しない事項である

とと。

したがって、例えば、法違反の有無、内谷、相度、

原肉、措置、再監留の要否、 ji告発生のICt肉等に

ついては、調査宵>くは行政H庁の何らかの,吉見、

判断等が合まれるものであることから、除外すべき

ものであること。

3 回答するに当たって留意すべき事項

回答するに当たっては、各種復命書等は、職員

の怠見、判断等を付して上司に部幹・具申する文占

であり、反るいは行政官庁としての意思決定の経緯

を明らかにした文書であることから、原本、 l陰本等

生の姿でとれを行さ三とは適3ではなく、必要な事項

に限って別途|門|答する等これが|門|答方法について

十分に配意する必要があること。

第三者からの文書の開示等の

要請に対する取扱処理要領

「部内限」昭和 57 年2月

第1 基本的考え方

1 文書開示の要請に対する対応について

労働長準行政機関の所持する文』の中には、行

政円的のみに使川されることを前提として任意に提

山された毛の、復命書等行政内部の子続のために

作成さ才Lたモの、「榔秘」、「秘J)くは「部内限」とされ

ている点書等行政の適正な執行を確保する観点か

ら、当該文書を第三者に開示すべきでないものが

少なくない。

特に、職員が事業場にI立ち入り、関係者に質問

し、 l帳簿、書類等の提出を求め、あるいは各種の報

汗を求める等その職権の行使によって得られた情

報のなかには、企業の1 ' 1 : ,密に属する事組、 ｛同人の

名誉、プライバシー等に属する事項等が含まれて
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いることにも留意する必立!iがある。

これら行政目的を米たす必要から収集、把握し

た情報等を第二斉に開示することは、労働某準行

政機関に対する労使j j方カらの｛汗頼を喪失せしめ、

常に公jf'l'立を要請されている労働基準行政機閣

の存立法幣そのものを揺がすことにもなり、今後の

行政運営に重六な支障を来す結果となるばかりで

なく、職務上知り得た事項の守秘義務江観点カミらも

許されない場合があるものである。

したがって、労働基準行政機関の所持する文書

は、原l 1 i J,として公益性の1 , , 1地等カミら行政上必要と認

められる場台でない限り、個別的な開示は行わない

こと。

ただし、裁判所若しくは弁護上会又は被告労働者

等直接利害関係を有することが明らかな青からの

え書闘不の叫請があった場合には、当政文書の'VI今
格、記載内存等を十分に検討し、後記～2 及び次

に述べるところにより一疋の限度でとれが要請に泌

ずることとして走し支えないモのであること。

なお、この場合であっても、閣係文書等の原本に

よる回答はもとより、～～空文占をコピーする等生の

姿で101答:することは避けること。

(1)弁護士会からの照会

弁護士は、弁護士法第 23 条の2の規定により、

その受付している事1'1について、所属弁護寸て会に

公務所又は公私の同体に照会して必要な事項の半日

f与を求める三とを巾し州ることができ、所属弁護士会

は、弁護寸てからの中出が適当でないと認める場合

を除き、公務所又は公私の同体に照会して必要な

事J買の切符を求めるととができるとととされている。

弁護寸て会均ものl立請に対しては、このような制度

が法律上認められた趣旨を踏まえつつ対処する必

要があるが、との場合であっても、行政上支障のな

い範岡内で報告を行うべきものであること。

なお、閣係、文書一切の開示を要請してくるものが

あるが、これらに対しては、必要な報告事項が何か

を限定させた|、当校必弘!な事現に限って、報告を

行うべきものであること。

(2)裁判所からの文書送付の嘱託

民事訴訟におfる訴訟当事者は、民事訴訟法(以

下「民訴訟」という。)第 319 条の規定に基っき、裁

判所に対して点書送利のl属託を中し守:て、裁判所

がこれを存認すξときは、文書所持者に対して文書

送付の嘱託をするととができることとされている。

この立;書送付のl嘱託は、立;書所持者に対して何

;首に送付を求めるものであり、文書所持者が嘱託

に泌じなかったとしても、制裁を受けるととはないが、

裁判に可能な限り協力すξという公益的見地を踏

まえつつ対処する必要があることから、これが嘱託

には、行政上支障のない範囲内で応ずるべきもの

であること。

なお、文書で送付できない行政上の事情等があ

る場台には、 jQ"J裁干Ij'to;に対してその開由等を詳

しく説明し、理解を深めることが必l止であξ こと。

また、嘱託に応じて裁判所に文書を送付する場

合には、民訴法上原本、止本ムくは認証謄本による

こととされている (1司法第 322 条第1羽)が、文書の

生の主主で送付することが行政上支障がaるものに

ついては、必要な事項について別途文占の作成の

|道付したい旨担当裁判官に説明を行い、理解を

求めることが必要であること。

(3)裁判所からの調査の嘱託

裁判所は、訴訟当事者の中守今て又は版権により、

官公署等に対して、必要な調会fを嘱託すξことがで

きる(民訴法第三:62号)とととされて才必、具体的には、

この規定を恨拠として、裁判所かう官公署等の所持

する文書の内存等について報告を求められる場合

がある。

この調杏の嘱託は、立;書送イ、 Jのl属託が書証とし

て第三者が所持する文書そのものの送付を求める

モのであるのに対し、 J i :ilifとしてではなく干tf与を求め

るものである点で異なるが、これについては、前記

(2) r裁判所カ吟の文書送付の嘱託」に準じた取扱

いをするものとするとと。

2 文書提出命令に対する対応について

(1)文書提出命令の概要

民事訴訟における訴訟当事者は、民訴訟第 311

条に規定するところにより、裁判所に対して、文書

を所持する楠二子方正は第二者に文占の提問を命

ずるよう中し¥ r .てることができ、裁判所は、その中¥ r :
てを理向ありと認めたときには、民訴法第 314 条の
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規定により、主書の所持者に対してその提出を命ず

ることができるとされている。

との文占提,'1",命令は、文占所持者が民訴 j去第

312 条に規定する立;書提出義務者である場合に

限り、その提山を命ずる決定をfTうことができ、ま

た、文占所持者が第二背である場台には、~iÎ委第

=者を審尋しなければならなL刈民訴訟第 314 条

第 2項)こととされている。

第二者が文占提出命令に従わないときは、民訴

訟第318 条により、過料に処せられることとなる。
(2)文書提出義務の要件

民訴法第 312 条は、文占所持者が～該文』を

裁判所に提出しなければならない義務を負う場合

として、次の要件を定めている。

イ ～事者カ訴訟二於テ引用シタル文占ヲ白う所

持スルトキ(1可条第 1号)

ロ 挙証者カ文書ノ所持者ニ対シ共ノヨ il度又ハ閲

覧ヲ求ムルコトヲ符)～トキ(同条第 2 号)

ハ 文書カタ許証者ノ利益ノ為ニ作成セラレ又ハ挙

証者卜文書ノ所持者トノ問ノ法律関係ニ村作成

セラレタルトキ(同条第 3号)

民事訴訟において、裁判所が第=者で変る労働

基準行政機関の所持している文書を命令をもって

提, ' 1 " ,させることができるのは、同J去の規定する上記

~｛,Iのうち、|司条第3号のl止1'1 に該当する文書を

所持している場合である。

したがって、裁判所から文占提問命令がなされる

場合には、当校文書がこの~｛,I今に該当するか斉か

が問題となるが、この点については、個々の文書ご

とに判断されなければならな, )(1)で、文占提同命令

がなされる可能刊が存する場合には、事前に労働

省労働基準局又は都道府県労働基準局と十分な

連絡協議を行うこと。

なお、これが判断に当たっては、神戸山労基署

の労災保険給付に関する業務上外認定資料に係

る文占提州命令事件(昭和55年7月 17日大阪而等

裁判所決定)を十分に参考すること(事1'1の経緯及
び決定理由等については、参考 l及び 2(略)を参

照のこと。)。

(3)審尋

裁判所が第三者に対して文書提山命令の決定を

行うに際しては、当該第=者を否尋しなければなら

ないこととさオ1ている。

裁判所から審4のため問頭要求がなされた場

合には、当校文書が前記民訴法第 312条第3号の

要件に該当するか否かの判断のみならず、前記

第 lの 1の観点カも 3該文』を提刑する三とによっ

てもたらされる行政への影響等行政|の事情等に
ついても担当裁判官に対して十分に説明をfTい、

問解を求めるととが必要であるとと。

(4)即時抗告

審尋の際に十分に意見を述べたにもかかわら

ず文占提問命令の決定がなされた場合には、乙れ

に対してUlJ時抗告を行うことができる(民訴訟第

315 条)こととされているので、労働省労働基準局

及び都道附県労働長準局と|分に連絡協議を行

うこと。

3 証人尋問に係る対応について

民事訴訟において、裁判所は、特別の場合を除

いて、何人といえども証人として呼山し、尋問するこ

とができる(民訴法第 271条)とととされており裁判

所カら証人として呼出しを受けた場合には、出頭を

拒否することは原則として許されない。

労働法準行政機関の職以に対して証人としての

11子出状の道述があった場合及び証人として出廷す

る場合には、次の｝.～に留意すること。

(1)呼出状に記載された事頃からみて職務上の秘

密に属し、又はこれに属さなくとも証言することに

つき行政上支障がある内脊についての尋問が

なされるおそれのあるときは、あらかじめかかる

内容については証言できない旨担当裁判官に中

し山て十分に説明を行い、理解を求,te ξ ことが必

要であること。

なお、公務員を証人として職務|の秘密につ

いて尋問する場合には、裁判所は監督官庁(当

該事案に関係する都道府県労働思準局長)の求

認を得主ことを l比する(民訴法第2刀号)こととされ、

また、公務員が職務上の秘密につき証言するに

ついては、裁判所が 3該昨督肖庁の永認を符て

いないときは、これを ｝fiむことができる(民訴法第

281条第1項第1月)こととされている。
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(2)職員が証人として出廷し、証言するユととなった

場合に、①職務上の秘密に属する事項につい

ての4聞が行われた場合には、裁判宵に対し

て尋問内容が峨務|の使、密に属する事現であ

る肖を申し出て、証言を拒否すξこと(民訴法第

281条第l頃第1号)とし、また、 ② 4問内容が未

だ十分な調査検討が尽くされていない事項である

場合には、 1 J I i l人的u解の表明は避け、かつ、そ

の旨を裁判A白に巾し同るごととするとと。

第2 具体的な文書の取扱いについて

1 行政内部の手続文書

各種復命書、許認可等決裁原議書類等は、職員

の芭見、判断等を付して上司に報告、具巾する文

書であり、また、行政官)丁としての意141決定の経緯

を明らかにした文書であることから、これら行政内

部の千続文占を、第二斉に閣不すべきでないとと

はいうまでもない。

特に、監管復命書、災当調全復命書及び補償費

実地復命占等については、取督府等が事業場等

に守:ち入り、帳簿、書績等の捉出を求め、使 JIJ者又

は労働者に対して質問を行い、あるいは資料等の

切符を求める等その職権を行使して知り符た事実兄

はこれら事実に基づく一定の判断等を記載したえ

書でもあることかろ、これらを第三者とりわけ民事訴

訟の一方の古事者に開示することは、労働長準行

政機関に対する信頼を喪失せしめ、ひいては、常

に公王 '1'立を要請されている労働基準行政機閣の

存立法幣その毛のを揺がすことになり、今後の行政

運営に重大な支障を来すこととなる。

しかしなかう、裁判に可能な限り協力すξといさ公

主主的見地汝び弁護士法第 23条の 21こ規疋する制

度が認められた趣旨等を踏まえ、可能な限りこれら

に協力することも必要とされξことから、災当調l全復

命占等に記載された事項のう弘例えば、法違反の

有無、内容、科度、原因、 Hli問、再監督の ~f耳、災

告発生のLY閃等を除き、謝金検討が十分に尽く

され、かつ、 ｛口Iらの4吉見、干JI断等を含まない拝観的

事実であって、③企業の拠密、伺人の名誉、プライ

パシー等に属さない事項等については、生の姿で

る文書である。

したがって、第二者カ尚三れら文』につき閣不の

必請がなされた場合であっても、第=者としては、当

該文書作成者に直接開示を要求する)ji去が aる

のであるから、～該文』作成者の同志があり、か

つ、企業の位、密、何人の名誉、プライバシー等が守

られることが明らかである場合、明らかに行政運営

に支障がないと判断される場台を除き、とれが要話

に応じることはできないものであること。

3 司法事件関係文書

股杏中の事1 '1に係主痕杏報告書、実況見分調書、

供述調書等ロl法事件閣係書類については、捜査

秘術上カもこれが開示の要請に対して応じることが

できないものであること。

また、すでに検察庁に送致(村)した事件に係る文

占については、関係文占一切を検察庁において所

持しているのであるから、応じることができないこと

はいうまでもない。

4 業務運営に係る「都内限」通達等

労働基準行政の業務運営に関する「部内限」通

達等は、行政運常の具体的方針、業務の具体的イ|

組み、法令違反に伴うHli肯基準等その内容が部外

者に閣示されるならば、当該業務の所期の目的を

達成するととが著しく閣難となるおそれが主る性怖

のものである。

したがって、これらについては、その内存(例えば、

是止納汗』印、乙の区分の存台、司法処理法準の

存在の有無等を台む)のすべてについて部外者へ

開示してはならないことはいうまでもなく、当該文書

の存布そのものについても開示すべきものではな

いこと。 国
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連載第20回

労働科学研究所に調査を依頼
塩沢美代子

“蚕糸労連”から“繊維労連”に
私が蚕糸労連で働きはじめてから10年の間 

に、化学繊維の発達を主とするさまざまの要因 
で、蚕糸業は衰退の一途をたどった。
工場閉鎖、新規採用のストップなどにより、 

農林省の統計でも、製糸労働者数は3分の1 
近くに減り、蚕糸労連の組合員数は、脱退す 
る組合がなくても、漸減していった。そこで労連 
は、生糸労働者だけでなく、それまで未組織だっ 
た、中小の紡績、撚糸、織布、縫製などの組織 
化に乗出すことになり、昭和35年に名称も“全 
国蚕糸労働組合連合会”から、“日本繊維産 
業労働組合連合会”に改めた。それまでも郡 
是の一部の工場では、靴下や下着をつくって 
いるなど、業種転換ははじまっていたのである。
前号に述べた調査は、この転換の年に行 

われた。これは、“労働環境の繊維年少労働 
者の労働者意識に及ぼす影響一蚕糸業の実 

態分析による一”という長い名前で、日本労働 
協会の調査研究資料No.35として発行された。

5万円の研究費のおかげで、人件費がたっ 
ぷりつかえ、クロス集計によるさまざまな分析 
もでき、とても参考になった。

アメリカ占領軍の初期の民主化政策の大き 
な柱のひとつが、農地解放だったが、農村問 
題に全く無知な私は、戦後15年間にどう変わっ 
てきたのかわからなかった。
調査対象者はみな農村出身なので、家の耕 

作反別も訊ねたが、記入者が平均で3割しか 
なかった。たぶん正確に知らなかったのだろう。 
岐阜県の1工場で62%の回答があったので、 
その例をあげると、3反未満が3割、3反以上 
7反未満が6割近くであった。
家族のうち、生計の主たる担当者が本人以 

外の2名が多く、その職種は実に多岐にわたっ 
ており、兼業農家で多就業世帯のようであった。 
男の兄弟でも高校進学している者は、全体で 
4%しかいなかったから、やはり貧しかったの
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である。

しかし戦前との違いは、彼失らの入社の目

的が
1円分の牛活や結婚の支度は円分で

するため 59%
2送金して家計を助けるため 29%

となっている点であったoしたがって賃金を何
にもっとも多く使ったか(先月の例)の答が

1衣服費 31%
2 貯金 26%
3 送金 17%
4借金返済 13%
(衣服などを月賦で買っている支払い)

となっていた。

毎日の労働自体がつらい

B5版 187 頁にわたる、多面的な調査報告の

要約は省くが、私のもっとも知りたいと思って
いたことが、調査結果ではっきりした。

それは彼長らは、賃金の安いことも、寄宿

舎の牛活条件にも不満はあるが、何よりもつ
らいと思っているのは、毎Hの労働そのもの

のきっさだということだった。
そして、この点の改善には、労働組合は全

く機能していないこともはっきりした。
毎日の11事についての設問には、複数回

答で該3する項叫がもっとも多く、多い順に並

べると、次の通りだった。
1職場環境が悪くて身体につらい 75%
2仕事がとてもきつくて疲れてたまらな

い 50%
3教婦、係長、主任などが無理をいい、

うるさくて小愉快だ 409旨
4人手小足で生理休暇も有給休暇も、

なかなかとれない 40%
5その他のつらいことがある 10%
6なにもつらいことはない 2?旨

(凶符なし 4%)

職場環境の悪さの訴えが多いのは、煮た繭

から糸を引き出すので、禄度が高く作業場に

はいったとたんに眼鏡はくもり、夏などは見学
しているのもつらい。冬は上、ド身は湯気にさ

らされていても、腰から下は湿度の高いだけ
に、冷え込みも強いのである。

調査実施が7月だったから、両温多湿のピー
クに3たり、とくにIの訴えが多かったとみられ
る。

調子雫l場はすべて一父径をしていたから、

J父替制についてきくと、いい点として、
V昼間に自分の時間があるのでよい 69%
V洗濯場やアイロン、ミシンなどがゆっく

りつかえる 37%
(生活時間帯が一分されるため)

と答えている反面、いやだとj心う点をきくと、
V睡眠不足や食事の小規則で、身体が

とても疲れてたまらない 73%
V深夜や早朝に冷えが身体に応える 44%
などになっていた。
比率でみると、同 人がいい点も恋い点も、

みとめていることになるが、二交替をつづける

ことの可否をきくと

Vつづけてもよい 39%
Vなるべく早くやめたい 37%
V 刻も早くやめたい 20%
となっていたのである。

また日頃から訴えの多い、生理日の労働に

ついての設問には、
"r T寺痛が全くないカ入少しは感じるが仕事

に莞支えない 20%
v少し辛いが休むほどではない 16%
V苦痛があって休養を要望する 40%
V苦痛が強くて働くことができない 6%
となっていた。
苦痛のある者に、その昔痛がいつからはじ

まったかをきくと、
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T lザj湖のときからある 23%

v入社前はなかったが、入社後にはじまっ

た 45%

v人社前からあったが、入社後ひどぐなっ

た 11%

となっていた。

それも入社後 1年から 2年たった頃に、苫痛
を感じはじめた者が、 6割以上であったo

労働科予研究所の桐原氏の見解によれば、

労働環境や日頃の疲労度、 交唇労働、給
食の栄養状態など、総合的な要因によるもの

であり、たんに生理休暇を与えればよい、とい
うものではないそうである。

私生活の時間帯の過ごし方も、調査対象の

85%までが 24 歳未満の、エネルギーに満ち
ている年代なのに、こういう労働をしているた

めに、以下のような状態だった。
平 Hの労働時間外におもにやっていること

(複数凶答)のトップは、“疲れてなんにもする
気にならないから、ぼんやり寝転んだり、雑談
などをしている"が 58%で、週に 1 Hの休刊も、

トップは“映 l向lをみにいく" 4 4 %だったが、“疲 
れのためごろ寝や雑談"が 3 6 %という回答だ、っ

た。

いていぐ'が 2 7 %、“この会社をやめ、他の就

職もせずに家に帰りたい"が 16%で、なんと76

%が、つらさに耐えながら、やむなく働いてい
るという結以が示された。

円由記人らんには、予想をはるかに上姐る

多くの人が、職場の不満などをめんめんと綴っ

ていたが、もっとも多いのが、労働そのものの
つらさの訴えだった o

“やっぱりそうか"というのが、調布結果をま

とめながら、私が感じたことだった。

重 l業など、成人男子の職場では、これだ

けの人が、やめたいと思うほどの労働強化が
あれば、労働者たちが黙ってはおらず、なん

らかの形で反乱が起るだろう。年少女子を主
体とする職場では、それだけの )Jがないのと、

いずれは会社をやめるので、“いっときの辛抱"

という要素もあるのだろう。
私は当事者たちにその力がないなら、彼失

らの労働負j1!が過度であることを、客観的に

検証しなければならないと考えはじめた。それ
には労働医学的な調査が、もっとも適している

と思った。

労働医学的調査を企画

‘・職場の苫情をどうやって解決するか"の設

問については、年齢階層による違いが大きく、
20歳未満は、“友だちと不平はいうが、どうした

らいいかわからない"が 4 5 % 、“直接に上司に 
話したり、頼んだりする"が 22%であった。 20歳
をこす年齢帯で、“婦人懇談会や組合役員に

相談する"が 2 0 %となり、あれだけ組合活動が
末端に穆透するように努力してきたが、年少労

働者にとっては、組合のかげはうすいことがボ
された。

したがって、今後の方針についての設問に、
“早くもっといい仕事をみつけて、この会社を

やめたい"が、全体で 33%. “他の職種を探し
たが、ないので、仕方がないからこの会社で働

日本労働協会から発行されたこの調査報告

書を、労働 tJ"政関係者がどれだけ読んでくれ

たかわからないが、研究者の問では評価され

たらしい。
ある会合で、労働経済が専門で、 ～H~は東

大経済学部の教段であった隅谷一喜男氏が、
この調査報告を紹介し、ぜひ読むようにとすす

めて卜さったのをきいて、持労のしがいはあっ

たかなとJAった。
この委託調査が評価されたおかげで、次の

年にも申請したら、今度は｛計額の 10万円がい

ただけることになった。

私はこのお金をもって、労働科学研究所を
訪れ、斉藤一所長に面会を求めた。戦時中に
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在学していたH本矢子大の特別講義で、師峻

先叶1と制加、先'Eの講義はきいていたが、斉藤

先牛とは初対面だった。

そこで蚕糸労連で働いていると円己紹介を

し、調査報告書もお渡しし、製糸労働者の労働

実態について、医'1'的な調査をしていただけ

ないか、特にー交主主労働による疲労皮などを、

労働医?的に検証していただきたいのだとお

話した。 :1場側の受けいれについては、こち

らですべて準備しますからと懇願したのである。

はじめは労組の役只でもない私の来訪に、

とまどいの表情だ、った斉藤先生も、私のお願

いしていることが呑みこめると、すぐ2人の研

究員を所長室に|呼ばれた。際帥で当時は労働

生理学第1研究室の森,(I, j=:生氏と芯い小木

和孝氏だったo森|川氏は早くに故人となられた

が、小木氏は後にI L Oで活躍されたり、労研

の所長もされた。

斉藤所長はおふたりに、私の依頼について

説明され、ご一緒に話しあいをして、どうやら

受けいれていただけそうな気配となった。

おふたりが退席されてから、所長と経費につ

いて話をつめた。ともかく 10)jf'Jしかないので

すが、やっていただけるでしょうかと念を押した。

所長は、外部から受けいれる委託調査費とし

ては約半額なのだが、私たちにとっても、工場

にはいって、そういう調査をする機会は貴重な

ので、 10万円でやりましょうということになって、

ほっとした。

調査受け入れを口説く

担当して下さる森|吋・小木両氏の指導によ

り、どこの工場のどういう人たちを被験者にす

るかを検討した結果、埼玉県熊谷市にある円

台の熊谷工場と、岡県の鴻巣市にある都足の

鴻の巣工場で、実施することになった。

前者は、従米の繰糸機を2台受けもつ運転

をし、 H勤をしており、後者は白動繰糸機を運

転し、二交梓勤務をしている工場だった。

それぞれの工場で、もっとも主要な同じ職種

に従事する、勤続2年から5年の者(年齢にし

て 17~20 歳)で、健康な女子労働者を、前者

では 3 0名、後者では、先番から 2 5名、後番か

ら2 5 1 ' ,を被験者とすることになった。
こんな調査をするには、～該工場の工場長

と組合長との諒解をとるのが、最初の難題で

あった。

片倉・郁是ともに、まず労働組合の木部の

諒解をとりつけなければ、ゴ該 l場の支部長

の判断ではきめられない。

そこで繊維労連の中央執行委員会のさい、

両労組の委員長と書記長が出席するから、こ

のfIについて諒解をとりつけてもらうようにと、

その頃は労連の委員長になっていた小円さん

に頼んだ。すると小円さんは怠外にも、自分は

言及しないから、私白身が、 J"命と郡是の委

員長によく説明して、直接に諒解をとりつける

ようにと、いった。そのときは、なぜ小口さんが

話してくれないのかと思ったが、守にしてj思え

ば、会社側には勿論のこと、組合の男T幹部

にとっても、心臓を土足で踏みつけられるよう

な、受け人れがたい調宣だったろう。若かった

とはいえ、私も相3な猪突猛進をしたものだと

思う。

私は向労組の幹部に、臼動繰糸機やて交

答労働などで、女子組合只が市しんでいるこ

と、こういう状況を改善していくために、労働科

学の権威ある研究所の院予的調子王があれば、

会社と交渉する上でも、とても有利だと思うし、

謝杏結果の報告占に企業名は絶対に出さな

いと、 r垂に誠意をこめて説得した。内心は余

計なことをしてくれると思っただろうが、労組の

リーダーのたてまえとしては、反対できない。そ

こで調査実施工場の工場長と、組合支部長に

話をつけてくれることになったのである。

(注)調査結巣の%は、調査報告書の数字か

ら小数点以下を四捨丘入で不した。
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ドキュメント

アスベスト禁比をめぐる 
世界の動き
クリソタイルと代替品の健康リスクに関する見解

EU-CSTEE, 2002.12.17

クリソタイル■アスベスト及び有機代替品のヒト 
の健康に対するリスクに関する見解

I委託事項
CSTEE (毒性、環境毒性及び環境に関する専門 

委員会)は、その第32回総会に際して、2003年1月 
までに、新たな科学的証拠をレビューすることを明 
記した指令1999/77/EC ［1999年10月号48頁参照］ 
に従うことを求められた。
委託事項について議論され1998年のCSTE 

Eの見解［1998年12月号38頁］の基礎をなした以 
下と同一にすべきであるとされた。

ス手可能なデータに基づいて、以下の代替品が、 
クリソタイル•アスベストと同等またはそれ以上のヒト 
の健康に対する影響を引き起こすかどぅか?

ーセルロース繊維
一pm繊維
ーパラ孑ラミッド繊維
非アスベスト製品との比較で、副次的職業曝露を 

受ける労働者その他のアスベスト含有製品のユー 
ザーの相対リスクに、特別の検討が加えられた。
本見解で報告されたレビューは、1998-2002年

の間に報告されたクリソタイル及び有機代替品に関 
する科学的知見を要約している。
II メカニズムに関する一般的レビュー
最近開催されたある国際ワークショップで、基礎 

となるメカニズム並びに繊維及び粒子の毒性影響 
を特徴づけるのに必要な情報に関して議論されて 
いる(Greimet et al 2001)〇 (アスベストを含む)い 
くつかの繊維はヒトに発がん性であり、気管支 
原性(肺)がん及び中皮腫を引き起こすということ 
に合意をみている。多くの繊維が実験動物でがん 
を引き起こしており、繊維の長さ及び生物学的持 
続性が決定的要素である。生物学的持続性には、 
耐久性及び繊維の肺からの除去性が含まれ、後者 
はまた繊維の長さと関連性がある。耐久性の非常 
に低い繊維は、発がん性ではない。

ワークショップは、繊維の長さ、生物学的持続性 
及び炎症が、毒性及び発がん性の決定要因であ 
り、人体内では過積載状態は生じないという、以前 
の結論を確認した。沈着、耐久性及び除去性は、取 
り除くのが困難な薄くて耐久性のある長い繊維を拾 
い出す。平均の長さが17mm以上の繊維は、平均

安全センター情報2003年4月号47



|アスベスト童書泌をめぐる世喜界の動き E

の長さ 7 j L m以下のものよりもより有毒である。

長期間曝露の最もよいN O A E L (無毒性量)を定

説するのに、定常状態の肺組織に炎症反比、を引き

起こさない曝露が考慮されるかもしれない。したがっ

て、繊維のリスクの適正な特徴づけのためには、量

反比、、生物学的持続性、肺内にキ:灯る繊維の運動、

繊維の外由的形態がわからなければならない。

繊維の生休内の遺伝毒性は、ケリソタイルも含め

て、は) D N Aを損傷させる繊維のコンポーネンツの

乍成を台む直慢のメカニズム(一次的遺伝毒'VI)、

また、 b)慢性炎症の粘誕生じたDNA損傷核種によ

り引き起こされる間接的メカニズム(一次的遺伝毒

刊)経山で現われてL渇可能刊が窃る。特定の繊維

についての、これらの経路各々の寄日は、低量リ

スクを計イ曲するうえで決定的重要性をもっている。

さらに、あらゆる繊維は長期吸入すると炎府を引き

起こすが、そのすべてが発がん性であるわけでは

ないととから、炎liEが発がん性の唯一の決定的印I

来事であるとは考えられない。

却は)年のワーヶ、ンョ、ソプでは、繊維が直接出民E遺
伝毒性を引き起乙す可能性をもつかどうかについ

ては、引き続き解明が必必とされた。繊維は、椴化

体を生成する炎症を引き起こすので、これが、呼吸

により生ずる細胞内の酸化付加生成物の定常状態

のレベルに追加されることになる。曝露が低レベル

で炎症を起こさなければ、酸化防止及びDNA修

復システムが、余分な定化を妨げるかもしれない。

十分に高レベルかつ持続的な曝露が、防御メカニ

ズムを寄せつけないような慢性炎症を引き起こす

ことから、間接的J宣伝毒性は明らかになりつつある。

ケリソタイルの遺伝毒' 1 "1に閃しでは、ケリソタイル

繊維と晴乳類の細胞内のDNAの相互作用が、発

がんまたは遺伝子損傷を起とすロJ能性のある染

色体または変異現象を引き起こすのかもしれない

(Env Health Criteria 203) 。しかしながら、クリソ

タイルにより起とされ、維持される明確なメカニズム

は、十分には理解されてLミない。

McDonald のグ凡-ブは、 連の原著研究論文

のなかで (Liddcl1ら( 1997ヲ 1998)参照) 、ケりソタイ

ルは、少なくともヒ。ュアなかたちでは、中皮腫を引き

起こす可能性は、あξとしても最小で、クリソタイル

の全体的な発がんflはアンフfボール系よりもかな

り低いと提起している。

繊維の長期動物実験と人体との関連性をすド｛曲

するために、 MaximとMcConnell (2001)は、繊維

量測定(曝露と繊維のlIi市に対する負尚との閣係)及

び有効性に関する入手口J能な情報を要約している。

量測定モデルは、繊維の沈着及び除去率は、人体

内での )jがギが低いことを示した。ラットは、ヒ卜と同

程度の肺への負荷 (>20μ JI! gij市)で腺維起を発起

する。ヒ卜がラットよりも紺維に対して感受刊が高い

とする理由はないと結論づけられた。

Obcrdorstcr (2000)はまた、肺への影笠切誘発

の鍵となる'～囚としての量、寸法、繊維粒子の耐久

性の役割について論じている。とりわけ、繊維の持

続性が足も重要な役害JIを果たし、したがって祈たな

繊維状物質の探索においては、ぺて物学的持続'i'1

に最大の注意を払うべきであると結論づけた。

III 遺伝毒性及び短期毒性研究［省略］

IV 最近の長期実験研究［省略］

V 疫学研究原著調査

クリソタイJレ
ケリソタイルを使用する中|玉|の各種アスベスト製

ル集阿の3に対して 22 件)が報告された。そのクリソ

タイルは、阿川省の2つの鉱山 (1996年に6,。 0 0 ト

ンの原料アスベストを恒産)産で、アンフィポーA系

を含イlしていなL亡報告されている。純度は、 X線回

折分析及び分析透過電子顕微鏡法により測定され

トレモライトはこれらの手法の検出限界(。 . 0 0 1 % )

未満であった。作業現場のアスベスト濃度は測定さ

れていないが、 1999年に粉じん濃度は2mgjm3を

大きく 1:1門|っていた。寸、特定数の肺がんの組織学

的な確認はなされていない (Yano ら2削 1。)

(イタリア1t西部)パランジエロ採石場の労働者

の胸膜中皮腫に団するある研究は、期待値 0.15

に対して5件を確認している。アスベスト曝露をとも

なう他の職務に就いていた証拠は見出たらない。

累積曝露量は、 300-1000f/ml!年の範阿内であっ

た (Silvestriら 1999) 。この採有場は、パランジエ
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表1相対リスクレベルの要約

10211 

ルロース 3211 

ロイト(パランジエロで最初にみつかった形態学的に

アンフィボール系と同じ繊維状マグネシウム・鉄ケ

イ酸塩)に汚染された(重量で0.2-0.5%)クリソタイル

を生産した。

パラーアラミッド

パラーアラミ、ソドの長期影響に関する公式の疫学

調査は報告されていない。 1990年代初めのある有

病率調査では、高率の呼吸器の炎症、咳、呼吸困

難、息切れ及び疾の増加が示唆されているが、硫

酸及び、合成油への曝露が付随していた可能性があ

る(Palら1990)。

アセチル及び卜リアセチル・セルロース

1998年時点と比較すると、新たにセルロース繊

維曝露労働者の死亡率に関する公式の疫学調査

が、カナダで入手可能となった(Goldber只and

Theriault 1999)。全体的所見としては、セルロー

ス繊維は曝露が悪'生新生物または非新生物を形成

する呼吸器の状態と関連することは示唆されていな

い(表1参照)。

1. Pifer et al J Occup Med 1986;28・438-444

2. Lanes et al Scand J Work Environ Health 

1993; 19:426-428 

3. Goldber只&Theriault Am J Industr Med 

1999;2:889-907 

4. Gibbs et al J Environ Med 1996;38:693 

697 

Goldber只andTheriaultは、雇用期間と関連し

た肺がんの傾向は何ら見いだ、さなかった。繊維粉じ

んのレベルは与えられていない。

セルロース及び、フoラスティック繊維は切除された

ヒトの肺内、すなわち、非新生物の肺標本の83%

及び、悪d性の肺標本の97%で見つかった(Paulyら

1998)。この研究は再現されていない。

0.8 (0.6-0.9) 

ポリビニルアルコール(PVA)

最近の447人の男性曝露労働者及び2，416人の

非H暴露労働者を対象とした後ろ向き死亡率コホート

研究では、2集団のなかで全死因、肺がん死亡率と

も差異は認められなかった(Morina只aら1999)。

肺内のアスベストの種類と発がんリスク

過去数年間に、中皮腫・肺がんリスクと、肺組織

内の異なる種類の繊維濃度として推計されたアス

ベスト曝露(通常乾燥肺組織1m只当たりで示され

る)との関連を調べるかなりの数の研究が発表され

た(例えば、McDonaldら2001、Roedelsper只erら

1999)。これらの研究のデザインは、ケース・コント

ロールであるが、いくつか(例えばRoedelsper只erら)

では、ケース及び/またはコントロールの設定に選

択バイアスが生じているかもしれない。肺内のクリソ

タイル濃度と中皮腫のリスクとの関連は、以前は報

告されたが、今回はなかった。その生物学的持続性

の低さから、肺内のクリソタイル濃度は相対的に最

近の曝露を反映していると考えられることから、クリ

ソタイルとの関連の欠如については、慎重に検討

されるべきであると理解されている。

アスベスト曝露労働者のコホー卜調査のプ-
VI 
ル分析

異なる種類のアスベスト(クロシドライト、アモサ

イト、クリソタイルとアンフィボール系、クリソタイ

ルのみ)の累積曝露の推定を可能にする研究が、

ある主要な分析の中に含まれている (Hod只son

and Darnton 2000)。

6つの研究は、もっぱらクリソタイルのみに曝露

したと報告されたコホートに関するものであった。

彼らは、鉱山労働者の2つのコホート(各々 カナダ・

ケベ、ソクLiddellら1997及び、イタリア・パランジエ口、
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表2クリソタイル・アスベストのコホート・スタディ

川町田1/年当たりパーセンテージ期待死亡率、初回目暴露年齢で調整

(**) f/ml/年当たりパーセンテージ期待肺がんりスク

Piolattoら1990)、男女労働者について別々に分

析した織物労働者の1つのコホート(アメリカ・チヤー

ルストン Dementら1994)、アメリカ・ニューオーリ

ンズの1つのセメント・アスベスト工場労働者

(Hu只hesら1987)、アメリカ・コネチカットの1つの

摩擦材製造工場(McDonaldら1984)について検

討した。これらの研究においては、肺がんリスクの

推計は、2桁をこす幅があった。

もっぱらクリソタイルに曝露した6つのコホートの

主な特徴は、表2に示してある。

ケベックの鉱山地域でのみ、相当数の中皮腫が

観察された。肺がんについて、2つの最も参考にな

るコホートは、ケベックの鉱山労働者(最低リスク:

f/ml/年当たり0.06%の過剰リスク)及びチヤールス

トンの織物労働者(最高リスク:f/ml/年当たり4.6%

及び6.7%の過剰発がんリスク)であった。このリス

クの相違は、十分に説明されていない。チヤールス

トンの労働者は、ケベ、ソク産で、加工されたクリソタ

イルに曝露した。チヤールストンにおける非常に低

い中皮腫(の発生率)は、加工の過程でトレモライト

が取り除かれたこと(それゆえ、“ピュア"なクリソタイ

ルがヒトに肺がんを生じさせる能力)を示しているの

かもしれない。また、チヤールストンの肺がんは、鉱

物油から来ている可能性も示唆された。しかしなが

ら、鉱物油は強力な肺発がん物質ではない。さらに、

チヤールストンのコホート・スタディでは、半定量的

な変数としての鉱物油への曝露の検討では、少量、

中等度、高度のH暴露についてのオ、ソズ、比は各々 1.0、

50 安全センタ情報2003年4月号

1.1 (95%CIO.6-22)、1.5(0.8-2.8)と推定された(統

計的に有意な傾向ではない)oHod只sonand Darn 

ton (2000)はそのプール分析のなかで、曝露者10

万人当たりf/ml/年当たりの過剰肺がんは(チヤール

ストン・コホートを分析に含めるかどうかによって)1-

20の範囲(ベストエスティメート)、すなわち、アンプイ

ボール系についての推定の10分のlから50分の

1のリスクと推計された。このプール分析で推計され

た肺がんリスクは、表3-5に要約されている。

同じプール分析によると、クリソタイルに関連する

中皮腫は、アンフィボール系の対応するリスクより

もかなり小さい(1/100から1/500の間)。にもかかわ

らず、世界的に、トレモライトに汚染されていないと

思われるクリソタイルに曝露したコホートに、相当数

の胸膜がんが時折みられている。

全体として、筆者は3つのがん(胸膜、腹膜及び

肺がん)すべてのレビューの結果、非直線的関係を

示唆している。肺がんリスクは、曝露力の1.3倍に比

例すると推計された。これは、曝露が上昇するにし

たがって、リスクはH暴露よりも急勾配で増加すること

を意味し、このモデ、ルを用いた低量曝露への外挿

は、伝統的な直線モデルよりもリスクを低く見積もる

ことになる。筆者はしかるべく、統計数字その他の不

確実性から、これらの推計は慎重に検討されるべ

きであると指摘している。

VI 最近の主要な知見の概要

-近年、いくつかの所在地に源を発するクリソタイ



表3クロシドライト

Hodgson and Darntonの推計(過剰l数XR暴露者 10万人)ベスト・エステ

10 

1 

0.1 

0.01 

50 

5 

0.5 

0.05 

注 “ベストエスティメート"モデルは、非直線(!暴露力に対するリスク比二1.3)。示唆された最大のリスクは、直品官外挿により得られたー

表4クリソタイル(チヤールストンのデータを除く)

外挿)

6-50 

0ι5 

0.0ι0.5 

0∞ι0.05 

表5クリソタイル(チヤールストンのデータを含む)0 Hodgson and Darntonlこよれば¥この推計は、織物グレ ド

のクリソタイル(すなわち長い繊維)+鉱物油または類似物への同時曝露が生じる場合にのみ適用可能である。

しかし、同時曝露の有無によってチャルストンのデタが説明できるかどうかは議論が必要である。

→f/mlX年曝露当た1]2.3%の過剰肺がん

外挿)

100 230 

10 23 

1 2.3 

0.1 0.23 

0.01 0.023 

ルに曝露した労働者の胸膜中皮腫の、少ないが

それなりの数の過剰事例が疫学論文に発表され

てきている。

-中国のビ?ュアなクリ、ノタイルだ、と言われるアスベス

トに重度にH暴露した労働者のコホートで、過剰肺

がんが報告された。

-異なるレベルの累積曝露量のクリソタイルによる

肺及び胸膜がんのリスクを推計した、文献のプー

ル分析がある。中皮腫については、累積曝露量

lf/ml!年(すなわち、いくつかの諸国で受け容れ

られている基準である、O.lf!mlの濃度に10年間

曝露)の曝露者10万人当たりの推計過剰数は、

1-20の範囲内で、あった(ベストエスティメート5)。

日tonの推計(過剰l数XR暴露者10万人)。チヤール

-同じプール分析では、対応する肺がんの推計は、

(クリソタイル以外の発がん物質への曝露が仮定

されるものの証明されてはいなしユ)特定の一研究

を含めるかどうかによって、変わってくる。 lf/ml/

年(前述)について、この特定のー研究を分析に

入れるか入れないかによって、曝露者10万人当

たりの過剰肺がん事例は、各々2-30及び100と

十住計された。

-パラーアラミッド、PVAの長期影響に閲する新たな

疫学研究は報告されなかった。セルロース曝露労

働者に関する新たなコホート調査の結果は、過

剰発がんは見いだ、されなかったとする、以前の3

つの研究と一致していた。したがって、これらの3
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物質のいずれについても、ヒトに発がん'1'1であ

るという証拠はない。

-クリソタイルと他の繊維の影包吃比較した短期研

究は、ケリソタイルは、主 l立な代替物質であるパ

ラアラミッド、ポリビニルアルコール (PVA)及

びセルロースよりも危険であることを示した

(Harrison et a l 1999) 。ケリソタイルは、ケロシド

ライト及びエリオナイトよりは危険性が相対的に

少ないように思われる。

-セルロース繊維に悶する新たな諸研究は、この

物資の相対的に長い生物学的持続性を示した。

ラットについてのある州究では、腹膜へのれ入に

よって、この物質が腹膜肉腫をやじさせた。

・クリ、ノタイルは縦hr向に許Jrけて薄い吸人性繊維

を生成し、アンフィボール系アスベストよりは劣る

が、ほとんどの人造繊維よりも高い恒物学的持

続性をイlする。

-繊維の毒性に関する長本原則は、外形及び耐久

刊である。 、 ;1均の長さが1 7 μ m以|の繊維は、

平均の長さ7.u m以下の繊維ょηをよりイl毒であ

る。耐久性はまた繊維の長さによって決定される。

.ラ、ソトの肺内におけるケリソタイルの相対的に煩

い生物学的持続性にもかかわらず、吸人及び胸

膜 IJ 'i it入(実験)により、ケリ、ノタイルはラットに発

がん 'VIであること、また、ヒトに肺及び胸膜がん

を生じさせることが知られている。

・アンフィボール系に汚染されておらず、また、ほ

とんど(の繊維)が5μm未満に特別に調整され

た C oa l i n日aアスベストは、腺維化及び発がんを

引き起こさなかった。 Coalin同について示された

恒物学的影響がみられなかったということは、こ

¢きわめて特具なサンフοルの生物学的持続性に

よるものだ

繊維は、そのような影響を引き起こす。 Coalinga

繊維は、通常使用されるl肖業用クリ、ノタイルを代

表するものではない。

VII 結論

ほとんどの段近の科守的知見は、以前のデータ

と一致するものである。したがって、 CSTEEは、有需

な可能性の証拠は、クリソタイルについての)jがイl

機代替物質についてよりも広く存在しているという、

以前の結論を再言するものである。

とりわけ、ケリソタイルを含め、すべての種類のア

スベストは、ヒトに対して発がん '1'1であるという科学

的証拠が存在する。 3つの代替候補物質について

は、その繊維がヒトにがんを引き起とすという証拠

は入手できなかった。たしカヰこ、 PVA及びパラアラ

ミッド曝露労働者の反学的観察の欠如が、相対的

に低いH暴露及び/または~該物質の虚業利用の開

始からの|持山経過が矩いことによるかもしれないの

に対して、セルロース繊維については、基礎研究の

デザイン上の限界を反映しているかもしれない。

3つの代替繊維に関する、 11門| 及び慢数|門|反

復 投入実験による毒性データは、いまだ不十分

であり、クリソタイルとの旭切な比較ができるように

はなっていない。ここから外れる可能刊があるのは

パラアラミ、ソドで、 連のラットによる実験で、同量

のクリソタイルを与えられたよりも炎厄及び細胞増

殖を引き起こす剖合は低いことが不されている。セ

ルロースの、試験管内で 定の炎症関連変化を引

き起こす能力、及び動物|付における相対的に長い

持続刊は、心配の種を与えている。

寸法、吸人性、生物学的持続性及び破砕可能性

などの繊維の特徴は、異なる種類の繊維の聞の潜

在的影響を全体的に比較するための、|日JI幸的な弘!

素を提供する。このような特徴に基づくと、人体にお

ける繊維状物質の長期毒性のメカニズムに関する

現在の知見は、代替物質は商川クリソタイルよりも

の告ではなく、同様にクリソタイルはアンフィボール

系アスベストよりも有害ではないとtlう推論と矛盾し

ない。

C S T E Eはまた、これらの結論は、代替繊維を製

造または使用する職場の尉境管聞を緩和してもよ

いとLゆえ脈に解釈すべきではないという、その(以

前のけ占論も再ーする毛のである。最後に、 CSTEE

は、代替繊維の毒性皮ぴ疫学の分野はもちろん、

新たなより太い(吸入刊のよW!>ない)繊維を闘充す

る技術においても、調金研究を拡大するこ町市

とを強く勧告する。 臥岨
※原文は、 http:J Jeu ropa. eu. in tJ commJfoodJfsJ

scJsctJout1 6 9 en.pdfで人子できる。
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2つ追加して6セッションで
東京♦第1〇回労働安全衛生学校

【はじめに】
昨年11月29、30日の2日間、 

毎年1回の東京労働安全衛生セ 
ンターの恒例行事である東京労働 
安全衛生学校が開催された。10回 
目となる今回は、これまでの変遷 
を踏まえて、2日間コース、POSI- 
TIVE方式(最初に工場見学)で実 
施することは従来どおりだが、これ 
までの4セッション(物の運搬と保 
管、作業を人間に合わせる、有害 
作業環境の改善、機械と設備の 
安全)に加えて、「福利厚生と作業 
編成」、「環境保護」の2つ〇セッショ 
ンを追加することにした。

これらは包括的な安全衛生活 
動をめざすために重要な分野であ 
り、IS014000等環境保護課題の 
重要性が中小企業へも浸透して 
きていることも反映している。見学 
工場は、東京東部労組の支部が 
あるデイベンロイ•リネンサプライ 
のクリーニングエ場にお願いした。 
1998年に続いて4年ぶりである。

また、昨年に続いてヴェトナム- 
カント省衛生局からレ.タン•ハイ 
局長と同省労働衛生環境セン 
ター、通称ECHOからトン•タット- 
カイ所長他スタッフ2名の4名、さ 
らに韓国から、産業安全保健研 
究院産業保健衛生研究室長のパ 
ク•ジュンスンさんの、海外ゲスト 
計5名も全ての日程に参加してい 

ただいた。
【工場見学とチェックリスト実習】

11月29日朝、参加者とスタッフ 
合わせて29名が、デイベンロイの 
工場を訪ねた。会社から工場の説 
明、スタッフからチェックリストの使 
い方の説明後、3班に分かれて見 
学を開始した。この工場では、約 
150人の労働者が制服、タオル、 
シーツ等のリネン製品のクリーニ 
ングに従事しており、都内でも最 
大規模のクリーニングエ場である。
工程は、仕分け一洗い一すす 

ぎ一脱水一乾燥ープレスー梱包 
一仕分け、伽こドライクリーニング 
とワイシャツの作業場がある。衣 
類からの粉じん、高温、多湿、騒 
音、有機溶剤等の有害物、重量 
物、排水への対策が工場の主な 
課題であり、前回の見学では既に 
対策が数多く実施されていた。

この安全学校では、見学するだ 
けではなく、アクション•チェックリス 
卜を使って31項目をチェックする。 
例えば「通路を確保し、マークしま 
す」という提案型の項目に対して、 
改善の要否を判断する。チェック 
項目には絵が示されており、この 
改善が行われたときに、どのよう 
な利点があるかイメージしやすい。 
典型的で具体的な改善提案を提 
示することにより、改善活動とその 
トレーニングの初めの一歩を踏み 

出しやすいものにすることがチェッ 
クリストの当初の目的である。

ディベンロイの工場は先の複 
数の課題があり、改善も多ぐ 
チェックリスト実習には理想的なエ 
場といえる。今回は新設された排 
水処理システムが注目を集め、他 
にも様々に工夫改善された台車、 
多数のスポットクーラー、冷水機、 
冷蔵庫等のよい事例が見られた。 
参加者は自ら記入したチェックリス 
卜に基づいて2日間のグループ討 
論で、見学した工場について討論 
を重ねる。30人近い見学はこれま 
でで最も多かった。会社と労働組 
合の皆さんの協力で無事に終え 
ることができた。
【セッシヨン】
前回同様に、各セッションは現 

場での仕事や活動に従事してい 
る皆さんにファシリテーターをやっ 
てもらうことをめざし、「物の運搬と 
保管」は下町ユニオンの笠原昌弘 
さん、「作業を人間に合わせる」は 
墨田区で保健師として働いている 
辻裏佳子さん、「機械と設備の安 
全」は全統一労働組合光輪モー 
タース分会の対馬光夫さん、「有 
害作業環境の改善」は東京東部 
労組永柳工業支部の小峰忠生さ 
んにお願いした。
笠原さんは、昨年のメコンデル 

夕2002で初めて参加型活動に触 
れ、その後ユニオンでの新人組合 
員トレーニングにこの手法を取り 
入れており、辻裏さんも同じぐ 
ECHOを通じてセンターと知り合 
い、昨年からファシリテーターをお 
願いしている。対馬さんは全統一 
労組の、小峰さんは東部労組の、 
労働安全衛生活動の中心的役割
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を担ってく/ゝる。対馬さんは初めて、 
小峰さんは2度目のファシリテー 
ター役である。

「福利厚生と作業編成」は初め 
てのセッションということもあり、セ 
ンターの飯田事務局長が、そして 
「環境保護」はECHOのカイ所長 
が担当した。それぞれのセッション 
ではファンリテーターが20分間程 
度のプレゼンテーションを行い、そ 
の中で各領域の改善のポイントを 
示す。これは昨年ソウルで行われ 
たWISEセミナーに習って、絵と改 
善写真の両方で示し、分かりやす 
さを追求した。プレゼンテーション 
の最後にグループ討論の課題を 
示し、20分間のグループ討論、20 
分間のグループ発表と全体討論 
が続き、約1時間で1セッションを 
終了する。
工場見学直後の第一印象によ 

るグループ討論を行う第1セッショ 
ン、続いて5つの領域のセッション 
2から6、参加者間の経験を交流 
するセッション「改善へのアプロー 
チ」、そして最後に「最終提案」セッ 
ションを行う。参加者は2日間で計 
8回のグループ討論を行い、結果 
を発表する。これはなかなかハー 
ドなのだが、参加者の皆さんは、 
本当に熱心に議論し、時間が足 
りないという声を何度も聞いた。 
【ヴェトナ厶からのゲスト】
今回は、昨年と同様ヴェトナム 

からのゲストを招待した。昨年、力 
ント省衛生局長に就任されたばか 
りのハイさんはカント省の保健、衛 
生、環境行政の長であり、カイさん 
の上司である。今回は、これまで 
長く続けられてきたECHO、労働 
科学研究所と東京安全センター®

共同の活動を直接体験するため 
に来日した。ハイさんには、カント 
省の農村におけるボランティアに 
よる住民教育という大変興味深い 
発表も行っていただいた。また、 
ECHOスタッフの2人は、グループ 
討論でも積極的に発言、発表を 
行っていた。
所長のカイさんには前述のよう 

に環境保護セッションを担当してい 
ただき、センターの用意した教材を 
使いこなして、素晴らしいプレゼン 
テーションを行った。
海外ゲストの招聘は今回で3回 

連続となる。普段は知ることのない 
アジアの国々での安全衛生活動 
の実際を直接聞き、また、グルー 
プ討論への積極的な姿勢など触 
発されることが多い。
【最終提案】

2日間のコースで8回のグルー 
プ討論を行い、そのうち7回は見 
学工場にっいての討論だったが、 
それらを総括し、最後のセッション 
では、「最終提案」を討論し決定し 
た。よい点として挙げられたのは、 
①台車の工夫、②排水のリサイク 
ルシステム、③スポットクーラー、

④自然光の活用、⑤トイレと浴室 
等、改善提案は、①照明の整備、 
②安全(危険)表示する、③配線 
の整備、④通路と作業場を分け 
る、⑤転落防止等のガード、⑥機 
械への断熱と防音、⑦救急箱の 
設置等が出された。これらは報告 
書にまとめて、デイベンロイの会 
社と労働組合へ提出した。
XXX

1990年の研修会からスタートし 
た参加型安全衛生活動のトレー 
ニングコースは、対象や形式を変 
えながら現状のかたちになりまし 
た。これは、多くの人たちの議論、 
提案、工夫改善によるものであり、 
センターにとってはひとつの財産 
であると考えます。今後も切磋琢 
磨し、終わりのない改善を心掛け 
たいと思います。これまでに助言 
をいただいた皆さん、ゲストの皆さ 
ん、今回ファシリテーターを勤めて 
いただいた皆さん、デイベンロイリ 
ネンサプライと労働組合の皆さん、 
そして今回も充分な熱意と誠意を 
もって参加していただいた参加者 
の皆さんに謝意と敬意を表します。 

(東京労働安全衛生センター)

配送待機中の殺害が労災に 
大阪參「実質的勤務中」と判断

共同通信は3月14日、以下の 
ように報じている。
XXX
大阪府豊中市で昨年2月、配送 

の待機中に殺害されトラックを奪 

われた運転手岡野満義さん=大 
阪府、当時(57)=について、大阪 
中央労働基準監督署は14日まで 
に、労災認定して遺族に一時金 
3⑴万円と遺族年金などの労災保
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険給付をすると決定した。
労災の相談活動をしてV %全国 

労働安全衛生センター連絡会議 
(東京)によると、勤務時間外に殺 
人事件に巻き込まれた被害者が 
労災認定されるのは極めて異例 
という。
同労基署は、勤務先のトラック 

に乗り配達用荷物を積んでいたこ 
となどを考慮。納品の順番待ちの 
ため、普段から夜間のうちに事件 
現場に至！!着していたことから「実質 
的に勤務中」と半撕した。
大阪府警が殺害の実行犯と断 

定した親子=いずれも死亡=と岡 
野さんに接点がなかったことも重 
視し「事件は恨みによるものでは 
なく、偶然巻き込まれた」と認めた。
事件は昨年2月8日未明、豊中 

市内の配達先にトラックを止めて 
いた岡野さんが、ハンマーのよう 
なもので殴られ殺害された。遺体 
は同府箕面市の山中に遺棄され、 
同月10日に見つかった。
大阪府警は、トラックを奪う目的 

で岡野さんを殺害した犯行と断定 
し、強盗殺人容疑などで容疑者死 
亡のまま親子を書類送検。大阪地 
検は容疑を認定したうえで不起訴 
処分とした。
全国労働安全衛生センター連絡 
会議の古谷杉郎事務局長の話
配達先に事前に至IJ着して待機 

するのはトラック運転手の勤務実 
態として一般的になっている。「使 
用者の指揮下にない勤務時間外」 
として、しゃくし定規に退けなかった 
点で今回の認定は画期的だ。
大阪の運転手殺害
昨年2月10日、大阪府箕面市 

の山中で運転手岡野満義さんの 
他殺体が見つかり、岡野さんの死 
後とみられる同月9日、同府豊中 
市内で無職男が岡野さんのトラッ 
クにはねられ死亡していたことが 
判明。同月18日には男の長男が 
自殺した。大阪府警は、死亡した

親子が同月8日、トラックを奪うた
めに岡野さんを殺害し遺体を遺棄 
したと断定。ひき逃げ事故を裝い 
保険金をだまし取るため、男の依 
頼を受けた長男が奪ったトラック 
で男をひいて殺害したと結 
論づけた。 刪

高次脳機能障害で緊急要望
専門検討会參精神■神経の障害認定

「精神•神経の障害認定に関す 
る専門検討会」は、2000年2月9 
日に第1回会合を開いた後、精神 
部会と神経部会にわかれて検討 
が進められている模様である。そ 
して、精神分科会はさる3月12日 
の第18回会合において、「専門検 
討会報告書(たたき台)」、「精神の 
障害に係る意見書の様式」の検討 
を大方終え、神経分科会の作業 
が終了するのを待って、全体会を 
開催して検討会としての報告書を 
改正させる予定と伝えられる。
神経分科会については、3月5 
日に第20回会合が行われたが、 
この日、日本脳外傷友の会等の 
高次脳機能障害の当事者家族団 
体から、別掲のような緊急要望が 
提出された。これまで二つの分科 
会とも会議が公開されていたもの 
の、傍聴はほとんどなく、私たちも 
十分な傍聴体制がとれてレゝなかっ 
た。今回の緊急要望に対して、分 
科会、厚生労働省がどのような対 
応をとっていくか、政策決定の透 
明•公正性が問われている。

労働災害の障害認定に
関する緊急要望

平素より、労働災害による高次 
脳機能障害者に対するご支援を 
賜り感謝いたしております。

この18、貴局が主催する「精神- 
神経の障害認定に関する専門検 
討会神経分科会において検討が 
行われている高次脳機能障害に 
関する障害認定の解釈は、実態 
を反映していないという面から社 
会的な問題を招く恐れがあります。 
これまでも不利な認定を受けてき 
た高次脳機能障害者の実態を踏 
まえて検討のあり方を含めた抜本 
的な改善策を講じることを強く要望 
いたしますとともに神経分科会に 
おいて、当事者家族の会からの 
意見聴取の機会を設定していただ 
きたくお願い申し上げます。
1高次脳機能障害の障害実 
態
高次脳機能障害者は多彩な障 

害(記憶障害ゃ注意障害、遂行機 
能障害、情報処理や洞察能力の
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低下、自己の陣需認識能 }Jの低

下および社会fT重}J面の陪当など)

により社会生活上のさまざまな制

限を受けております。

高次flì~機能障告は、円常的会

話などかうは障害が判らない程度

であっす戊ぷ就労を台めた社会中活

に重大な影響をもたらします。

向次脳機能障害者は社会生活

への適応凶難だけでなく、 H常サ1

r~.においても家族なとの文援を必

要としております。とれらのことは

働く|での前提となる能力であり、

労働能力喪火卒に大きく関係して

います。この障害を持つ多くの～

事者は「町主総能州民下lこ伴引 tlQJ

を必要としております。

とれまで7級や9級の認定を受

けてきている者でも就労のみなら

ず、家庭・社会生活に介助ゃ支援

がなければ生活の常みを果たせ

ない状況があり、家族亡き後の干

犯不安を市に抱きながら当事者

の生活を支えて宇均ます。また、家

庭内では看視や声カヰナカ3なけれ

ば通常の生活ができない者や、屋

外では常時付き添いが必要な状

態の者でも1級や2級の必介護状

態の範院として認定されていない

実態があります。われわれには、

脳の|埠需がなぜこのように瞬く認

定されるのか理由がわかりませ

ん。

2 高;欠脳機能障害者をめぐ

る最近の状況

平成12年には、「白賠責保険

における今後のあり方に係る懇

談会」後遺症部会1::;［ういて障当認

定が不利な状態に主る局次脳機

能障需者について認定のあり方

を改善する必要性が指摘され、こ

れを受けて旧運輸省、自動卓交通

局長が自動車保険半開定会に対

して両次脳機能障害認定に関す

る専門委員会を設問し、認定シス

テムの確立を行うよう求めており

ます。設置された「高次脳機能障

需認定システム碓¥r.検討委員会」

により、認定のシステムの改苦は

|刈られましたが、白日高責保険の障

需認定基準が労災降下空認定基準

に準ずるために障告認定基準日

体の見直U託子オコれませんでした。

一方、高次脳機能障需の社会

復帰・参加が進まない実態を踏ま

えて、厚生労働省は、平成 13年度
より「高次脳機能障需支援モデル

事業」を実施しております。

とのモデル事業では全同から

症例を期責し、分析検討を重ね「診

断・評価の基準」の作成にも取り

組もうとしております。全国の局次

脳機能障害に関する専門家の英

知を結集しての取り組みであξと

私たちは認識しております。

この度、労災の降下守認定に関

する専I"J検討会が開催され高次

脳機能障害について宅検討が行

われていることを知り、私たち当事

者家族の会としては、根本的な問

題改善への取組みが始まったの

カ之期待したところですが、神経分

科会の検討資料を見る限り、内存

が実態に逆行するものであり看過

することができません。

3 高;欠脳機能障害者の職業

的な実態

復職しー民>仕事に対; ; t ¥できず退

職への道を辿る者、就労意欲が

あり就労を果たしたくてもミスの繰

り返しゃ状況判断、人との団係っ

くりなどができずに継続的な就労

を維持できない当事者も多くおり

ます。わが国では数少ない専門的

な就労支駁サービスを受けた出事

者であっても、継続的な就労に雫

らない者が多いとLの状況でもあ

ります。

就労を継続してl 'る当事者の多

くは日己の障当を認識でき、かつ

職場Hの理解と手厚い配慮、により就

労が維持されている状況であり、

残念ながう現状では 握仁の人た

ちです。

4 神経分科会の検討のあり

方について

神経分科1とより示されて"る r:;~

質fl仲経・精神i章常判定表(以下

「判定表」とL 汚)には高次郎～機能

障害者の労働能力の実態や社会

中活|の凶難さに対する家族な

どの生活管理文援などの実態が

反映されていないという問題があ

ります。

分科会では、高次則前機能障当

の詐価方法の検討を「判定表」作

成によりほぼ終fしたとしてL氾ょ
うですが、検討過程において高次

脳機能障害者切能力障害や職業

的能力について、この分野の院

学的専門家、職業リハ巳jテーンョ

ン与門dポ、信社告W~'ポ、~事斉家

族の会より意見聴収を実施してお

らず、検討結以がもたらす社会的

志昧や影響の重さを鑑みて検討

が行われたとは考え難い状況に

あります。

～事者団体としては、将来不幸

にして高次脳機能降下守となる国民

の不利益を守るためにも現伝示

されている「判定去」の内容が今後

の高次脳機能障需の|埠需認定解

釈f基準むな記とを断じて存認で
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きません。
高次脳機能障害者がこのよう 

な問題をかかえている点にご留意 
いただき、公正な労働能力喪失お 
よび介護認定の判断基準が作成 
されるために、貴局における今後 
の検討の進め方について下記の 
ことを強く要望します。

記
① 社会生活上の困難さや介護 

(生活遂行の管理など)状態、お 
よび残存労働能力の実態を反 
映させた基準•解釈作りを行うこ 
と。そのために早急な結論を急 
がず十分な検討を重ねること。

② 社会的な影響が極めて大き 
い問題であるという認識のもと、 
幅広復見聴取する機会を設け 
ること。

③ 労災病院などの障害認定の 
協力医が高次脳機能障害を理 
解していな！/ゝ状況の改善を図る 
ために高次脳機能障害につい 
ての研修制度を設けること。

④ これまで不利な判定を受け 
てきた被災者に対じT再認定制 
度を充実させるなど、高次脳機 
能障害など精神分野の障害認 
定等級認定や、調査および審 
査方法のあり方についても抜 
本的な見直し検討を始める乙匕
本件に関し、神経分科会にお 

いて当事者家族の会として意見聴 
取の機会を与えていただきたく重 
ねてお願い申し上げます。
(主唱団体)
日本脳外傷友の会

会長•東川悦子 
(全国各地の会の連合体：北海道 
(札幌市、道北支部、道東支部、 
道南支部)、埼玉県、神奈川県(横

浜市、福島県支部、東京地区)、 
静岡県、愛知県(名古屋市、三重 
県支部、富山県支部、岐阜県支 
部、豊橋市支部)、新潟県、長野 
県、滋賀県、奈良県、岡山県、広 
島県、島根(鳥取)県、福岡県) 
「緊急要望」賛同団体(2月26日現 
在)
頭部外傷や病気による後遺症を 
持つ若者と家族の会

会長•桑山雄次 
高次脳機能障害者の集い「調布 
ドリーム」 代表•矢田千鶴子

高次脳機能障害•横浜はばたきの 
会 代表•関信子
高次脳機能障害者の会「ハイリハ
東京」 事務局•小沢京子
高次脳機能障害を考える「サーク
ルエコー」 代表•田辺和子
鳥取県高次脳機能障害者家族会

会長•森田多賀枝
足立さくら会代表•渕脇美佐子 
日本医療社会事業協会

会長•高田玲子
日本てんかん協会

会長•鶴井啓司

「労災かくし排除」強化旬間
東京參ホットラインへの相談はゼロ

東京労働局は2月28日、本年 
3月11日から同月20日までの10 
日間「労災かくし排除」周知•啓発 
強化旬間を実施するこを発表し 
た(http://ww.roudoukyoku.go. 
ip/参照)。
1送検事例及ぴ送検件数の 
推移
労働災害が発生した場合には、 

労働者死傷病報告書を提出する 
とともに、労働者災害補償保険法 
(以下「労災保険法」という。)に係 
る手続を取らなければならない。

しかしながら、近年、これら法定 
の手続をとらない「労災かくし」(労 
働災害が発生した場合に所轄労 
働基準監督署に届出が義務付け

てし巧「労働者死傷病報告書」 
を、その発生事実を隠蔽するため 
に故意に提出しない、あるいは虚

偽の内容を記載して提出するこy 
が増加してきている。

これらの事例を見ると、労災保 
険ではない他の保険制度を用い、 
診療費の一定額を補填するなど 
していたものの、これが滞り被災 
労働者が生活に困窮するといっ 
た例、被災労働者が不法就労外 
国人であることから、その発覚を 
恐れ、保険をまったく使用せず、一 
定の金員を支払って秘匿した例等 
が認められており、東京労働局と 
しては、こうした「労災かくし」を行っ 
た事業者等を送検してきている。

これまで、東京労働局管内の労 
働基準監督署が、「労災かくし」と 
して検察庁に送検した事案は、 
1998年には3件、1999年には2 
件、2000年には4件、2001年に 
は13件、2002年には8件と増加

安全センター情報2〇〇3年4月号57

http://ww.roudoukyoku.go


各地の便り

傾向が認められ、これらのうち建 
設業が90.0% (27件)を占めてお 
り最も多い。
2 「労災かくし」が行われる理
由
「労災かくし」が行われる理由と 

しては、過去の例を見ると、労働災 
害を発生させたことが明らかになっ 
た場合、teB青事業者からの工事 
の受注の支障となること、監督署 
が調査に入り指導を受けること、 
あるいは労災保険料が高くなるこ 
と等が多く認められる。
特に建設業に関しては、工事量 

の減少、元請による下請事業者 
の選別の強化等により受注環境 
が厳しくなっていること、また経営 
環境が厳しさを増す中で労災保険 
料に係る支出を低く押さえたいと 
いった状況にあることから、今後 
「労災かくし」の増カロが懸念される。 
3対策
東京労働局では、「労災かくし」 

が後を絶たないことから、
ア労働災害が発生した場合に
取るべき手続の概要

イ「労災Mし」は犯罪に該当し、
行ってはならないこと

を労使関係者はもとより、広く一般 
の方にも周知するため、建設業等 
において年度末に災害が多いと 
いう実情を踏まえ、本年3月11日 
から同20日まで、「『労災かくし排 
除』周知•啓発強化旬間」を実施す 
ることとした。
旬間中の実施事項は、次のと 

おり。
(1) 「労災かくしホットライン」を東 
京労働局に設置し、被災労働 
者、家族あるいは同僚の方な 
どからの「労災かくし」に関する 
相談に応える。
設置期間：平成15年3月13日 
(木)及び14日(金)の2日間 
時間：午前10時から午後5時 
まで
電話番号：03-3812-2920

(2) r労災かくし相談コーナー」を 
都内の各労働基準監督署に設 
け、被災労働者の方などからの 
「労災:かくし」に関する相談に応 
える。

設置期間：平成15年3月11日 
:から20日まで
時間：午前10時から午後5時
まで
設置場所:都内の18の全労働 
基準監督署

⑶ 過去「労災かくし」事案が特に 
多く認められる建設業の建設現 
場に対し、旬間中に集中的に 
監督指導を実施し、上記1のア 
及びイについて周知•指導を行
う
4今後の対応
今後においては、「『労災かくし 

排除』周知•啓発強化旬間」の実 
施を始めとして、「労災かくし」の排 
除について周知•啓発を強化する 
とともに、悪質な事案については、 
引き続き、送検を含め厳正に対処
していくこととしている。
※労災かくし送検事例(2002年

1月〜12月)も示されている。
※「労災かくしホットライン」の相談
件数は、新聞が1紙しか取り上
げてくれなかったことも 
あり⑺、〇件だった。

全国労働安全衞生センター連絡会議(略称:全国安全センター)は、 
各地の地域安全(労災職業病)センターを母体とした、働く者の安全と 
健康のための全国ネットワークとして、1990年5月12日に設立されま
した。

①最新情報満載の月刊誌「安全センター情報」 
を発行しているほか、②労災認定•補償問題等々 
での相談、③「労働安全衛生学校」の開催や講 
師の派遣など学習会•トレーニングへの協力、④ 
働く者の立場で調査•研究•政策提言、⑤世界の 
労働安全衛生団体との交流などさまざまな取り組

セン
みを行っています。

「安全センター情報」は、運動•行政•研究等各分野の最新情報の提 
供、動向の解説、問題提起や全国各地•世界各国の状況など、他で 
は得られない情報を満載しています。
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Outcomes of the enforcement of 
IDL (Information Disclosure Law) 

since April2001 
KAWAMOTO Hiroyuki 

Kanagawa Occupational Safety and Health Center 

Th巴IDL(Information Disclo-
sure Law) came into force in Ja 
pan in April 2001 after a lon只na-
tionwide discussion. 
Th巴authoritygiv巴nto c巴ntral
只overnmentbureaucrats has b巴en
exc巴ssivelystron只inJapan du巳to
historical back只roundof the恥f巴iii
R巴storation.
Bureaucrats have been main 
tain巴dsecr巴cyin order to maintain 
th巴irauthority from th巴只rassroots 
by means of information control 
and mana只ement.On the other 
hand， information could be ob 
tained throu只hDi巳tmembers es-
peciall y those of th巴ru日n只par-
tles. 
The Ministry of Health， Labour 
and Welfar巴(MHLW) is no exc叩-
tion. The Work巴rs'Accident Com-
pensation lnsurance， for example， 
that forms the basis of workers' 
compensation is in reality admin-
ister巴dnot only by 1巴只alinstru-
ments (law， ordinance and re 
只ulations)but also by additional 
administrativ巴notlc巴sissued by 
the MHLW. 
恥1anyof thes巴administrative
notlc巴sare cate只onz巴das internal 
documents that ar巴notavailabl巴
to the只eneralpublic who are not 
even awar巳oftheir existence. 
This means that the most impor-
tant information conc巴rmn只work-
ers' compensation is hidden from 
the victims and survivors. 
The J apan Occupational Safety 
and Health Resource Center 
(JOSHRC) have strongly called for 
the disclosure of ev巴ryofficial in 

formation through n巴只otiations
with th巴MHLW.
Thanks to the enforc巴mentof 
IDL， th巴existenceof the adminis 
trative notices and other docu 
ments has finally com巴tobe in the 
public domain. 
The r巴asonswhy thes巴docu
ments were concealed from the 
public ar巳notcompletely under-
stood by them. 
The details of res巴arch巳sen 
trusted to universities and labora 
tories by the MHL W have not be巳n
disclosed to th巴publicwith no r巴a-
son只iven，despite requ巳stsfrom 
the JOSHRC. Th巴r巴sponsefrom 
the MHL W was that they could not 
understand the word "entrusted" 
which is frequently used in their 
internal documents 
A partial disclosure has now 
be巴nmade after the enforc巴m巴nt
efforts of the IDL. Th巴r巴sultsof 
the r巴search巴srelatin只to"saf巳ty
and health" ar巴tobe made offi-
ciall y available to the public un-
lik巴militaryresearch回
The IDL helped us to只etinfor-
mation， from Kana只awaprefecture 
只overnment，conc巴rmn只lI1c1l1era-
tion facilities where ther巴ar巴fears
of dioxin只eneration.On the other 
hand， the nam巳sof the m巳dical
doctors and m巴dicaladvisors who 
will只ivetheir professional opin 
ions concernin只workers'compen-
sation to help Labour Standards 
lnspection Office (LSIO) to decide 
whether an iniury/disease is巴li只ibl巴
for b巴n巴fitsfrom the Work巴rs'
Accid巳ntCompensation lnsurance 

or not， were not provided. The rea-
son of this non-disclosure is巳x-
plained by LSIO as b巴in只toodif-
ficult to maintain fair treatm巴ntsin 
the case where nam巴swould be 
made known to th巳public.
京/巴believethat the fairness of 
professional i ud只巴mentsis main 
tained by the disclosure of infor 
mation that allows public criticism 
The Promotin只Settlementsfor 
lndividual Labour Dispute Law 
has been enforced since October 
2001 and this constituted new 
methods for th巴conciliationsof 
labour disput巴sespecially in non 
unionized companies where there 
are an 1I1creas1l1只numb巴rof labour 
disputes due to the巴conomicde-
presslOn. 
Six conciliators are nominat巴d
in Kanagawa pref巴cturebut their 
names were a回inhidden from the 
public with a reason of maintain 
111只fairness.Consensus-building 
between labour and mana只巴ment
primarily depends on the trust pro-
vided by the conciliators and there 
fore the disclosure of information 
was requested based on IDL but 
the prefectureξovernment decided 
a只ainstpublic disclosure of those 
names. 
An app巴alabout th巴 above-
m巴ntionedLSIO cas巴wasmad巴to
the Information Disclosure Review 
Panel (IDRP) and the IDRP issued 
a verdict to comply with th巴IDL.
Th巴MHLWMinist巴rfinall y de-
cided to disclose the information 
in th巳sprin只of2002 but the m巴di-
cal doctors and advisors made an 
appeal 昭 ainstto th巴minister's
d巴cision.The IDRP reviewed the 
cas巴anda只ainissued a v巴1・dictask-
m只forinformation disclosure a 
V巴arand half aft巴rth巴firstdisclo-
sure claim 
This shows that the MHL W is 
reluctant to disclos巳anyinforma-
tion and ev巴rydisclosur巴claimis 
simply r巴i巴ctedwaitin只th巴deci
sion of IDRP. The MHLW ap-
P巳arsto devise criteria for the dis-
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closure of information by means 
of an accumulation of precedents 
that takes hundreds of years to r巴-
solve. 
We reco又nizethat claims for 

the disclosure of information in 
lar只巴amountwill pr巴vents巴crecy
in the MHL V administration and 
which will r巴sultin a mor巴demo
cratic administration for workers. 

Mental disorders reco宮nizedas an 
occupational disease 

TAJI恥1AYoko 
Kansai Occupational Safety and Health Cente! 

The ministry of Health， Labor and W巳lfare(MHL W) in J apan pro-
vides Workers' Accident Compensation Insuranc巴(WACI)which com 
pensates the victims!survivors for巴conomica110ss due to an iniury! 
disease re只ardlessof the victim's nationa1ity and le只alstatus 
恥lenta1disorders have been re丘ardedas a persona1 illness that has no 
re1ation to th巳workcarried out by the victims. Only 15 cases were reco只
nized as occupationa1 diseases during 16 y巴arsfrom 1983 to 1998 and in 
most of them m巴ntaldisorders developed iust after serious occupational 
iniuries or accid巳nts.
Mental disorder caused by stress at work was much more difficult to 
b巴reco伊1Izedas an occupational dis 
巴asewithout brin只ln只th巴caseto the 

shorter than prior to the introduc 
tion of the只uidelin巴S
Neverthe1巴ssthere is still p1enty 
of room for further improv巳ments
in the只uidelines.The number of 
reco只nizedmenta1 disord巴rsln-
creased， but was on1y severa1 tens 
cases in J apan. Therefore the 
guid巴1inesshou1d provide more 
巴nhancedcriteria for stress du巴to
awork巴rs'responsibilitis， which is 
re只ardedas 1ess important than 
accidents 
Th巴administration'sview that 
a menta1 disorder d巴ve10psas a 
result of the weakness in worker's 
charact巳rhas chan只巴dlitt1巳todate. 
Reco只nitionfor occupational 
menta1 disord巴ris still difficult to 
obtain but w巳needto work with 
MHL羽Tto und巴rstandthe neces 
sity for a broader covera只巴 ofthe 
recognition of occupationa1 dis一
巳as巴s.

court. Since the chances of winnin只of
inl a lawsuit hav巴increasedin rec巴nt
years， the new Recognition Guidelines 
for M巴ntalDisorders w巴r巴issuedto 
cover 1巳只alprec巳d巳ntssuch as suicide 
caused by menta1 str巴ssdue to the work 

Flowchart: Reco日nitionl:Iuidelines for mental disorders 
Adminisfrafive No甘ceNO.544/1999 (14 Sep. 1999) 

The guidelines provide means of 
m巴asurin只mentalstr巴ssin a seri巳sof 
steps so that it is possib1e to make ob-
iective iud只ments.Reco只nitionfor m巴n
ta1 disord巴rshave increasedトincethe 
introduction of th巳只uid巴lines;14 in 
1999，36 in 2000 and 70 in 2001. 
A fema1e pro只rammerwho came to 
the office of Kansai OSH Cent巴rforcon 
sultation had suffered from depr巴sSlon
as a result of a promotion to supervise 
巳xperiencedcoll巳a只uestogether with 
additiona110ng working hours. Accord-
ing to the又uide1in巴s，her str巴ssis rank巴d
as "moderate" 1ev巳1caused by a n巳wiob
ass1只nmentthat often occurs to some 
on巴inthe work place. A moderate level 
of str巴ssis not enou只hto be r巴cognized
as an occupational disease. 
However in her case， she had worked 
approximate1y 120 hours of over time 
for two conti只uousmonths with less than 
three hours sleep a day iust before she 
r巳SI只nediob
As the r巴sultof a re-assessment， her 
case has b巴巴ndecided bein又"stron只"
level under the只uidelinesand is reco只-
mz巴das an occupationa1 menta1 disor 
d巴r.It took approximatel y 10 months for 
the case to b巴reco又nizedbut it was 

Chief of Labour Standards Bureau， Ministry of Heatth， Labour and Welfare， Japan 

Mental disorderthatmeets all requirements 01 1)， 2) and 3) is treated as an occup副 on剖disease

1) Mental disorder that a worker suffers 1rom， corresponds刷出 covereddisorder (disorder 
l国edin the ChapterV01 ICD-10， WHO) 

2) Strong mental stress due to the work， which can回 usesuch mental disorder， is 0同ectively
recognised during a period 01 appro刻mately6 months prior to the appearance 01the disorder 

3) It is not recognised that non-occupational mental stress and individual 1actors have caused 
su出 mentaldiso同er

Evaluation of men祖Istress due to the work 

1) StrenQth of ment剖 stressof an event : experience of an accident or d陪aster，failure in 
the iob， occurance of excessive heavy lob問 sponsibility，etc 

11 111 (strenロthof averaqed eve円。
2) Adiustment of the 5t剛 Qthof mental stress: content， deClree， etc. of an event 

11 111 (strenqth 01 such event) 

3) Chanqe brinqinq with the event， et巳 workvolume (especially lonq workinq hou陥)，chanqe 
in job quality or job responsibility， supports in the work凶ace，etc 

Special events 

1) Strength 01 mental stress is ex-
tremelv excessive， such as an ex-
pe巾 nce01 an accident 01 li1e and 
d田 h

2) Sudden change 01 the con制 on01 
an occupational disease， such as 
extreme pain ， during a period 01 
medic剖甘eatment01 such disease 

3) ex出 melylongwo耐 ngh凶 rs

Not compensable 

Suicide∞mmitted in astate 01mind dueto an田 cupation剖mental
disorder， where a workers's norm剖ability01 re刊cogn削on，ability 
for action judgement町川hibitiveability to turn back什omsuicide 
has been signi官can甘yimpaired， is conside日 dcαT1pensable



全国尚働安全’~－ti=令、夕、古絡A.,＝義臣同1朝女宝侮J宜セノタ－｝！！絡E 議
〒136-0071};II京郎江東区亀戸7・l0-1 Zピル5階 TEL(03) 3636-3882/FAX (03) 3636-3881 
E-mail joshrc@.jca.apc.org HOMEPAGE http ://www.jca.apc.org/joshrc/ 

* 京 eNPO法人東京労働安全衛生センター E-mail etoshc仰ica.apc.org
〒136-0071江東区（(l.戸7-10-1Zピル5階 TEし（03)3683-9765 /FAX (03) 3683-9766 

東 京 ．三多摩労災職業病センター
〒185・0021国分寺市南町T2-6-7丸山会館2・5 TEし（042)324-1024 /FAX (042) 324・1024 

東京．三多摩労災職業病研究会
〒185-0012国分寺m本町4-12・14三多l学医療生百桧館内 TEL (042) 324-l 922 /FAX (042) 325・2663

神奈川・社団法人神奈川労災職業病センター らmailk-oshc@.ica.apc.or只
干230・0062織浜市鶴見区豊岡町20-9サンコーポ豊岡505TEL (045) 573・4289/FAX(045)575・1948

新 潟．財団法人新潟県安全衛生センター E-mail lくFR00474@.nifty .ne.jp 
干95ト8065ffi潟市来線通2-481TEし（025)228-2127 /FAX (025) 228-2127 

,'({1 岡・清水地域勤労者協議会
〒424-0812ii'!水市小柴町2-8TEL (0543) 66・6888/FAX (0543)66・6889

愛 知・名古屋労災職業病研究会 E-mail roushokukcn@.be.to 
〒468-0077名古屋市天白区八百］J山148ジュネス八＇IJ305号TEL(052)837・7420/FAX (052)837・7420

京 m・京都労働安全衛生連絡会議
干＠－8432京都市南区凶九条来品目TS0-9山本ピル3階 TEL(075) 691-6191 /FAX (075) 69 J -6145 

大 版 ・関西労働者安全センター E-mail koshc2000@.yahoo.co・jp
干540・0026大阪市tj.1央区内木町1・2・13ばんらいビ）レ602TEL (06) 6943-1527 /FAX (06) 6942-0278 

兵 庫．尼崎労働者安全衛生センター
干660・0803尼崎市長洲本通ト16-17阪神医療生協気付 TEL(06) 6488・9952/FAX (06) 6488-2762 

兵 )!)I・関西労災職業病研究会
干660・0803尼崎市長洲本通ト16・17阪神医療生協長洲支郎 TEL (06) 6488・9952/FAX(06)6488・2762

兵 山・ひょうご労働安全衛生センター
干651-0096神戸市中央区袋井iilll-1-1212号 TEL(078) 251-1172 /FAX (078)251-1 172 

広 山・広島労働安全衛生センター E-mail hirosima-azcemer@.cronos.ocn.ne. jp 
干732・0827広島市南区稲荷町5・4山[l3ピル TEL(082) 264-4110 IF AX (082) 264-4 110 

x.~ 取・鳥取県労働安全衛生センター
〒680-0814鳥取市南町505自治労会館内 TEL(0857)22-6l10 /FAX(0857)37-0090 

愛媛・NPO法人愛媛労働安全衛生センター らmailcoshc@.mx8l .tiki.ne.jp 
〒792-0003新居浜市新田町l・9・9TEL (0897) 34-0900 /FAX (0897) 37・1467

愛 媛・えひめ社会文化会館労災職業病相談室
干790-0066松山市富国IIIT8-6TEL (089) 941-6065 /FAX (089) 941-6079 

山 知，.財団法人高知県労働安全衛生センター
〒780-001l 高知市前野：｜仁田T3・2・28TEL (0888) 45-3953 /FAX (0888) 45-3953 

熊 本．熊本県労働安全衛生センター
干861引05熊本iii秋津町秋凶3441-20秋津レークタウンクリニック TEし（096)360-1991 /FAX (096) 368-6177 

大 分・社団法人大分県勤労者安全衛生センター
〒870-0036大分市中央町4-2-5労働福祉会館Iソレイユll陪TELC097)537-7991 /FAX (097) 534-8671 

宮 崎．旧松尾鉱山被害者の会 E-mail aanhebez向bronze.ocn.ne.jp
干883-0021日｜向市財光寺283・211長江団地1・14TEL (0982) 53・9400IF AX (0982) 53-3404 

鹿児向 ．鹿児島労働安全衛生センター準備会 E-mail aunion窃po.synapse.nc.jp
〒899・5216姶良郡加治木町本＂T403有l!f.lピル2FTEL (0995) 63・I700 IF AX (0995) 63・げ01

自治体．自治体労働安全衛生研究会 E-mail sh-net@.ubcn巴l.or.jp
干102・0085千代田区六添町l自治ヲj会館3階 TEし（03)3239-94 70 I FAX (03) 3264-1432 

（オブザーバー）

話ib,J・福島県労働安全衛生センター
干960-8103福島市船場OITI-5TEL (0245) 23-3586 /FAX (0245) 23-3587 

山 口．山口県安全センター
〒754-0000山口県小部郵便局私書箱44弓




